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文教福祉委員会会議録 

 

平成２８年３月９日 水曜日 

  午前１０時００分開議 

  午後 ６時３６分閉議（実時間４１５分） 

                              

○本日の会議に付した案件 

１．議案第５号・平成２７年度八代市一般会計

補正予算・第９号（関係分） 

１．議案第６号・平成２７年度八代市国民健康

保険特別会計補正予算・第３号 

１．議案第７号・平成２７年度八代市介護保険

特別会計補正予算・第４号 

１．議案第９号・平成２７年度八代市診療所特

別会計補正予算・第３号 

１．議案第１０号・平成２８年度八代市一般会

計予算（関係分） 

１．議案第１１号・平成２８年度八代市国民健

康保険特別会計予算 

１．議案第１２号・平成２８年度八代市後期高

齢者医療特別会計予算 

１．議案第１３号・平成２８年度八代市介護保

険特別会計予算 

１．議案第１８号・平成２８年度八代市診療所

特別会計予算 

１．議案第５５号・八代市個人番号の利用及び

特定個人情報の提供に関する条例の一部改

正について 

１．議案第５６号・八代市指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準等を定める条例及び八代市指定地域密

着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営並びに指定地域密着型介護予防サ

ービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準等を定める条例の一

部改正について 

１．議案第５７号・八代市地域包括支援センタ

ーの包括的支援事業の実施に係る基準を定

める条例の一部改正について 

１．議案第５８号・八代市立へき地保育所条例

の廃止について 

１．議案第５９号・八代市立保育園の設置及び

管理に関する条例の一部改正について 

１．議案第６０号・八代市こども医療費の助成

に関する条例の一部改正について 

１．議案第６６号・八代市家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正について 

１．議案第６１号・八代市国民健康保険税条例

の一部改正について 

１．議案第６２号・八代市報酬及び費用弁償条

例の一部改正について 

１．所管事務調査 

 ・教育に関する諸問題の調査 

 ・保健・福祉に関する諸問題の調査 

                              

○本日の会議に出席した者 

委 員 長  友 枝 和 明 君 

副委員長  庄 野 末 藏 君 

委  員  太 田 広 則 君 

委  員  島 田 一 已 君 

委  員  田 方 芳 信 君 

委  員  橋 本 幸 一 君 

委  員  前 垣 信 三 君 

委  員  幸 村 香代子 君 

 

※欠席委員         君 

                              

○委員外議員出席者中発言の許可を得た者 

               君 

                              

○説明員等委員（議）員外出席者 

 教育部長       宮 村 博 幸 君 
 
  教育部総括審議員兼 
            釜   道 治 君 
  次長 
 

  博物館未来の森ミュージアム副館長 福 原   透 君 
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  学校教育課長    渡 邊 裕 一 君 

  教育政策課長    宮 田   径 君 

  教育施設課長    有 馬 健 一 君 
 
 健康福祉部長兼 
            上 田 淑 哉 君 
 福祉事務所長 
 
 
  健康福祉部次長兼 
            小 藪   正 君 
  福祉事務所次長 
 
 
  健康福祉部次長兼 
            山 田   忍 君 
  福祉事務所次長 
 

  こども未来課長   白 川 健 次 君 

  生活援護課長    中 田 利一郎 君 
 
  健康福祉審議員兼 
             
  臨時福祉給付金支給 柿 本 健 司 君 
 
  事業推進室長 
 

  国保ねんきん課長  小 川 正 芳 君 
 
  国保ねんきん課副主幹 
            中 村 秀 喜 君 
  兼年金係長 
 

  国保ねんきん課保険税係長 園 部 慎 治 君 

  長寿支援課長    秋 田 壮 男 君 
 
  長寿支援課副主幹兼 
            吉 田   浩 君 
  地域支援係長 
 
 
  長寿支援課副主幹兼 
            久 保 祝 子 君 
  介護給付係長 
 

  健康福祉政策課長  西 田 修 一 君 
 
  理事兼 
            蒲 生 尚 子 君 
  健康推進課長 
 
 
  障がい者支援課長兼 
            上 田 真 二 君 
  障がい者虐待防止センター所長 
 

                              

○記録担当書記     松 本 和 美 君 

 

（午前１０時００分 開会） 

○委員長（友枝和明君） おはようございま

す。（｢おはようございます」と呼ぶ者あり） 

 それでは、定刻となり定足数に達しておりま

すので、ただいまから文教福祉委員会を開会い

たします。 

 本日の委員会に付します案件は、さきに配付

してあります付託表のとおりであります。 

                              

◎議案第５号・平成２７年度八代市一般会計補

正予算・第９号（関係分） 

○委員長（友枝和明君） 最初に、予算議案の

審査に入ります。 

 議案第５号・平成２７年度八代市一般会計補

正予算・第９号中、当委員会関係分を議題と

し、説明を求めます。 

 それでは、まず教育部から歳出の第９款・教

育費について説明を願います。 

○教育部長（宮村博幸君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 宮村教育部長。 

○教育部長（宮村博幸君） はい。皆さんおは

ようございます。（｢おはようございます」と

呼ぶ者あり）教育部でございます。よろしくお

願いいたします。 

 それでは早速ですが、議案第５号・平成２７

年度八代市一般会計補正予算・第９号中、教育

部所管分につきまして、釜教育部総括審議員兼

次長が説明をいたしますので、御審議方よろし

くお願いをいたします。 

○教育部総括審議員兼次長（釜 道治君） 委

員長。 

○委員長（友枝和明君） 釜教育部総括審議員

兼次長。 

○教育部総括審議員兼次長（釜 道治君） お

はようございます。（｢おはようございます」

と呼ぶ者あり）次長の釜です。座って説明をさ

せていただきます。よろしくお願いいたしま

す。 

 議案第５号・平成２７年度八代市一般会計補

正予算・第９号中、教育部所管分について説明

をさせていただきます。 

 補正予算書の１０ページをまずお願いいたし

ます。 

 歳出の第９款・教育費に、２７８５万７００

０円を追加し、補正後の額を６１億１２４５万

７０００円とするものです。 

 なお、補正額中、私ども教育部が所管いたし

ます金額は９５万１０００円でございます。 
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 それでは、その歳出の内容について説明をい

たします。 

 ２０ページをお願いをいたします。 

 款９・教育費、項７・社会教育費、目５・博

物館費です。補正額が９５万１０００円、特定

財源の国県支出金４７万１０００円は、国の地

方創生加速化交付金で、その他の４８万円は本

補正予算に伴い実施する事業での博物館使用料

でございます。 

 今般、国の補正に伴う地方創生加速化交付金

の活用事業として、経済文化交流部が実施しま

す本市に伝承されるさまざまな民俗文化財の保

存、継承並びにこれらを活用した観光誘客の促

進を図る無形文化遺産等活用事業と連携して、

教育部として、妙見祭のユネスコ登録も見据

え、八代妙見祭普及展示事業として、博物館の

２８年度冬季特別展覧会において、平成２５年

度の冬季展で実施した笠鉾大解剖・バラバラに

して見えてきたものに続き、笠鉾大解剖２・し

ゃれた町印・本蝶蕪、仮称でございますを実施

するものです。 

 その概要について、本日お配りをいたしてお

ります資料に基づき、説明をさせていただきま

す。この資料でございます。 

 趣旨でございますけれども、八代妙見祭の笠

鉾は当初は町の名前を記した飾りを載せた１人

持ちの傘状のものでございましたが、次第に観

客の目を意識した豪華で大型化した出し物へと

変貌を遂げております。その過程で、毎年ほぼ

同じ町が奉納する笠鉾から、町印の要素は消え

ていきましたが、本町の本蝶蕪だけは現在まで

町印の要素を残しています。また、城下町の中

心町であった本町は、昭和時代に至るまで、本

町の町、――これはちょうと読みますが、本町

の町を表すチョウチョウのチョウですね、これ

をモチーフとしたさまざまな新しい飾りで笠鉾

を彩ってきました。 

 カラーコピーの右上のほうを見ていただきま

すと、一番上に本町の本という飾りがございま

す。その下に本町の町はちょうと読みますの

で、チョウチョウのチョウが飾られておりまし

て、その下にカブがあるということで、本蝶蕪

ということでございます。そういった過去の歴

史がございます。 

 本展は、町印にこだわった笠鉾本蝶蕪の構造

と装飾について紹介するものでございます。２

８年秋には、八代妙見祭の神幸行事が、京都祇

園祭の山鉾行事や、博多祇園山笠行事などとと

もに、山・鉾・屋台行事としてユネスコの無形

文化遺産に登録予定です。本展により、多くの

八代市民が笠鉾について見識を深める機会とな

ればと考えておるところでございます。 

 事業費９５万１０００円の主なものについて

説明します。展示資料の運搬料、広報物の郵便

料として必要となる通信運搬費が４１万８００

０円、ポスター・チラシの印刷に必要となる印

刷製本費４０万２０００円が主なものでござい

ます。 

 なお、予算書５ページにございますが、次年

度――２８年度への繰り越しをお願いしておる

ところでございます。 

 以上が、教育部、今回の補正予算の内容でご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。質疑ありませんか。 

○委員（太田広則君） はい。委員長、いいで

すか。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） 済いません。予算と直

接関係ないんですが、この仮称ってしてます

ね、本蝶蕪（仮称）。この仮称の意味は何でし

ょうか。 

○博物館未来の森ミュージアム副館長（福原 

透君） はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 福原博物館未来の森

ミュージアム副館長。 
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○博物館未来の森ミュージアム副館長（福原 

透君） 市立博物館の福原でございます。 

 ただいま御質問の件でございますが、今、皆

様にごらんいただいておりますのは、あくまで

も計画案ということでございまして、展覧会が

近づいてまいりましたら、正式に市長まで決裁

を上げて実施伺いをとります。そのときに名称

が正式名称になるという意味での仮称でござい

ます。 

 以上でございます。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。

（委員太田広則君「はい。大丈夫です」と呼

ぶ） 

 ほかにありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、以上で質

疑を終了します。 

 意見がありましたらお願いをいたします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で第９款・教育

費については終了します。 

 執行部入れかえのため小会します。（｢あり

がとうございました」と呼ぶ者あり） 

（午前１０時０８分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午前１０時０９分 本会） 

○委員長（友枝和明君） 本会に戻します。 

 次に、健康福祉部から歳出の第３款・民生費

について説明を願います。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。おはようございます。（｢おはようご

ざいます」と呼ぶ者あり）健康福祉部でござい

ます。 

 それでは、議案第５号・平成２７年度八代市

一般会計補正予算・第９号中、第３款・民生費

につきまして、健康福祉部の小藪次長から説明

させます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 小藪健康福祉部次

長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（小藪 正

君） おはようございます。（｢おはようござ

います」と呼ぶ者あり）健康福祉部の小藪で

す。よろしくお願いいたします。それでは、座

って説明させていただきます。失礼します。 

 それでは、別冊となっております議案第５

号・平成２７年度八代市一般会計補正予算・第

９号をお願いいたします。文教福祉委員会付託

分のうち、健康福祉部所管分について御説明い

たします。 

 ３ページをお願いします。 

 第１表、歳入歳出予算補正の歳出でございま

すが、まず、款３・民生費の項１・社会福祉費

で、補正額７億１３０３万７０００円を追加

し、補正後の予算額は１１０億１０３４万８０

００円と、項２・児童福祉費で、補正額７２４

４万４０００円を追加し、補正後の予算は８８

億８０６１万８０００円、さらに項３・生活保

護費で、７５００万円を追加し、３０億２２３

１万９０００円とし、民生費の総額は、３つ上

になりますが、２２９億１６５５万９０００円

としております。 

 続きまして、１６ページをお願いします。 

 歳出の具体的内容を説明します。 

 下段の表になりますが、まず款３・民生費、

項１・社会福祉費、目１・社会福祉総務費、節

２８・繰出金で、７８２７万７０００円を計上

しております。国民健康保険特別会計繰出金と

しまして、６２７３万９０００円を計上してお

ります。これは、国民健康保険税の軽減などに

対する国民健康保険基盤安定負担が決定された

ことによる追加分５９９３万９０００円と、出

産育児一時金の増加に伴う増加分２８０万円で

ございます。 
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 なお、特定財源として国県支出金４４９５万

５０００円がございます。 

 次に、介護保険特別会計への繰出金１５５３

万８０００円を計上しておりますが、平成２８

年８月からの介護保険制度改正に伴う電算シス

テムの改修に要する経費の２分の１に当たる５

３万８０００円と、介護サービス給付費の増額

分の一般会計負担割合１２.５％に当たる１５

００万円でございます。 

 なお、特定財源はございません。 

 次に、同項、目４・障害福祉対策費で、１７

３４万９０００円を計上しておりますが、節２

０・扶助費で、就労継続支援や生活介護などの

障害福祉サービスの利用が当初の見込みよりも

増加し、不足が見込まれることによるもので

す。 

 なお、財源内訳の特定財源のうち、国支出金

４分の２、県支出金４分の１です。 

 次に、同項、目６・臨時福祉給付金給付事業

費に、６億１７４１万１０００円を計上してお

ります。これは、一億総活躍社会の実現に向

け、賃金引き上げの恩恵が及びにくい低所得の

高齢者を支援し、平成２８年度前半の個人消費

の下支えにも資するよう、平成２６年度から引

き続き臨時福祉給付金を支給するものです。 

 なお、平成２８年は、低所得の高齢者向け給

付金、低所得の障害・遺族基礎年金受給者向け

の給付金、平成２８年度簡素な給付金の３つの

給付金事業を実施することとされております

が、今回は、その中でもなるべく早く支給する

とされている平成２８年度中に６５歳以上とな

る低所得の方２万人を対象に、１人３万円を支

給する低所得の高齢者向け給付金の支給にかか

わる経費でございます。 

 その主なものとしましては、節７・賃金２９

１万９０００円は、４月から７月までの臨時職

員６名分です。節１２・役務費９７５万４００

０円は、申請書及び決定通知書の郵便料７４０

万円、口座振込手数料２１６万円が主なもので

す。節１３・委託料３３１万８０００円は、電

算システム改修委託１０８万３０００円、申請

書データ入力委託２２３万５０００円です。節

１９・負担金補助及び交付金６億円は、臨時福

祉給付金１人３万円で、２万人分の６億円でご

ざいます。また、全額を２８年度に繰り越すこ

ととしております。 

 なお、特定財源として１０分の１０の国庫支

出金があります。 

 続きまして、１７ページをお願いします。 

 款３・民生費、項２・児童福祉費、目２・児

童措置費で、１３８７万円を計上しております

が、節２０・扶助費で、平成２７年４月分から

児童扶養手当の額改定が行われていることなど

により、当初見込み額では不足が見込まれるた

め補正するものです。 

 なお、特定財源として３分の１の国庫支出金

がございます。 

 続きまして、同項、目３・保育所費で、５８

５７万４０００円を計上しておりますが、節１

３・委託料で、私立保育所保育委託事業に５７

６７万７０００円を計上しております。これは

保育単価が改定されたことにより、当初の見込

みよりも委託料が増加し、不足が見込まれるこ

とによるものでございます。 

 次に、保育所関係事務事業で、８９万７００

０円を計上しております。これは、国の制度改

正により、年収３６０万円未満相当の多子世帯

やひとり親世帯における保育料の負担軽減措置

が拡充されることに伴う電算システム改修費用

でございます。 

 なお、特定財源として国県支出金がございま

す。 

 続きまして、款３・民生費、項３・生活保護

費、目２・扶助費で、７５００万円を計上して

おりますが、節２０・扶助費で、当初の見込み

よりも保護世帯数が増加し、不足が見込まれる
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ことによるものでございます。 

 なお、特定財源として国支出金５６２５万円

がございます。 

 これで、平成２７年度八代市一般会計補正予

算・第９号の健康福祉部所管分の説明といたし

ます。御審議のほど、よろしくお願いいたしま

す。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。質疑ありませんか。 

○委員（島田一已君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 島田委員。 

○委員（島田一已君） 先ほど私立保育所保育

委託事業ということで説明がございましたけれ

ども、この事業での保育単価が改定されたこと

により、当初の見込みよりも委託料が増加し、

不足が見込まれるとございましたけれども、保

育園の支払いというのは間に合うんでしょう

か。ちょっとお聞きをしたいと思います。 

○委員長（友枝和明君） 白川こども未来課

長。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。こど

も未来課の白川でございます。よろしくお願い

いたします。 

 ３月分の委託料につきましては、３月中旬に

お支払いをするということにしておりますが、

改定前の保育単価で支払うということになって

おりますので、即決予算の範囲内での支払いは

可能でございます。なお、今回は平成２７年の

４月にさかのぼって保育単価が改定されたもの

でございまして、今回の補正分はその差額分で

あります調整額といたしまして、本年の４月に

追加で支払う予定でございます。 

 以上でございます。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 ほかにありませんか。 

○委員（橋本幸一君） よろしいですか。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） 生活保護費の給付事業

で不足したということで、何人分かということ

と、平成２７年度については何人が対象者にな

られているのか、その辺をお願いします。 

○生活援護課長（中田利一郎君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 中田生活援護課長。 

○生活援護課長（中田利一郎君） はい。扶助

費のふえた分という内容の、どの部分かという

ことかと思いますが、一番大きな要因は医療扶

助の増加と、それから施設事務費の単価の見直

しがありまして、施設事務費の、それと介護保

険の扶助と住宅扶助が昨年の７月から基準の改

定がございまして、上限額が若干上がりました

ので、その分が不足をしているというところで

す。以上です。（｢世帯。２７年の世帯数」と

呼ぶ者あり）あ、世帯数、済いません。現在の

ですね、世帯数は４月当初が１３８３世帯、現

在が１４０５世帯となっております。 

 以上です。（委員橋本幸一君「はい、結構で

す」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 ほかにありませんか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。臨時福祉給付

金の給付事業なんですが、６億円ということ

で、今回対象者が２万人ということの御説明だ

ったかなと思うんですが、この対象者というの

は、前回の平成２６年だったですかね、の対象

者と同じということで考えてよろしいんですか

ね。 

○委員長（友枝和明君） 柿本健康福祉審議員

兼臨時福祉給付金支給事業推進室長。 

○健康福祉審議員兼臨時福祉給付金支給事業推

進室長（柿本健司君） おはようございます。

（｢おはようございます」と呼ぶ者あり）柿本

です。 

 支給対象者の数、２６年度と比較してのその

対象者数の比較ということなんですけども、支
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給対象者につきましては２６年度と今回の２８

年度の、今回の高齢者向けの給付金の対象者は

別、違います。今回は６５歳以上の高齢者向け

に対しましてのですね、３万円ということで、

２６年度につきましては、要件が１月１日現在

に八代市に住んでおられて、そして住民税が非

課税という方に対しての約３万５０００人を対

象にした給付金という内容だと思います。 

 以上で説明申し上げます。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 ほかにありませんか。 

○委員（島田一已君） ちょっといいですか。 

○委員長（友枝和明君） 島田委員。 

○委員（島田一已君） はい。先ほどの保育所

関係事務事業で説明がございましたけれども、

保育所関係事務事業で、年収３６０万未満の多

子世帯、ひとり親世帯における保険料の負担軽

減措置拡充とありましたけれども、その内容は

ちょっとわかりますでしょうか。お聞きしたい

と思います。 

○委員長（友枝和明君） 白川こども未来課

長。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。多子

世帯やひとり親世帯が保育所等を利用しやすい

環境を実現するために、保育料の負担を軽減す

るというものでございますが、これまでは国の

制度といたしまして、多子世帯につきまして

は、幼稚園では小学校３年生までの範囲内にお

子さんが２人以上いらっしゃる場合に、一番上

のお子さんを第１子、その下のお子さんを第２

子というふうにカウントしまして、入園してい

るお子さんが第１子の場合は全額負担でござい

ましたが、第２子は半額、第３子以降は無料と

なっております。 

 それから、保育所ではですね、小学校就学前

の範囲内に保育所ですとか幼稚園等を利用して

いらっしゃるお子さんが２人以上いらっしゃる

場合は、第１子は全額負担となりますが、第２

子は半額、第３子以降は無料という制度が今現

在行われております。 

 また、ひとり親世帯につきましては、市町村

民税非課税世帯、または市町村民税の均等割の

み課税世帯については保育料無料とされている

ところでございます。 

 これを年収約３６０万円未満相当の多子世帯

につきましては、上のお子さんの年齢にかかわ

らず第２子は半額、第３子以降は無料とすると

いうものです。 

 また、同様に年収約３６０万未満相当のひと

り親の世帯につきましては、第１子から半額、

第２子以降は無料というふうに保育料の軽減を

拡充するというような内容となっております。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） 島田委員。 

○委員（島田一已君） はい。関連ですけど

も、今回はこれの保育料の負担軽減拡充によっ

てですね、世帯数はどれだけございますでしょ

うか。ちょっとお聞きをしたいと思います。 

○委員長（友枝和明君） 白川こども未来課

長。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。平成

２８年の３月の保育園の入園児童でお答えをさ

せていただきたいと思いますけれども、年収が

約３６０万円未満相当のひとり親の世帯という

のが５６２世帯で、お子さんの数にして６６７

人いらっしゃいますが、市町村民税非課税世

帯、または市町村民税の均等割のみ課税世帯に

ついては保育料を無料とします現行の制度によ

りまして、既に無料となっている世帯が２９８

世帯、３５８人いらっしゃいます。ですから、

今回の制度改正によりまして、新たに保育料の

軽減対象となる世帯は２６４世帯、３０９人の

児童ということになります。 

 また、年収約３６０万円未満相当の多子世帯

につきましては、８８９世帯で、児童数にしま

して１０４５人いらっしゃいます。が、多子世
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帯の保育料を半額または無料といたします現行

の制度で、既にもう減免となっていらっしゃる

世帯が６９３世帯、８４９人いらっしゃいます

ので、今回の制度改正によりまして、新たに保

育料の軽減対象となる多子世帯は１９６世帯、

１９６人ということになります。 

 以上でございます。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

 ほかにありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第５号・平成２７年度八代市一般会計補

正予算・第９号中、当委員会関係分について、

原案のとおり決するに賛成の方の挙手を求めま

す。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第６号・平成２７年度八代市国民健康保

険特別会計補正予算・第３号 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第６号・

平成２７年度八代市国民健康保険特別会計補正

予算・第３号を議題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。続きまして、議案第６号・平成２７年

度八代市国民健康保険特別会計補正予算・第３

号につきまして、国保ねんきん課の小川課長よ

り説明させますのでよろしくお願いいたしま

す。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 小川国保ねんきん課

長。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） おはよう

ございます。（｢おはようございます」と呼ぶ

者あり）国保ねんきん課長、小川でございま

す。 

 それでは座って説明のほうさせていただきま

す。 

 お手元にございます議案第６号・平成２７年

度八代市国民健康保険特別会計補正予算・第３

号について御説明いたします。 

 １ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算の補正といたしまして、第１条

のとおり、歳入歳出予算の総額にそれぞれ５億

３０４３万７０００円を追加し、歳入歳出予算

の総額をそれぞれ２１１億７４０６万６０００

円とするものでございます。 

 内容につきましては、歳出から御説明いたし

ます。 

 ８ページをお願いいたします。 

 款２・保険給付費、項１・療養諸費、目１・

一般被保険者療養給付費において、１億５４０

０万円の追加をお願いしております。これは一

般被保険者に係る医療費のうち、保険者負担分

でございますが、被保険者数は減少傾向にあり

ますものの、１人当たりの医療費は増加傾向に

あり、平成２７年度の支払いにおいて不足が見

込まれますので、追加補正をお願いするもので

す。 

 その下の目２・退職被保険者等療養給付費に

おいて８０００万円の減額補正でございます。

これは、退職被保険者に係る医療費のうち、保

険者負担分でございます。当初見込みより退職

被保険者の減少の度合いが大きく、不要額が見

込まれるためでございます。なお、退職被保険

者については、平成２７年度から一部遡及分を
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除いて新規適用がなくなり、今後減り続けてい

くこととなります。 

 次の項４・出産育児諸費、目１・出産育児一

時金において４２０万円の追加をお願いしてお

ります。これは、国保被保険者の出産に際して

４０万４０００円、産科医療保障制度に加入の

医療機関で出産の場合４２万円を給付するもの

です。対象件数が当初予算を上回る見通しとな

ったため、補正をお願いするものです。 

 款３、項１、目１・後期高齢者支援金で、３

４４万２０００円の追加をお願いしておりま

す。これは、社会保険診療報酬支払基金へ支払

うものですが、支払額の確定に伴い増額するも

のです。 

 ９ページの款７、項１・共同事業拠出金、目

１・高額医療費共同事業医療費拠出金で４６万

９０００円、その下の目２・保険財政共同安定

化事業拠出金では２億９５０５万２０００円の

補正をお願いしております。高額な医療費の発

生により、国保財政への影響緩和や保険者の運

営基盤の安定化を図るため、国保連合会が実施

している事業への拠出金でございまして、国保

連合会への拠出額の確定に伴い、不足額の追加

をお願いするものでございます。 

 款９・諸支出金、項１・償還金及び還付加算

金、目１・償還金、節２３・償還金利子及び割

引料で１億５３２７万４０００円の追加をお願

いしております。これは平成２６年度以前の

国・県の支出金の概算交付に対する精算や、自

主点検に係る超過交付分の返還金でございま

す。 

 内訳としましては、国への返還分といたしま

して、療養給付費等負担金などで１億４５１０

万８０００円、特定健診負担金で１１８万６０

００円、普通調整交付金の自主点検による返還

金で３９８万７０００円、県への返還分とし

て、特定健診負担金で２９９万３０００円とな

っております。 

 続きまして、歳入でございます。６ページを

お願いいたします。 

 款７、項１・共同事業交付金、目１・高額医

療費共同事業交付金で５５０６万２０００円を

予定しております。その下の目２・保険財政共

同安定化事業交付金で４億４８３万３０００円

を予定しております。いずれも国保連合会から

交付割合は、１００分の５９交付されるもので

ございますが、確定した交付金額の範囲内で歳

出の補正財源とするため、追加補正するもので

ございます。 

 次の款９・繰入金、項１、目１・一般会計繰

入金６２７３万９０００円をお願いしておりま

す。内訳としまして、節２・出産育児繰入金２

８０万円は、歳出の出産育児一時金の補正に合

わせた増額でございます。節３・保険基盤安定

繰入金５９９３万９０００円は、確定通知によ

る補正でございます。 

 ７ページをお願いします。 

 最後に、款１０、項１、目１・繰越金７８０

万３０００円は、歳出の補正財源とするための

増額補正でございます。 

 以上、議案第６号・平成２７年度八代市国民

健康保険特別会計補正予算・第３号についての

説明を終わります。御審議のほど、よろしくお

願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。ありませんか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。８ページです

けれども、先ほど保険給付費のところで１億５

４００万で、対象人数が減少しているんだけれ

ども、１人当たりの医療費が増加したというよ

うな御説明だったかと思います。で、このあた

りの分析とかっていうのは、どんなふうにされ

てますか。 

○委員長（友枝和明君） 園部国保ねんきん課



 

－10－ 

保険税係長。 

○国保ねんきん課保険税係長（園部慎治君） 

はい。保険税係の園部でございます。 

 御質問の１人当たりの医療費でございます

が、医療費の総額と被保険者数を把握しまし

て、毎年その１人当たりの医療費というものを

確認いたしまして、予算等の資料とさせていた

だいている状況でございます。 

 以上でございます。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 何か本市の特徴とか

ってあるんですかね。この医療費が増加してい

く要因みたいなものが。 

○委員長（友枝和明君） 園部国保ねんきん課

保険税係長。 

○国保ねんきん課保険税係長（園部慎治君） 

はい。医療費増加の原因でございますが、被保

険者数は減少傾向にございます。で、そうした

ことから考えますと、医療費も当然下がってき

てしかるべきというところではございますが、

実際のところは高齢者の方、６５歳を超えまし

て７４歳までの前期高齢者の方の割合がふえて

おりまして、高齢者の方の医療費の割合が大き

く全体の１人当たりの医療費を押し上げている

というような状況でございます。 

 以上でございます。（委員幸村香代子君「は

い、わかりました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 ほかにありませんか。 

○委員（橋本幸一君） よろしいですか。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） 共同事業の交付金のち

ょっと関係がわからないもんですから教えてい

ただきたいと思うんですが。 

 歳入歳出見て、共同事業拠出金と共同事業交

付金で、歳入の部分が５１億９６７２万７００

０円と、歳出部分見てみますと共同事業拠出金

で出すのは５０億８９６１万１０００円と。こ

の関係というのは、結局拠出金は出すけど、結

局返ってくるのは歳入部分が多いということ

は、この部分だけで調整してるんですか、拠出

金事業だけで。その辺のちょっと説明願いたい

と思います。拠出金と交付金の共同事業部分で

すね。 

○委員長（友枝和明君） 園部国保ねんきん課

保険税係長。 

○国保ねんきん課保険税係長（園部慎治君） 

はい。共同事業についての拠出金と交付金の関

係でございますが、国保連合会が事業主体とな

りまして、各市町村から拠出金を出し合う形に

なります。で、そこからその対象となる医療費

についての交付金を各市町村が受けるというよ

うな形になっております。 

 で、八代市におきましては、拠出金と交付金

を比べてみますと若干交付金のほうを多く受け

取っているような形でございまして、医療費が

それだけかかっているということがうかがい知

れる状況でございます。 

 以上でございます。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） この共同事業分ってい

うのは、じゃあ歳入歳出分については、ほかで

の関連性というのはなくて、あくまでこの部分

でだけの出し入れということで理解してよかで

すか。 

 今見れば、結局医療費がふえれば結局交付金

というのは当然ふえてくるわけだけど、やっぱ

り県全体で見れば、拠出金というのは少なく出

して結果的には大きくもらうという、これは実

態は大体よくないんでしょうが。そういう関係

で、あくまでこの共同事業部分でこれはやりと

りがあってる部分で、ほかとの関連性とはない

と理解してよかですか。 

○委員長（友枝和明君） 園部国保ねんきん課

保険税係長。 

○国保ねんきん課保険税係長（園部慎治君） 
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はい。おっしゃるような状況でございます。 

 その拠出金に対して受け取る交付金について

でございますが、その拠出金の医療費のかかっ

た割合による拠出率と、あと被保険者数での県

全体での割合に対しての拠出率というものがご

ざいまして、かかった医療費だけではないんで

すが、被保険者数も関係いたしますが、およそ

交付金と拠出金の関係でというようなことでご

ざいます。（委員橋本幸一君「はい、大体理解

できました。結構です」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、以上で質

疑を終了します。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第６号・平成２７年度八代市国民健康保

険特別会計補正予算・第３号については、原案

のとおり決するに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第７号・平成２７年度八代市介護保険特

別会計補正予算・第４号 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第７号・

平成２７年度八代市介護保険特別会計補正予

算・第４号を議題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。それでは議案第７号・平成２７年度八

代市介護保険特別会計補正予算・第４号につき

まして、長寿支援課、秋田課長より説明させま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 秋田長寿支援課長。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） はい。おはよ

うございます。（｢おはようございます」と呼

ぶ者あり）長寿支援課の秋田でございます。よ

ろしくお願いいたします。それでは、座りまし

て説明させていただきます。 

 別冊になっております議案第７号・平成２７

年度八代市介護保険特別会計補正予算書・第４

号でございます。 

 初めに、予算書の１ページをお願いします。 

 第１条におきまして、歳入歳出それぞれ１億

２１０７万６０００円を追加し、歳入歳出予算

の総額をそれぞれ１３７億６６０１万５０００

円といたしております。 

 それでは、内容につきまして７ページをお願

いします。 

 まず、３・歳出について御説明いたします。 

 款１・総務費、項１・総務管理費、目１・一

般管理費で１０７万６０００円を追加し、補正

後の額を１億９３７６万７０００円といたして

おります。内訳は、説明欄の介護給付一般事務

事業です。これは、平成２８年８月施行の介護

保険制度改正に伴い、介護保険限度額認定にお

いて、これまで扱っていなかった障害年金や遺

族年金といった非課税年金についても、年金収

入に含めて判断することになりますので、各年

金保険者から国保連合会を通じて提供されます

非課税年金データを本市の既存の電算システム

に取り込むためのシステム改修委託料を計上す

るものでございます。 

 特定財源として、国庫補助金２分の１、一般

会計繰入金２分の１があります。 

 なお、介護保険限度額認定と申しますのは、

介護保険施設の入所やショートステイ利用の際

の食費と部屋代は、全額本人負担が原則です
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が、低所得で一定の要件を満たす方について

は、本人負担に限度額を設定し、これを超える

部分は介護保険から補足的に給付するものでご

ざいます。 

 次に、款２・保険給付費、項１・保険給付

費、目１・介護サービス給付費において１億２

０００万円を追加し、補正後の額を１１５億８

８００万円といたしております。内訳は、説明

欄記載の居宅介護サービス給付事業及び居宅介

護サービス計画給付事業において、利用が当初

の見込みよりも増加し、不足が見込まれるため

でございます。 

 特定財源として、国庫負担金や県負担金など

４８８１万６０００円、一般会計繰入金１５０

０万円があります。 

 続きまして、５ページをお願いします。 

 ２・歳入の説明でございますが、その前に事

務費並びに介護サービス給付費の財源につい

て、簡単に御説明いたします。 

 まず、事務費につきましては、全額を一般会

計繰入金で対応いたします。 

 次に、介護サービス費につきましては、大ま

かに介護保険料で５０％、公費で５０％を負担

する仕組みとなっております。このうち、介護

保険料５０％の内訳として、第１号被保険者保

険料で２２％、第２号被保険者保険料で２８％

と定められております。 

 また、公費の５０％につきましては、国庫負

担金２０％、国の調整交付金５％、県負担金１

２.５％、市の一般会計繰入金１２.５％と定め

られています。ただし、国の調整交付金につき

ましては、７５歳以上の人口が多い場合、手厚

く交付されますので、その分、第１号被保険者

保険料の割合を調整いたしております。 

 本市の場合、国の調整交付金は３.１８％上

積みされまして、８.１８％の交付が見込まれ

るところでございます。 

 それでは、歳入の御説明をいたします。 

 ５ページの上の表、款１・保険料、項１・介

護保険料、目１・第１号被保険者保険料では、

介護サービス給付費の補正額１億２０００万円

の１８.８２％に当たる２２５８万４０００円

を追加しております。内訳は、節１・現年度分

特別徴収保険料で２０６１万９０００円、節

２・現年度分普通徴収保険料で１９６万５００

０円でございます。 

 次に、真ん中の表、款３・支払基金交付金、

項１・支払基金交付金、目１・介護給付費交付

金は、４０歳から６４歳までの第２号被保険者

保険料です。これは、加入されている各医療保

険から社会保険診療報酬支払基金に一旦集めら

れ、介護サービス給付額に応じて交付されるも

ので、先ほど御説明いたしました介護サービス

給付費補正額の２８％に当たる３３６０万円を

追加計上いたしております。 

 次に、下の表、款４・国庫支出金、項１・国

庫負担金、目１・介護給付費負担金では、介護

サービス給付費補正額の２０％に当たる２４０

０万円を追加いたしております。 

 ６ページをお願いします。 

 上の表、款４・国庫支出金、項２・国庫補助

金、目１・調整交付金は、介護サービス給付費

補正額の８.１８％に当たる９８１万６０００

円を追加しております。 

 次の目５・介護保険特別補助金は、介護給付

一般事務事業の補正額１０７万６０００円の２

分の１に当たる５３万８０００円を追加、計上

いたしております。 

 次に、真ん中の表、款５・県支出金、項１・

県負担金、目１・介護給付費負担金では、介護

サービス給付費補正額の１２.５％に当たる１

５００万円を追加しております。 

 最後に、下の表、款７・繰入金、項１・一般

会計繰入金、目１・一般会計繰入金では１５５

３万８０００円を追加しております。内訳は、

節１・介護給付費繰入金において、介護サービ
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ス給付費補正額の１２.５％に当たる１５００

万円を計上しております。次の節５・その他一

般会計繰入金では、介護給付一般事務事業の補

正額の２分の１に当たる５３万８０００円を計

上しております。 

 以上で、議案第７号の説明を終わります。御

審議のほど、よろしくお願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。ありませんか。 

○委員（太田広則君） １点だけ。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） はい。先ほどの２７年

度の補正でも出てきたんですが、システム改修

委託が結構いろんなとこで今回も聞こえます

し、２８年の８月から介護保険制度改正という

ことでね、国が制度改正するわけですから国が

拠出金ね、少しは出さなきゃいけないちゅうの

はあるんですが、先ほどの一般会計のとこなん

かは、全然国はシステム改修出してないとこあ

りますよね。で、今回の介護給付一般事務事業

の総合行政システムの改修ということで、これ

は金額的にはそんなね、ないんですが、秋田課

長、情報政策課におられたんであれなんです

が、いろんなその介護関係のシステム改修は全

部外部に出さないと無理なんですかね。今、状

況、どうなってるんですか。内部で改修できて

るものあるんですか。 

○委員長（友枝和明君） 秋田長寿支援課長。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） はい。現在導

入されておりますソフトウエアはパッケージソ

フトでございますので、著作権その他技術的な

制約がありますから、いわゆる操作プログラム

を職員が見るということはできなくなっており

ます。したがいまして、これはもう完全に外注

に出すしかないというところでございます。 

○委員（太田広則君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） じゃあ、逆に聞きます

けど、それに対して国が半分しか見ないんです

か。半分しか見ないということなんですね。

（長寿支援課長秋田壮男君「はい」と呼ぶ） 

 はい、わかりました。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） はい。以上で質疑を

終了します。 

 意見がありましたらお願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決をいたします。 

 議案第７号・平成２７年度八代市介護保険特

別会計補正予算・第４号については、原案のと

おり決するに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢はい、

ありがとうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第９号・平成２７年度八代市診療所特別

会計補正予算・第３号 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第９号・

平成２７年度八代市診療所特別会計補正予算・

第３号を議題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。議案第９号・平成２７年度八代市診療

所特別会計補正予算・第３号につきまして、健

康福祉政策課、西田課長より説明させます。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

○健康福祉政策課長（西田修一君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 西田健康福祉政策課

長。 

○健康福祉政策課長（西田修一君） はい。お
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はようございます。（｢おはようございます」

と呼ぶ者あり）健康福祉政策課、西田でござい

ます。よろしくお願いいたします。それでは座

りまして御説明をさせていただきます。よろし

くお願いいたします。 

 それでは、別冊となっております議案第９

号・平成２７年度八代市診療所特別会計補正予

算書・３号をお願いいたします。 

 まず、予算書の１ページをお願いいたしま

す。 

 第１条におきまして、歳入歳出予算の総額

に、歳入歳出それぞれ２６２万４０００円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

８０６９万５０００円とするものでございま

す。 

 次に、５ページをお願いいたします。 

 まず、下の表の歳出から御説明いたします。 

 款１・総務費、項１・総務管理費、目３・医

療費、節１１・需用費で、椎原診療所医療事業

にかかわる医薬品の不足見込み額２６２万４０

００円を増額補正するものでございます。これ

は患者の高齢化等によりまして、高血圧や糖尿

病、関節痛など、複数の慢性疾患を持つ患者が

多くなり、処方する医薬品が当初の見込みより

も増加し、不足が見込まれることによるもので

ございます。 

 次に、上の表の歳入でございますが、款１・

診療所事業収入、項１・診療収入、目１・保険

収入で２３６万１０００円、目２・一部負担金

収入で２６万３０００円、合わせまして歳出総

額と同額の２６２万４０００円を計上いたして

おります。 

 以上で、平成２７年度八代市診療所特別会計

補正予算・第３号の説明を終わります。御審議

のほど、よろしくお願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第９号・平成２７年度八代市診療所特別

会計補正予算・第３号については、原案のとお

り決するに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

 執行部入れかえのため小会いたします。 

（午前１０時５８分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午前１０時５９分 本会） 

○委員長（友枝和明君） 本会に戻します。 

                              

◎議案第１０号・平成２８年度八代市一般会計

予算（関係分） 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第１０

号・平成２８年度八代市一般会計予算中、当委

員会関係分を議題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。続きまして、議案第１０号・平成２８

年度八代市一般会計予算・第３款・民生費及び

健康福祉部が所管いたします衛生費につきまし

て、健康福祉部の小藪次長より説明させます。

どうぞよろしくお願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 小藪健康福祉部次

長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（小藪 正

君） こんにちは。（｢こんにちは」と呼ぶ者

あり）健康福祉部の小藪です。よろしくお願い
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いたします。それでは、座って説明させていた

だきます。 

 別冊となっております議案第１０号・平成２

８年度八代市一般会計予算をお願いいたしま

す。 

 文教福祉委員会付託分のうち、健康福祉部が

所管します款３・民生費及び款４・衛生費の項

１・保健衛生費の一部につきまして説明いたし

ます。 

 ７ページをお願いします。 

 第１表、歳入歳出予算の歳出でございます

が、款３・民生費では２２５億３４１０万６０

００円を計上しております。前年度と比較して

６億９７９３万８０００円の増額となっており

ます。 

 内訳としましては、項１・社会福祉費は、前

年度比５億２５３２万１０００円増の１０７億

２４７７万５０００円、次の項２・児童福祉費

は、前年度比４７８６万６０００円増の８７億

３８４６万３０００円、次の項３・生活保護費

は、前年度比１億２４７５万１０００円増の３

０億６７５９万４０００円、次の項４・災害救

助費は、前年度と同額の３２７万４０００円で

ございます。 

 続きまして、款４・衛生費では、前年度比３

９億４９６８万４０００円増の８３億４３１６

万２０００円を計上し、そのうち健康福祉部が

所管いたしますのは、項１・保健衛生費１７億

７９１３万１０００円の大部分の１６億９３２

５万８０００円で、前年度比１５２３万円の増

額でございます。 

 それでは、歳出の内容を御説明します。６６

ページをお願いいたします。 

 下段のほうになります。事業の主なものにつ

きまして御説明します。 

 款３・民生費、項１・社会福祉費、目１・社

会福祉総務費では、６１億９０８１万７０００

円を計上いたしております。前年度に比べ、４

億４６４９万９０００円の増額となっておりま

すが、特別会計への繰出金の増加などが主な要

因でございます。 

 説明欄の４つ目、民生委員・児童委員関係事

業２４８２万７０００円は、活動の経費とし

て、委員報償費１３９０万６０００円、委員協

議会への助成金８２８万２０００円が主なもの

です。 

 次の、後期高齢者医療広域連合負担金事業１

７億７０４６万７０００円は、７５歳以上の後

期高齢者等を対象とした医療保険を運営する熊

本県内の全市町村で構成される広域連合に対す

る負担金で、内訳は、広域連合の組織運営及び

医療制度の事務経費である共通経費に５５６１

万４０００円、医療保険の療養給付費に対する

経費に１７億１４８５万３０００円です。 

 次に、１つ飛びまして、生活困窮者自立支援

事業３２６１万４０００円は、生活保護に至る

前の生活困窮者に対し、包括的な支援を行うも

のです。生活困窮者から相談を受け、ニーズを

把握、支援計画の策定、関係機関との連絡調整

など、相談者に寄り添って支援を行うもので、

必須事業の自立相談支援事業委託料１４７２万

２０００円、任意事業の一時生活支援事業、家

計相談支援事業、子供の学習援助事業の負担金

１１４５万９０００円、就労準備支援事業５５

７万５０００円、就職活動を支えるため、家賃

費用を有期で支給する住宅確保給付金７９万２

０００円などです。 

 次の、介護基盤緊急整備特別対策事業１億１

６００万円は、第６期八代市高齢者福祉計画、

八代市介護保険事業計画に基づき、施設入所の

待機者解消を目的として、地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活介護施設を１施設、鏡・東

陽・泉地域の第一圏域に整備するための補助金

です。 

 次に、１つ飛びまして、国民健康保険特別会

計への繰出金１３億９７６２万円は、保険基盤
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安定制度にかかわる国保税軽減分、保険者支援

分や、職員給与費等事務費、国保財政安定化

分、出産育児一時金に対するものです。 

 後期高齢者医療特別会計への繰出金５億９１

８２万１０００円は、保険料軽減分や職員給与

費等、事務費に対するものです。 

 介護保険特別会計繰出金２１億５９４万１０

００円は、介護給付費や職員給与費等、事務費

などに対するものです。 

 なお、財源内訳の特定財源のうち、国県支出

金１２億３２５９万８０００円は、国民健康保

険特別会計及び後期高齢者医療特別会計への繰

出金の一部や、介護基盤緊急整備特別対策事業

等に対する国県支出金です。 

 続きまして、６７ページ、同項、目２・老人

福祉対策費では、３億１６６２万１０００円を

計上いたしております。 

 説明欄の４つ目、シルバー人材センター運営

費補助事業２１４３万円は、八代市シルバー人

材センターに対する本部・活動拠点運営費補助

金７０８万８０００円、育児支援等の業務を拡

大することにより、働く現役世代を下支えする

高齢者活用・現役世代雇用サポート事業補助金

９８０万円、地方公共団体や経済団体と連携

し、新たな就業機会を創造する地域就業機会創

出拡大事業４３５万２０００円などです。 

 ６つ飛びまして、住宅改造助成事業１６６万

８０００円は、介護保険の要支援または要介護

認定を受けた高齢者がいる世帯に対し、浴室、

トイレなどの住宅改造費を助成することによ

り、住宅での自立促進や寝たきり防止、介護者

の負担軽減を図るものです。 

 次の、老人福祉施設入所措置事業２億３４９

７万５０００円は、老人福祉法に基づき、保寿

寮やすずらんの杜など、養護老人ホームへの入

所者の措置委託料などです。 

 次の、緊急時医療情報カード事業４０万１０

００円は、７５歳以上のひとり暮らしの方に、

緊急連絡先やかかりつけ医、服用中の薬名など

を記載するマグネットつき情報カードを配布

し、冷蔵庫に張ってもらうことで、急病、事故

などを発見した場合の対応に必要な情報を得る

ことができるようにするものです。 

 なお、財源内訳の特定財源のうち、国県支出

金４９６万１０００円は、老人クラブ活動に対

する県支出金などで、また、その他２７４３万

円は、養護老人ホームの入所者負担金などで

す。 

 続きまして、６８ページをお願いします。 

 同項、目３・社会福祉対策費では、１億５５

５８万２０００円を計上いたしております。前

年度に比べ、１９３１万３０００円の減額とな

っておりますのは、地域福祉センター等の管理

運営事業費の減少などによるものです。 

 説明欄の４つ目からの坂本・鏡・泉地域福祉

センター及び柿迫いきがいセンターの管理運営

事業は、当該施設において福祉、介護等の各事

業を行っており、平成２７年度から平成２９年

度まで社会福祉協議会へ指定管理委託しており

ます。大きな修繕等がないことなどにより、管

理運営事業費が減額となっております。 

 １つ飛びまして、社会福祉団体育成事業１億

１５４５万７０００円は、地域福祉事業の推進

を図る社会福祉協議会に対する１７名分の人件

費補助金でございます。 

 財源内訳の特定財源のうち、その他５０４万

５０００円は、シルバーワークプラザ事務室実

費徴収金などです。 

 続きまして、６９ページをお願いします。 

 同項、目４・障害福祉対策費で、３７億６４

０５万７０００円を計上いたしております。前

年度に比べ８３８１万１０００円の増額となっ

ておりますが、障害福祉サービス給付事業費の

増加などによるものです。 

 説明欄の上から５つ目、更生医療給付事業２

億２４７万３０００円は、１８歳以上の身体障
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害者手帳を持っている方に、障害を軽くしたり

回復させるために、人工透析や心臓手術などの

医療の給付を行うもので、扶助費２億２２４万

１０００円などです。 

 次に、１つ飛びまして、重度心身障がい者医

療費助成事業２億７５０９万９０００円は、身

体障害者手帳の１、２級や療育手帳Ａ１、Ａ２

など、重度の心身障害者に医療費の一部を助成

するもので、扶助費２億７３１２万７０００円

などです。 

 次に、１つ飛びまして、特別障害者手当等給

付事業５７３１万３０００円は、身体または知

的、精神に著しく重度の障害があり、日常生活

に常に特別の介護を必要とする在宅の重度障害

者、障害児に対して手当を支給するもので、全

額扶助費です。 

 次に、１つ飛びまして、障がい福祉計画等策

定事業４７３万１０００円は、平成２９年度か

ら５年間に取り組む障害者施策の方向性と具体

的な取り組み内容を定める八代市障がい者計画

を、障害者を初めとした市民の意見を反映させ

るためのアンケート調査や、グループインタビ

ューなどを実施し策定するもので、障がい者計

画策定業務委託料４４５万円が主なものです。 

 次に、１つ飛びまして、育成医療給付事業４

３９万３０００円は、１８歳未満の身体に障害

のある児童に対し、障害を軽くしたり回復させ

るために、口蓋烈形成術や先天性心疾患手術な

どの必要な医療の給付を行うもので、その給付

費である扶助費４３７万１０００円などです。 

 次に、２つ飛びまして、八代圏域地域療育セ

ンター事業６２７万２０００円は、八代のぞみ

母子センターにおいて、在宅の障害児や保護者

等への療育相談、訪問及び外来療育指導、また

通所支援事業所や保育園などの施設に対する療

育指導を行うもので、２８年度から専門の療育

相談員を増員し、発達障害児の早期発見、早期

療育に努め、事業の充実を図ることとしており

ます。全額、八代市社会福祉事業団に対する委

託料です。 

 次に、１つ飛びまして、地域生活支援事業１

億２６２６万７０００円は、障害者や障害児が

自立した日常生活や社会生活を営むために必要

な事業を行うもので、障害者や障害児の保護者

からの相談に応じる相談支援事業委託料１７１

４万７０００円、創作活動等の機会を提供する

地域活動支援センター事業委託料３０２０万

円、ストマ等の日常生活用具給付費２８５４万

１０００円、訪問入浴サービス委託料８９８万

４０００円、また今回新規で計上しております

手話通訳コーディネーター経費５０万５０００

円などです。 

 次の、障害福祉サービス給付事業２４億８９

５７万円は、障害福祉サービスの給付を通じ、

障害者の日常生活や社会生活を総合的に支援す

るものです。障害程度が一定以上の方に、入浴

や排泄、食事等の介護や、創作活動等の機会を

提供する生活介護が７億９２１１万７０００

円、事業所が障害者と雇用関係を結び、最低賃

金を保障し、事業形態に応じた給付金が支払わ

れる就労継続支援Ａ型が３億６０９２万円、ま

た事業所が障害者と雇用関係を結ばない就労継

続支援Ｂ型が３億７５１万６０００円、グルー

プホームでの共同生活での日常生活上の援助を

する共同生活援助の２億６６２３万４０００円

などです。 

 次に、１つ飛びまして、障がい児通所支援事

業３億２８１３万２０００円は、就学前の障害

児を対象とした児童発達支援の１億２３４５万

５０００円、小・中・高校の障害児を対象とし

た放課後等デイサービスの１億８１６０万１０

００円などです。 

 財源内訳の特定財源のうち、国県支出金２５

億８８２４万２０００円は、障害福祉サービス

給付事業に対する国県支出金などで、また、そ

の他４２７万６０００円は、地域生活支援事業

http://kotobank.jp/word/%E9%9B%87%E7%94%A8
http://kotobank.jp/word/%E9%9B%87%E7%94%A8
http://kotobank.jp/word/%E5%BD%A2%E6%85%8B
http://kotobank.jp/word/%E9%9B%87%E7%94%A8
http://kotobank.jp/word/%E9%9B%87%E7%94%A8
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に対する氷川町の負担金などです。 

 続きまして、７０ページをお願いします。 

 同項、目５・国民年金費で４１２４万４００

０円を計上いたしております。 

 年金事務事業２８１万８０００円は、国民年

金制度改正に基づく電子媒体化に伴うシステム

改修委託料２１１万５０００円が主なもので

す。 

 なお、財源内訳の特定財源のうち、国県支出

金２８６１万８０００円は、年金事務にかかわ

る国庫支出金です。 

 同項、目６・臨時福祉給付金給付事業費に２

億５６４５万４０００円を計上いたしておりま

す。平成２６年４月から消費税率が８％へ引き

上げられたことから、所得の低い方への負担の

影響に鑑み、平成２６年度から引き続き臨時福

祉給付金を支給するとされております。 

 平成２８年は、低所得の高齢者向け給付金、

低所得の障害・遺族基礎年金受給者向けの給付

金、２８年度簡素な給付措置の３つの給付金を

支給することとされておりますが、３月補正で

御審議いただいた低所得の高齢者向け給付金を

除き、本予算では住民税非課税の障害及び遺族

基礎年金受給者等、約４０００人に３万円を支

給する低所得の障害・遺族基礎年金受給者向け

の給付金及び住民税非課税者など約３万５００

０人に３０００円を給付する２８年度の簡素な

給付措置の２つの給付金事業を当初予算に計上

しております。 

 その内訳としまして、臨時職員の賃金及び社

会保険料４１２万６０００円、申請書及び決定

通知書の郵便料１０３０万円、口座振込手数料

３８３万６０００円、システムデータ改修費用

１１９万９０００円、申請書データ入力パンチ

ャー委託料３８９万９０００円、低所得の障

害・遺族基礎年金受給者向けの給付金１憶２０

００万円及び２８年度簡素な給付措置１億５０

０万円などが主なものです。 

 なお、特定財源として、１０分の１０の国庫

支出金を予定しております。 

 続きまして、７１ページをお願いします。 

 款３・民生費、項２・児童福祉費、目１・児

童福祉総務費で４億１０３４万８０００円を計

上いたしております。 

 説明欄の６つ目、ひとり親家庭等医療費助成

事業２９９４万８０００円は、母子家庭の母及

びその児童、父子家庭の父及びその児童等に対

し、医療費の一部を助成するものです。 

 １つ飛びまして、こどもプラザ事業１３０９

万１０００円は、主に乳幼児を持つ子育て中の

親子が気軽に集い、相互に交流を図る常設の場

としてマックスバリュ八代店２階にすくすく

を、またイオン八代２階にわくわくを開設し、

子育て親子の交流の促進と、子育て等に関する

相談、講習会などを実施しております。 

 ３つ飛びまして、放課後児童健全育成事業１

億４３３３万７０００円は、昼間仕事などで保

護者がいない家庭の小学生の安全安心な居場所

の確保と、健全育成活動を行うものです。平成

２８年度は、これまでの２６クラブのほかに、

放課後児童クラブがなかった東陽小学校区に新

たに開設することとしております。 

 次に、１つ飛びまして、病児・病後児保育事

業２５７０万１０００円は、病中または病後の

児童の一時預かりを行うもので、全額市内３カ

所の事業所に対する委託料です。 

 次に、５つ飛びまして、子育て相談事業２０

２万５０００円は、こどもプラザわくわく内に

併設した窓口において、子育て中の親子や妊娠

中の方が、幼稚園や保育園、子育て支援事業な

どをスムーズに利用できるように、子育て相談

専門員が相談を受け、情報の提供やアドバイス

を行うもので、子育て相談事業委託料２０１万

１０００円などです。 

 次の、放課後児童環境整備事業４９２万５０

００円は、先ほど申しましたが、平成２８年度
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に新たに設置する東陽小学校区の放課後児童ク

ラブが、小学校の音楽室を放課後に利用し活動

を行うため、必要な整備を行うもので、エアコ

ンの整備２３０万円が主なものです。 

 財源内訳の特定財源のうち、国県支出金１億

６５７４万８０００円は、放課後児童健全育成

事業に対する国県支出金などです。 

 ７２ページをお願いします。 

 同項、目２・児童措置費で２７億８５８０万

５０００円を計上いたしております。前年度に

比べ１６３６万７０００円の減ですが、少子化

に伴う児童手当の対象者数の減少見込みによる

ものです。 

 説明欄の１つ目、児童手当事業は２０億２９

２６万円です。児童手当の内容を簡単に申し上

げますと、０歳から３歳未満の児童に月額１万

５０００円、３歳から小学生までの児童で第１

子、第２子は月額１万円、第３子以降は月額１

万５０００円、そして、中学生は月額１万円で

す。ただし、所得制限を超える場合は、一律月

額５０００円の支給です。 

 次の、児童扶養手当事業７億５６５４万５０

００円は、父母の離婚などにより、父または母

と生計を同じくしていない児童を監護または養

育する者に対して支給されるもので、全額支給

の場合、月額４万２０００円ですが、所得によ

る減額があります。 

 なお、財源内訳の特定財源のうち、国県支出

金１９億７５３８万４０００円は、児童手当事

業に対する国県支出金などです。 

 続きまして、同項、目３・保育所費で５５億

４２３１万円を計上いたしております。 

 説明欄の３つ目、私立特別保育事業３７１１

万８０００円は、私立の保育園で実施される延

長保育に対する補助金です。 

 次に、２つ飛びまして、公立保育所運営事業

２億８２９４万８０００円は、職員給与費を除

く公立保育園１１園の運営経費で、嘱託医報酬

２１４万５０００円、臨時保育士等の賃金１億

２８９１万７０００円、給食材料費である賄い

材料費５７７１万３０００円、７園の給食業務

委託料２７２２万１０００円などです。 

 次の、私立保育所保育委託事業４４億５６４

４万８０００円は、私立保育所４５園への保育

委託料４４億５３７６万６０００円と、私立保

育所に対する園児１人当たり７２０円の保育料

収納事務委託料２６８万２０００円です。 

 次に、３つ飛びまして、障がい児保育事業８

５２２万７０００円ですが、私立保育所におい

て障害を持つ児童を受け入れるに当たり、保育

士の増員や、その安全性が確保されるよう、設

備等を整備するために保育所に対して補助を行

うものです。 

 次の、施設型給付事業４８２５万６０００円

は、幼稚園と保育所の機能をあわせ持つ認定こ

ども園１園に対する給付費です。 

 次の、地域型保育給付事業５６７１万３００

０円は、小規模保育事業所や事業所内保育事業

所３園への給付費です。 

 次の、保育所等合同研修事業１００万円は、

園単独では実施が困難な研修会を八代市保育園

連盟に委託して、市内保育園・認定こども園・

地域型保育事業所合同で実施するものです。 

 次の、実費徴収額補足給付事業５２万８００

０円は、保育園や認定こども園において、市の

定める保育料とは別に、各施設事業者が実費徴

収できる費用について生活保護世帯を対象にそ

の費用の一部を補助するものです。 

 なお、財源内訳の特定財源のうち、国県支出

金２５億９４６３万１０００円は、私立保育所

保育委託事業に対する国県支出金などで、ま

た、そのほか７億４５２２万６０００円は、保

育所保育料などです。 

 続きまして、７３ページをお願いします。 

 款３・民生費、項３・生活保護費、目１・生

活保護総務費で２億３４万３０００円を計上い
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たしております。 

 説明欄の２つ目ですが、生活保護事業３２０

３万円は、生活保護事業の適正実施のために必

要な事務や調査及び職員研修等です。 

 なお、２８年度より就労意欲や生活習慣に課

題がある生活保護受給者に対し、就労に向けた

支援などを行う就労準備支援事業を新たに行う

こととしており、委託料６４３万円を計上して

います。 

 なお、財源内訳の特定財源のうち、国県支出

金９６２万１０００円は、生活保護適正実施推

進事業等にかかわる国庫支出金です。 

 続きまして、同項、目２・扶助費で２８億６

７２５万１０００円を計上いたしております。

前年度に比べ１億５８７万２０００円の増額と

なっておりますが、生活保護受給者数の増加に

よるものです。 

 説明欄の生活保護費給付事業ですが、内容

は、生活扶助や医療扶助を初め、８種類の扶助

費を支給することにより必要な保護を行い、そ

の最低限度の生活を保障するとともに自立を助

長することを目的とするものでございます。 

 それぞれの扶助費ごとの内訳では、最も多い

医療扶助が１６億４５９９万６０００円、生活

扶助費が７億３８２０万円、住宅扶助費が２億

８５５８万１０００円、介護扶助費が８４２１

万７０００円、教育扶助費が９３６万８０００

円、生業扶助費が６５７万９０００円、葬祭扶

助費５２９万円、出産扶助費１４０万９０００

円です。 

 財源内訳の特定財源のうち、国県支出金２１

億４８９３万８０００円は、生活保護扶助費に

かかわる国庫支出金などで、また、そのほか２

４２５万５０００円は、生活保護費の返還金な

どです。 

 続きまして、款３・民生費、項４・災害救助

費、目１・災害救助費で３２７万４０００円を

計上いたしております。これは、東日本大震災

関連経費で、説明欄にありますとおり、宮城県

石巻市への職員の長期派遣に伴う職員手当１５

０万円と、派遣のための旅費１６２万４０００

円などです。派遣予定の人数は２名です。 

 なお、財源内訳の特定財源のうちのその他１

４３万６０００円は、石巻市からの災害派遣人

件費負担金です。 

 続きまして、７４ページをお願いします。 

 款４・衛生費、項１・保健衛生費、目１・保

健衛生総務費で１３億４９１０万１０００円を

計上いたしております。前年度に比べ２７３０

万５０００円の増額となっておりますが、これ

は、こども医療費助成事業の対象年齢を小学６

年生までから中学３年生まで拡大することによ

るものなどです。 

 説明欄の２つ目、不妊治療助成事業３２７万

６０００円は、体外受精または顕微鏡受精によ

る不妊治療を受ける夫婦に対し、不妊治療費助

成金を給付することにより、経済的負担の軽減

を図り、安心して子供を産み育てる環境づくり

を推進するものです。 

 次の、妊産婦健康支援事業９３０５万５００

０円は、安心して出産、育児ができるよう、妊

娠中の健康管理や親となるための知識や技術を

習得するため、母子保健手帳の交付や妊婦健康

診査、保健指導などを行うもので、最大１４回

の妊婦健康診査の熊本県医師会への委託料９１

４８万２０００円が主なものです。 

 次の、養育医療給付事業１２７９万３０００

円は、母子保健法に基づき、身体の発達が未熟

なまま生まれた子供が、指定医療機関において

入院治療を受ける場合に、保険診療による入院

医療費の自己負担分を助成するものです。 

 次の、乳幼児健康支援事業１９４３万円は、

母子の健康の保持増進を目的に、生後４カ月ま

での全戸訪問事業、４カ月児、７カ月児、１歳

６カ月児、３歳児のそれぞれの健診、発達相談

などを行っており、八代市、郡医師会への委託
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料が主なものです。 

 次の、こども医療費助成事業４億２０７４万

５０００円は、平成２７年度までの対象年齢ゼ

ロ歳から小学校６年生までに加え、平成２８年

４月診療分から、対象年齢を中学３年生まで拡

大し、入院・通院にかかわる医療費を助成する

ものです。 

 次に、１つ飛びまして、肝炎ウイルス検診事

業２３０万５０００円は、肝炎ウイルス感染の

早期発見・早期治療を目的に、４０歳の方に肝

炎ウイルス検査を行うとともに、感染者及び感

染の疑いのある者に対し重症化予防のためにフ

ォローアップを行うものですが、今年度までは

４０歳から７０歳までの５歳刻みの節目年齢の

方を対象にしていましたが、５年を経過したこ

とにより４０歳の方のみを対象とすることか

ら、大幅に減額となっています。検診委託料１

８５万１０００円が主なものです。 

 ６つ飛びまして、健康増進事業１億５２７万

４０００円は、胃がん、肺がん、乳がん、子宮

がん、大腸がん、前立腺がん検診、腹部超音波

検診、ヤング健診等を実施しておりますが、と

りわけ近年がん発生率が高くなっている大腸が

んの検診を医療機関検診に新たに追加するとと

もに、国のがん検診に関する指針の改正に伴

い、集団検診の乳がん検診については視触診を

廃止し、自己負担額を軽減しております。胃が

ん、腹部超音波、大腸がん、乳がん等各種検診

委託料に７３８２万７０００円が主なもので

す。 

 また、そのほかに健康管理システム更新にか

かわるリース料１４３万９０００円を計上して

おりますが、これは平成３３年度までで総額１

７２６万６０００円となりますので、債務負担

行為限度額１５８２万７０００円を設定してお

ります。 

 次に、１つ飛びまして、フッ化物洗口事業３

７３万２０００円は、昨年度から開始したもの

で子供の虫歯の状態を改善し、生活の質の向上

を図るため、県全体の取り組みとして、保育

園、幼稚園も対象に加え実施しており、フッ化

物洗口液を用いて、１分間ぷくぷくうがい等を

行い、歯のエナメル質を強化し、虫歯の予防を

するものです。 

 次に、地域医療支援事業６５万円は、へき地

等地域医療に従事する総合診療専門医の養成を

行う拠点である熊本大学の地域医療・総合診療

実践学寄付講座に、県や県下市町村と共同で資

金提供を行うもので、全額負担金です。今年度

まで市立病院の予算で計上していたものです。 

 次に、２つ飛びまして、簡易水道特別会計へ

の繰出金１億３６６６万５０００円は、八代・

坂本・東陽・泉地区の簡易水道施設の運営にか

かわる分を繰り出すものです。 

 次の、診療所特別会計への繰出金３１６４万

２０００円は、椎原・下岳・泉歯科診療所の運

営にかかわる分を繰り出すものです。 

 続きまして、７５ページをお願いします。 

 次の、水道事業会計への繰出金１２２０万５

０００円は、企業債償還金の一部を繰り出すも

のです。 

 次の、病院事業会計への繰出金１億６５１８

万９０００円は、結核病床分の補塡や企業債償

還金などに対し繰り出すものです。 

 なお、財源内訳の特定財源のうち、国県支出

金６８５４万円は、こども医療費助成事業や健

康増進事業に対する県支出金などで、また、そ

の他２２８４万１０００円は、千丁地域福祉保

健センター使用料などです。 

 同項、目２・予防費では３億４４１５万７０

００円を計上いたしております。 

 説明欄の各種予防接種事業は３億３６８０万

４０００円です。予防接種は、病気の発生及び

集団での蔓延を防止するため、接種対象者等に

接種の努力義務が課せられる四種混合、麻しん

風しん混合、日本脳炎、ポリオ、子宮頸がんワ



 

－22－ 

クチン、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチ

ン等のＡ類疾病予防接種と、個人の病気の発

病、重症化を防止する６５歳以上の高齢者に対

するインフルエンザ及び高齢者肺炎球菌などの

Ｂ類疾病予防接種があります。八代市、郡医師

会への委託料が主なものです。 

 特定財源として、妊娠希望者への風疹予防接

種に対する県補助金３２万４０００円がありま

す。 

 以上で、健康福祉部所管の民生費、衛生費の

説明を終わります。御審議のほどよろしくお願

いいたします。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。済いません、まことに申し上げござい

ません。うっかりしておりまして、冒頭私から

申し上げなければならない今回の当初予算につ

いての概要、要点についてですね、漏らしてお

りますので、後先になりましたけれども、今か

ら申し上げてよろしいでしょうか。 

○委員長（友枝和明君） はい。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 では、座って説明させていただきます。 

 ただいま小藪次長のほうからですね、詳細に

つきまして説明いたしましたが、私のほうから

簡単に要点を説明させていただきます。 

 まず、一般会計歳出全体予算６０４億３００

０万円のうち、民生費が２２５億３４１０万円

となり、その割合は３７.２９％を占め、平成

２７年度当初予算よりも増減にして３.２ポイ

ント、６億９７９３万円の伸びとなっておりま

す。 

 これは前年度予算と同じような伸びとなって

おりますが、この要因といたしましては、国民

健康保険や後期高齢者医療、介護保険のそれぞ

れの特別会計への法定内の繰出金、またサービ

ス利用者の増に伴う障害福祉サービス費や生活

保護受給者の増に伴う生活保護扶助費、さらに

は保育所費などの社会保障費が右肩上がりで伸

びていることであります。 

 そのような中、国が前年度に引き続き、消費

税の引き上げの影響に伴う低所得者に対して実

施する臨時福祉給付金につきまして、２８年度

はまず６５歳以上の低所得の高齢者に一律３万

円の支給、これは先ほど御審議いただきました

３月補正予算で計上いたしており、議決いただ

きましたならば、新年度早々に申請、支給を予

定しております。そして、低所得の障害年金や

遺族年金受給者への一律３万円の支給は今回の

予算でお願いし、９月からの申請、支給を予定

いたしております。それ以外の低所得者に対し

ては、一律３０００円の支給で同じく９月から

の予定で予算をお願いしております。 

 次に、第６期介護保険事業計画の２８年度で

予定しております地域密着型の小規模特別養護

老人ホーム１カ所の整備に対しての補助金、介

護基盤緊急特別対策事業の予算もお願いしてお

ります。 

 その他、市長八策にも掲げております障害児

の療育につきまして、八代市のぞみ母子センタ

ーに設置しております八代圏域地域療育センタ

ーの専門スタッフの充実を図り、児童の発達を

促すとともに、保護者の相談支援に取り組む予

定としております。 

 一方、子育て世帯の経済的負担の軽減策とし

て、今年度から実施いたしました第３子保育料

の無料化につきましても、継続して実施する予

定でございますが、国におきましては、幼児教

育無償化として先ほどお話がありましたよう

に、低所得の多子世帯やひとり親世帯における

幼稚園や保育園の保育料軽減措置が、新年度よ

り施行される予定でございます。 

 また、先日の新聞でも、生活保護受給世帯が

全国で過去最多を更新したと報道されておりま
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したが、そのような中、新年度からは受給者の

うち、勤労意欲が低い方や基本的な生活習慣に

問題のある方に対し、日常生活習慣の形成や社

会的能力の確立、就労に向けた知識の習得を促

す就労準備支援事業を実施する予定でございま

す。 

 このように、少子高齢化や経済的な社会背景

あるいは国の政策に伴い、民生費が右肩上がり

に伸びていく中で、引き続き国の施策等にアン

テナを張り、情報収集に努めるとともに、少子

化が進行する中、子育て支援についてさまざま

な施策を推進してまいります。 

 次に、健康福祉部が所管いたします衛生費に

つきましては１６億９３２５万円となり、２７

年度当初予算より増減にして０.９ポイントの

伸びとなっております。その主な要因としまし

ては、子育て世帯の経済的負担軽減策として、

市長八策の実現に向けて、こども医療費助成の

対象を中学校３年生まで拡大する経費や、及び

簡易水道や診療所特別会計等への法定内の繰出

金等の増額でございます。 

 一方、死亡原因の第１位に挙げられるがんの

検診の一つの大腸がん検診では、新たに医療機

関検診を追加して受診率の向上に努めるととも

に、若い時からの生活習慣病予防のために実施

している４０歳未満のヤング健診を拡大する予

定でございます。 

 その他、不妊治療助成や乳幼児健康支援事業

等についても引き続き充実してまいります。 

 市民の健康づくりを推進するためには、市民

の皆様が自分の健康は自分でつくり守るという

意識を持ち、実践していただくことが、医療費

の抑制、ひいては健康なまちづくりを推進でき

るものだと考えております。 

 そのようなことから、今年度新たに保健師１

名、管理栄養士１名を採用して、スタッフも充

実し、市民の皆様の健康づくりの支援をしてい

るところでございます。 

 どうぞよろしく御審議お願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 小会します。 

（午前１１時４５分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午前１１時４６分 本会） 

○委員長（友枝和明君） 本会に戻します。 

 午前中の審議はここまでとし、休憩いたしま

す。午後は１時から再開いたします。 

（午前１１時４６分 休憩） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後１時００分 開議） 

○委員長（友枝和明君） それでは、休憩前に

引き続き、文教福祉委員会を再開いたします。 

 それでは、午前中説明のありました歳出の第

３款・民生費及び第４款・衛生費について質疑

を行います。 

○委員（前垣信三君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） 済いません、ちょっと

細かいことからよろしいでしょうか。 

 ６７ページの住宅改造助成事業１６６万８０

００円。これは前年度といいますか、そのあた

りの実績から踏まえられた数字だと思うとです

が、前年度の傾向としてはどんなもんなんです

かね。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 吉田長寿支援課副主

幹兼地域支援係長。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） 地域支援係の吉田と申します。 

 実績につきましては、近年では大体３件程度

で推移しておりまして、助成額のほうは約１０

０万前後というとこになっております。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 はい、ほかにありませんか。 

○委員（田方芳信君） １点よかですか。 

○委員長（友枝和明君） はい、田方委員。 
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○委員（田方芳信君） ７４ページの不妊治療

助成事業で、これは大体年間何名ぐらいおられ

ますか、今現在。 

○理事兼健康推進課長（蒲生尚子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 蒲生理事兼健康推進

課長。 

○理事兼健康推進課長（蒲生尚子君） はい。

健康推進課、蒲生です。よろしくお願いいたし

ます。 

 この事業が２４年度から実施しておりまし

て、２４年度が４５件の申請件数があっており

ます。そのうち、妊娠届け出をなさいました方

が７人、平成２５年度が６９件の申請件数で１

４名の方が届け出をされております。それと、

２６年度が８４件中１９名の方が妊娠届け出を

なさっていらっしゃいます。２７年度１月末現

在では、申請件数のみですけど５８件となって

おります。 

 以上です。（委員田方芳信君「はい、ありが

とうございました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 はい、ほかにありませんか。 

○委員（前垣信三君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） 済いません、私のほう

がしっかり聞いてなかったような気がするんで

すが、６８ページの社会福祉団体育成事業、こ

の中身をもう一遍説明していただいてよろしい

ですか。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 社会福祉団体育成事業１億１５４５万７００

０円ですかね。（委員前垣信三君「はい」と呼

ぶ） 

 社会福祉協議会に対するこれは補助金という

ことで、人件費に対する補助金でございます。 

○委員（前垣信三君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） 社会福祉協議会とおっ

しゃるのは。ああ、そうか社会福祉協議会です

ね。（健康福祉部長兼福祉事務所長上田淑哉君

「はい」と呼ぶ） 

 わかりました。いいです。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） 関連ですが、社会福祉

協議会に今、人件費としてるのは、１００％で

すかね。１００％分、全部ですか。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君） 

 はい、おっしゃるとおりです。１００％、１

７名分の１００％の人件費補助です。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） これたしか２７年度か

らですね、１００％になったのは。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君） 

 ２７年度からですね、はい。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） ほかのによろしいです

か。２点ほど。 

 まず、緊急時医療情報カード事業ということ

で、７５歳以上に、以前やっぱり一般質問であ

っておった部分と思いますが、この額で全対象

者に配付されるんですか。４０万１０００円で

足りるのかなって、その辺をちょっと疑問に思

ったもんですから。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 吉田長寿支援課副主

幹兼地域支援係長。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） はい、こちらにつきましては、当初に対
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象者となられる方に配っておりまして、いま現

在この予算化しておりますのは新規の方の分と

いうことになります。 

○委員（橋本幸一君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） じゃあ、新たに７５歳

になられた部分と理解してよろしいんですか。

それと、何人分でしょうか。今、合わせて。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（小藪 正

君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 小藪健康福祉部次

長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（小藪 正

君） たしか１５００人分だったと思います。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。この件については、既に４８００人分

ほどの、もう既に配付をいたしております。で

すから、先ほど申し上げましたように新規分と

いうことで予定しております。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） はい、わかりました。 

 次に、シルバー人材センター運営費補助事業

の中で、先ほど説明の中で新規の地域就業機会

創出ということで拡大事業ということで、何か

市内の事業者と一緒にどうこうというような話

があったんですけれども、具体的にそれもうち

ょっと説明、内容をよろしくお願いします。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 吉田長寿支援課副主

幹兼地域支援係長。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） はい、こちらにつきましては、これまで

の企画提案方式の４事業のほうがなくなってお

りまして、平成２８年度からは地域就業機会創

出拡大事業としまして、名称のほうをワンコイ

ン空き家管理フルチョイスサービスという取り

組む予定とされております。 

 事業の内容でございますが、現地巡回と報

告、巡回情報の管理と提供、また専門業者の紹

介などを予定されております。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） ワンコインで巡回され

るということと理解してよろしいんですね。 

○委員長（友枝和明君） 吉田長寿支援課副主

幹兼地域支援係長。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） はい、１件当たりの契約を結ばれまし

て、その部分で行われるということになってお

ります。 

○委員（橋本幸一君） はい、わかりました。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） それともう一つ。 

 企業会計の繰出金事業ということで、病院事

業に出されていますが、これたしか特会のほう

でも出とるみたいで、これ何か決まり事といい

ますか、国保特別会計にもたしか出とるんです

よね。どういう分け方で、この辺の繰り出しを

してる。繰り出しは、特会から出とりゃせぬで

すかね。 

○委員長（友枝和明君） 山田健康福祉部次長

兼福祉事務所次長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（山田 忍

君） はい、健康福祉部の山田です。 

 一般会計のほうから出てますのは、病院のほ

うですね、結核病床分の補塡ですとか、一部で

すね、児童手当関係、それから企業債の償還

金、そういったものを出しております。それか

ら、国民健康保険のほうでは、同じくそちらの

ほうの保険事業関係を出している、を持ってい

ます。 
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 以上です。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） じゃあ、国保の保険事

業関係って具体的に言えばどういうのがあるん

ですか。 

○委員長（友枝和明君） 小川国保ねんきん課

長。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） はい。国

保ねんきん課、小川でございます。 

 市町村が国保を運営するために必要とする経

費について財政状況、その他の事情を勘案し

て、国民健康保険法第７２条の３の規定に基づ

き、政令の定める算定額を一般会計から国保特

別会計へ繰り入れることが定められておりまし

て、総務省の基準では４点ございます。１に、

国民健康保険事務費に係る繰り入れ。２、出産

育児一時金に係る繰り入れ。３、国保財政安定

化支援事業に係る繰り入れ。４、保険基盤安定

制度に係る繰り入れの４点を定めておりまし

て、一般会計から国保特会への繰り入れは、こ

のルールにのっとり行われることとなっており

ます。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） はい、結構です。 

○委員長（友枝和明君） ほかに。 

 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。まずですね、

６６ページなんですが、先ほどの一番最初の説

明で、民生費、社会福祉総務費の４億の増加と

いうのは、特別会計の繰り出しの分の増加だと

いう説明だったと思うのですが、具体的にこ

こ、特別会計の繰り出し３件あるんですけれど

も、どの部分が増加をしたのかっていうのを説

明いただいていいですか。 

○委員長（友枝和明君） 小藪健康福祉部次

長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（小藪 正

君） はい、小藪です。 

 特別会計繰出金国保負担分が１３億１７１９

万３０００円が１３億９７６２万円、後期高齢

の部分が５億７１４５万５０００円が５億９１

８２万１０００円、介護の部分が２０億８１２

７万円が２１億５９４万１０００円と、３つで

１億９８６０万７０００円出ております。 

○委員（幸村香代子君） いいですか。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） じゃあ、さっきこの

増加分については特別会計の繰り出し分が増加

したためにふえたんだという説明だったんです

が、そうではないということですよね。 

○委員長（友枝和明君） 小藪健康福祉部次

長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（小藪 正

君） はい、半分を占める主なものが繰出金の

増加であったということです。（委員幸村香代

子君「半分ですね」と呼ぶ）はい。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。それとです

ね、生活困窮者自立支援事業なんですけれど

も、これ生活保護、昨年度からだったですか

ね、新たな事業として自立支援事業始まったん

ですけれども、生活保護に入る前にという、救

済措置をとっていくというふうなことだったん

ですが、この効果というのはどんなだったでし

ょうか。 

○委員長（友枝和明君） 中田生活援護課長。 

○生活援護課長（中田利一郎君） はい。中田

です。 

 生活困窮者自立支援事業につきましては、昨

年４月から始めておりますが、昨年度ですね、

相談件数、これは２月までの相談件数が１４６

件ございました。そのうちにですね、生活保護

につながったのが２１件でございます。で、そ

のほかの相談者の方はそれぞれほかの事業をで

すね利用されて、今現在はまだ生活保護に至っ
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ていないということで、一定の効果が上がって

いるというふうに考えております。 

 以上です。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） であればですよ、非

常に先ほどの生活保護受給者というのが、やっ

ぱり右肩上がりに上がっていくという中で、こ

のあたりの需要にやっぱりこう力を入れていく

ことが先ほどの件数から見ても非常に効果が得

られるということだと思うんですよね。で、予

算も含めて、このあたりを来年度強化していこ

うとかっていうふうな方針はありますか。 

○委員長（友枝和明君） 中田生活援護課長。 

○生活援護課長（中田利一郎君） はい。来年

度につきましては、現在、県と共同で事業を行

っている２事業がございますが、その中で生活

困窮者就労準備支援事業というのがございま

す。これは先ほどの議会の一般質問がございま

したが、これにあわせて、今現在これは生活困

窮者だけが対象となっておりますので、被保護

者の方も就労準備支援事業が必要ということで

ですね、あわせて実施するところで、これまで

県と共同で行っておりました生活困窮者就労準

備支援事業については、被保護者就労準備支援

事業とあわせて委託するような形で、市のほう

で単独で実施を行いたいというふうに考えてお

ります。 

 以上です。（委員幸村香代子君「はい、あり

がとうございます」と呼ぶ） 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 済いません、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 今の件に関連してなんですけれども、生活保

護受給世帯が非常にふえてきている、右肩上が

りにふえてきているということですけれども、

１つは先ほどから話があっているように、高齢

化の進行ですね。特に、ひとり暮らしのお年寄

りというのが非常にふえてきていると。そうい

った方々が、国民年金だけでは当然生活できな

いということで、例えばその有料老人ホームと

か、施設のほうに入居されるとかいった場合

に、年金だけでは賄い切れないということで、

そういったケースで生活保護に陥るという、生

活保護の受給になるという世帯もあります。 

 ですから、この就労準備支援をしたから、事

業をしたからすぐ世帯が例えば減るとか、なか

なかそこは難しい部分があります。ですから、

一応、稼働年齢層に関してはこういった就労準

備の支援という、こういった事業もですね、実

施しながら、稼働の支援をしていくという形で

考えております。ですから、これをしたから受

給世帯が減るだろうとかいうこととは、直接的

にはなかなか結びつかない部分があるかと思い

ます。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい、わかりまし

た。 

 多分、生活保護を受けていらっしゃる構造上

の問題というのがやっぱあるんだろうなと、今

のですね、御説明を聞いて理解をしたところで

す。 

 であればですね、今回生活保護事業の中で、

新規の就労準備支援事業委託というのがあるん

ですけれども、これに関する委託というのは、

具体的にどこにどんなふうに委託をされるんで

しょうか。 

○生活援護課長（中田利一郎君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 中田生活援護課長。 

○生活援護課長（中田利一郎君） はい。委託

につきましては、今回の３月議会で予算が決定

された後にですね、公募をする予定でございま

す。で、公募をする、この事業は国の要綱等、

要領等がございまして、社会福祉法人とか一般
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社団法人、一般財団法人または特定非営利活動

法人その他都道府県が適当と認める民間団体等

となっておりますので、公募をしまして事業の

内容等、それに必要な職員の数とか、そういっ

たものについて公募をいたしまして、で、決定

をしていく予定としております。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 ほかにありませんか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 済みません、何かあ

れなので。どこだったかな。私立保育所、７２

ページですね。 

 これから先っていったときに、少子化に向か

っていくというのがですね、１つ心配するとこ

ろでもあるんですけれども、子供たちの数が減

っていくというふうなことの中で、私の知る限

り、もう十何年この私立保育所の数というのは

４５園から減ってはいないというふうだという

ふうに理解してるんです。公立保育所の数も含

めてですね、これから先の私立なのでどうかと

いうことはあるんですけれども、これから先の

見通しとかっていうのについては、どんなふう

に担当課のところではお考えですか。 

○委員長（友枝和明君） 白川こども未来課

長。 

○こども未来課長（白川健次君） はい、こど

も未来課の白川でございます。よろしくお願い

します。 

 委員御質問のとおり、少子化が進んでおりま

す中で、共働き世帯がふえているような状況が

ございますので、実際保育園を必要とされるお

子さんというのは、今のところは少しずつでは

ありますが、ふえているような状況ではありま

す。 

 そういう中で、今現在は保育園の数というの

は変わらない中でも、定員をですね、引き上げ

る方向で見直していただくような形で、今は対

応していただいているというような状況でござ

います。 

 今後確かに長い目で見ればですね、さらに少

子化が進むというところで、保育園を利用され

るお子さんが減ってくるということは十分考え

られるかと思いますので、そういう中では、ま

ずは定員の見直し等を行いながら、例えば国も

進めております認定こども園、そういったもの

への移行というのも含めてですね、市全体の中

で検討していかなければならないというふうに

思っております。 

 以上です。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 委員長、いいですか。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君） 

 補足ですけど、私立保育園については今申し

上げたとおりですけれども、ただ公立保育所に

関しましてはですね、今、市としても民営化、

あるいはその統廃合という形で進めております

ので、特に山間地の保育の定員数、非常に減っ

てきております。そういった中で公立保育所の

あり方としては、民営化、あるいはその後統廃

合というのも、行財政改革の一環として進めて

いかなくてはいけないとは考えております。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（太田広則君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） はい。７０ページので

すね、年金事務事業、午前中のシステム改修の

話とちょっと関連してるんですが、電子媒体化

に伴うシステム改修委託で、午前中と同じよう

な質問で、こっちは国庫支出金が１００％、１

０分の１０ですよね。今まで電子媒体化されて

なかったんですかね。ちょっと具体的にどんな

システム改修になって、なぜ国が１００％なの

か。 
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○委員長（友枝和明君） 中村国保ねんきん課

副主幹兼年金係長。 

○国保ねんきん課副主幹兼年金係長（中村秀喜

君） はい。国保ねんきん課年金係長の中村で

ございます。お世話になります。（｢もうちょ

っと前へ」と呼ぶ者あり）失礼しました。 

 ２８年度国民年金関係の予算で計上させてい

ただいております国民年金システム改修委託料

でございますが、現状につきましては、電子媒

体化による処理を一部行っておるところでござ

います。 

 具体的に申し上げますと、国民年金資格適用

関係６届け書、これらの資格の取得ですとか、

資格の喪失、死亡等の処理になりますけれど

も、これらの電子媒体化につきましては、平成

２７年１２月から実施をいたしておるところで

ございます。 

 ２８年度につきましては、この内容を拡充い

たしまして、適用関係６届け書に加えまして、

賦課年金、任意加入関係の９届け書もあわせて

電子媒体化を行うためのシステム改修でござい

ます。 

 以上です。 

○委員（太田広則君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） はい。やっぱりこれは

あれですか。午前中の秋田さんの答弁と一緒

で、このシステムはもう国のセキュリティーの

中にあるから、独自では、自分とこで、例えば

自分たちでは改修できない、どうしても委託を

しなきゃいけないシステムであるというふうに

踏んでよろしいんでしょうか。 

○委員長（友枝和明君） 中村国保ねんきん課

副主幹兼年金係長。 

○国保ねんきん課副主幹兼年金係長（中村秀喜

君） はい。お答えいたします。 

 このシステム改修委託につきましては、国の

ほうから所定の仕様書が提示されておりまし

て、その仕様書に基づきまして現在システムの

委託をしております業者のほうに委託、システ

ム改修の委託をお願いしておるところでござい

ます。内容的には市独自、市町村独自でのその

システム改修ということは、そういった国の統

一仕様書がございますもんですから、それに基

づいた改修ということで、内容的にはもう全国

統一の改修の内容になってるところでございま

す。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） 各自治体では、庁内

で、例えば自分とこでやってるとかっていうと

は、逆に言ったらないんでしょうか。それはし

ちゃいけないということになってるんでしょう

か。どうなんでしょう。 

○委員長（友枝和明君） 中村国保ねんきん課

副主幹兼年金係長。 

○国保ねんきん課副主幹兼年金係長（中村秀喜

君） はい。今回のシステム改修につきまして

は、国の国民年金等事務費交付金での１０分の

１０での予算措置がされております。そういう

ことで、内容的にはもう全国統一の様式システ

ムの仕様書の内容で改修を委託することが妥当

であるというふうに考えております。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 先ほども補正でもあ

ったんですけども、臨時福祉給付金の給付事業

なんですが、これは申請ですよね。それぞれに

対象者があるんですが、その対象者の方たちが

申請をしなければいけないんでしょう。 

○委員長（友枝和明君） 柿本健康福祉審議員

兼臨時福祉給付金支給事業推進室長。 

○健康福祉審議員兼臨時福祉給付金支給事業推
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進室長（柿本健司君） はい、こんにちは。 

 今、申請をしなければいけないかということ

なんですけれども、まず対象者につきまして

は、支給要件等ございますので、それにつきま

して庁内の関係課と協議、データを収集しまし

てですね、そして対象者に個別に発送すると。

その後、申請書を受け取られた方が申請をし

て、そして審査の後、本推進室で決定をして、

受給権が発生するというような事業になりま

す。よろしいでしょうか。 

○委員（幸村香代子君） そのままいてくださ

い。はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） ということになる

と、そこで例えば受け取れるというか、対象の

方であっても、まずはその自分から申請をしな

ければ受け取ることができないという話になり

ますよね。 

○健康福祉審議員兼臨時福祉給付金支給事業推

進室長（柿本健司君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 柿本健康福祉審議員

兼臨時福祉給付金支給事業推進室長。 

○健康福祉審議員兼臨時福祉給付金支給事業推

進室長（柿本健司君） はい。今、御質問のと

おりで、申請をして初めて受給権といいます

か、資格といいますかが発生するというような

事業でございます。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） いてください。 

 じゃあ、ちなみになんですが、２６年、前回

のときに、そういった意味では１００％その申

請書は返ってきたんでしょうか。申請されまし

たか。 

○健康福祉審議員兼臨時福祉給付金支給事業推

進室長（柿本健司君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 柿本健康福祉審議員

兼臨時福祉給付金支給事業推進室長。 

○健康福祉審議員兼臨時福祉給付金支給事業推

進室長（柿本健司君） はい。今、お尋ねの２

６年度の申請状況でございますが、支給対象者

数が３万５０００人に対しまして、約３万１０

００人の申請がございまして、申請率が９３.

７％程度というようなことでですね、支給対象

であられる方につきましては、申請勧奨等も含

めましてですね、３回から４回、多い人ではも

う往復５回以上のですね、個別のその申請勧奨

を行ったというようなことで、それはくまなく

ですね、申請をしていただくような現場では作

業をやっておるというところでございます。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） じゃあ、そういった

意味では、今回もそういった方法をとっていく

ということで理解していいですか。 

○健康福祉審議員兼臨時福祉給付金支給事業推

進室長（柿本健司君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 柿本健康福祉審議員

兼臨時福祉給付金支給事業推進室長。 

○健康福祉審議員兼臨時福祉給付金支給事業推

進室長（柿本健司君） はい。そのような状況

で本年度も継続してまいりたいというふうに考

えております。（委員幸村香代子君「ありがと

うございました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

○委員（幸村香代子君） はい。もう一つ聞い

ていいですか。済いません。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 済いません。フッ化

物洗口についてお尋ねをいたします。 

 御存じのとおり、御存じのとおりといったら

あれなんですが、あんまりこれについては賛成

をしたくないんですが、１年経過をして、その

学校ですね、特に小中学校におけるフッ化物洗

口の１年間を経て、その業務負担なり、または

その効果なり、また現場の学校の対応なりとい
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ったところを少し説明いただいていいですか。 

○委員長（友枝和明君） 蒲生理事兼健康推進

課長。 

○理事兼健康推進課長（蒲生尚子君） はい。

フッ化物洗口事業についてですが、現在学校数

が４２校、支援学校以外の４２校が実施してお

ります。 

 で、小学校が６２４８人ですね。中学校で２

８０５人、小学校が９６・１％、中学校が７

８.１％の実施率になっております。保育所が

１３カ所、幼稚園が１カ所になっております。 

 保育所・幼稚園につきましては、各園で毎日

利用しまして、保育園・幼稚園のほうで準備し

ていただいたものを園児のほうで実施していた

だいております。 

 小中学校におきましては、保健センターのほ

うでフッ化物洗口液を非常勤職員２名でつくっ

ていただいて、各学校に配送、配達をしている

状況です。 

 最初始めましたころには、フッ化物洗口を届

ける部分で教頭先生だったり、事務の職員の方

だったり、養護の先生だったりと、受け取る方

が学校で違っておりましたので、その辺の時間

のずれ等もありまして、苦情といいますか、ま

だ届かないとか、誰に届け出ればいいんだろう

かというようなところでありましたけれども、

現在はもう定着しておりまして、スムーズに苦

情等もなく実施しているところでございます。 

 昨年度が１年間実施しておりますので、効果

というのはまだ出ておりませんけれども、なる

べく学校のほうには年度初めにですね、実施し

ていただくように依頼を今年度申し上げたとこ

ろでございます。 

 というのも、昨年度２学期近く、７月に実施

したところもあったものですからですね、なる

べく通年を通して実施していただくようにお願

いしております。 

 以上でございます。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） どの時間にその洗口

するかというのは、学校の時間に任せられてい

る、現場でですね、任せられているようなんで

すけれども、その時間帯というのはどんな時間

にされてますか。 

○委員長（友枝和明君） 蒲生理事兼健康推進

課長。 

○理事兼健康推進課長（蒲生尚子君） 今、委

員さんがおっしゃいましたとおり、学校によっ

て実施時間が違っております。朝自習を利用さ

れたりとか、昼食前の時間を利用されたりと

か、学級によっても違いますが、食後ですね、

それと学校の終了時間前に実施されたりとか、

それはもう学校、学級によって、先生の、学

校、学級の御都合により実施されている状況で

す。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 学校からは大変だけ

どなとかっていうお声とかは届いてないです

か。 

○委員長（友枝和明君） 蒲生理事兼健康推進

課長。 

○理事兼健康推進課長（蒲生尚子君） 始めま

した当初は、やはりいろいろ大変なことが上が

ってきておりましたが、現在は直接配達する担

当も、歯科保健に従事する担当のほうも直接は

聞いてないのが状況です。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 中学校の実施率が７

８.１％ですよね。ということは、３割近くの

生徒さんがされてないということなんですか。

これはどんな数字になるんですかね。 

○委員長（友枝和明君） 蒲生理事兼健康推進

課長。 
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○理事兼健康推進課長（蒲生尚子君） はい、

ただいま７１.８とおっしゃいましたが、７８.

１で約８割になりますが、やはり２割の方が賛

同されていないということになりますが、その

２割が効果に対してどのような影響を与えるか

というのは、ちょっと今のところ把握していな

い状況でございます。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 ほかにありませんか。 

○委員（太田広則君） １点だけ確認いいです

か。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） 先ほど橋本委員が聞か

れたシルバー人材運営費補助事業のところでで

すね、ちょっとわかりづらかったんですが、ワ

ンコインということで、それはいいんですが、

財源ですよ。財源が国庫補助基準Ａランクにな

ってるのに、国から全然補助があってないよう

に思えるんですが、それはどうしてでしょう

か。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 吉田長寿支援課副主

幹兼地域支援係長。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） はい、国からのほうは直接補助としてシ

ルバー人材のほうに収入となっております。 

 以上です。（委員太田広則君「あ、直接」と

呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） 直接行くわけ。（長寿

支援課副主幹兼地域支援係長吉田浩君「そうで

す」と呼ぶ） 

 ああ、了解しました。わかりました。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、以上で質

疑を終了します。 

 意見がありましたら、お願いします。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（山田 忍

君） １点だけ、済いません。 

○委員長（友枝和明君） 山田次長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（山田 忍

君） 失礼します。 

 先ほど橋本委員さんのほうからお尋ねがあり

ました国保特別会計のほうから病院事業会計に

繰り出すということでお尋ねがありましたの

で、その件でですね、補足しますと、今年度で

すね、の分につきましては、先ほど言いました

保険事業ではございませんでですね、２００万

ほどありますが、そのうち半分１００万が医師

とか看護師のですね、スタッフの募集関係が１

００万、それから感染対策ということでです

ね、１０８万ということで、合計２０８万、国

保のほうから病院のほうに繰り出すのがありま

す。 

 と申しますのも、国民健康保険にしか国がで

すね、特別補正交付金という形でやるのが、国

民健康保険会計のほうに国が今後やりますもん

ですから、それを受けて、それから国保の直営

診療施設である市立病院のほうに出すと。国保

を通さなければお金が来ないという経緯がござ

います。 

○委員（橋本幸一君） 関連でよろしいです

か。 

○委員長（友枝和明君） はい。 

○委員（橋本幸一君） ということは、特会に

入る分については、ちゃんとした制約があると

いうことですね。普通、一般的にはこの一般会

計から普通は国はやっとるということですね。

今回については特別にそういうケースがあった

から、国保分が迂回してからあっちに入るとい

う理解してよかですか。 

○委員長（友枝和明君） 山田次長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（山田 忍
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君） 基本的には地方公営企業法に基づいた分

につきましては一般会計と。で、あくまでその

国保の調整交付金という形で補助金の対象にな

る分については国保特会を経由して繰り出すと

いうことになります。（委員橋本幸一君「は

い、わかりました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で、第３款・民

生費及び第４款・衛生費について終了します。 

 執行部入れかえのため小会いたします。

（｢ありがとうございました」と呼ぶ者あり） 

（午後１時３９分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後１時４１分 本会） 

○委員長（友枝和明君） 本会に戻します。 

 次に、教育部から歳出の第９款・教育費につ

いて説明願います。 

○教育部長（宮村博幸君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 宮村教育部長。 

○教育部長（宮村博幸君） はい。こんにち

は。（｢こんにちは」と呼ぶ者あり）教育部で

ございます。よろしくお願いをいたします。 

 議案第１０号・平成２８年度八代市一般会計

予算・第９款、教育費４３億５５７万円のう

ち、経済文化交流部関係分を除きます教育委員

会関係分３６億３９２１万２０００円の御審議

に当たりまして、事業内容の詳細につきまして

は、後ほど釜総括審議員兼次長が説明をいたし

ますので、重複する部分もあろうかと思います

が、私から当初予算の編成につきまして主なも

のを説明させていただき、所信とさせていただ

きたいと思います。失礼して座らせていただき

ます。 

 平成２８年度の教育部における各事業につき

ましては、八代市教育振興基本計画の基本理念

であるやつしろの絆でつむぐ心豊かな人づくり

を実践するため、学校教育・社会教育のさらな

る充実を目指してさまざまな施策に取り組んで

まいります。 

 まず、学校教育関係につきましては、平成２

７年度から完全実施となりました小中一貫・連

携教育推進事業を継続し、義務教育９年間を通

して系統的・継続的な学習指導と生徒指導を行

い、確かな学力、豊かな心、健やかな体など、

生きる力の育成を図ってまいります。 

 学校支援職員配置事業では、支援を必要とす

る児童・生徒・園児の増加や、特性の重複化に

よる個に応じたケアが必要となっているため、

特別支援教育支援員を小学校で１名、中学校で

３名、特別支援学校で１名、計５名増員をいた

します。総計５５名を配置いたします。また、

幼稚園では保育支援員を１名増員し、８名を配

置いたします。 

 さらに、理科専科及び担任の授業準備・教材

研究・授業の支援を行います理科支援員を１名

増員し、４名体制で小学生の理科に対する学習

意欲を高め、科学的思考力等を育てます。その

他、図書館支援員、生徒指導支援員、日本語指

導員などにつきましても、平成２７年度から非

常勤職員として勤務をしていただくよう、待遇

改善が図られ、ますます意欲を持って勤務をし

ていただいているところでございます。 

 パソコン教育推進事業では、今回の更新分か

ら、パソコン教室のパソコンをデスクトップ型

からタブレット併用型に変更をし、パソコン教

室だけではなく、各教室での授業にも使用でき

るよう無線ＬＡＮの整備も行います。 

 また、関連の新規事業として、タブレット型

パソコンの活用方法の周知徹底を図るととも

に、より効果を高めるため、巡回型での授業支

援等へ対応するＩＣＴ支援員事業を行います。 

 さらに、全中学校３年生３４学級に電子黒板

を導入し、ＩＣＴ教育の充実・推進を図ってま
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いります。 

 小学校運動部活動の社会体育移行につきまし

ては、平成２７年度に設置をいたしました八代

市立小学校運動部活動の社会体育移行に関する

検討委員会において、理念や基本方針を定めま

したので、今後は学校へ文書で周知をするとと

もに、本委員会の継続審議とあわせて、小学校

区ごとに校区委員会を開催し、慎重に課題の把

握とその解決を図り、準備が整ったところから

スタートをさせたいと考えております。 

 学校施設の耐震化計画につきましては、平成

２７年度末をもって耐震化率１００％となる予

定でございます。なお、非構造部材の耐震化に

つきましては、引き続き取り組んでまいりま

す。 

 平成２８年度は第６中学校体育館改築工事の

関連で、既存の体育館の解体工事とグラウンド

の形状が変わりますことから、グラウンド整備

事業等を実施いたします。 

 教育サポートセンターでは、教育サポーター

事業及び子ども支援相談事業に加え、新規に特

別支援教育相談事業として、特別支援教育アド

バイザーを１名配置し、特別な支援を要する児

童生徒一人一人のニーズを把握し、必要な支援

内容と方法を明らかにするために、担任や保護

者などの相談を受け、助言を行うことなどによ

り課題解決を図ってまいります。 

 社会教育関係では、社会全体の教育力を高め

るために、学校、家庭、地域の連携が重要でご

ざいますので、放課後子ども教室、地域未来

塾、学校支援地域本部事業に地域の力を生かし

て、子供たちを健全に育てることへの強化に努

めてまいります。 

 また、生涯を通して誰もが楽しく学ぶことの

できる環境を提供するために、保育園、幼稚

園、小中学校の保護者を対象に取り組んでおり

ます家庭教育学級や、市民のニーズに沿った地

域公民館講座、市民教育講座など、生涯学習関

係事業の充実に努めてまいります。 

 平成２７年度から指定管理者制度を導入して

おります図書館は、開館日の増加や開館時間の

延長、無料Ｗｉ-Ｆｉの設置など、サービス向

上が図られ、市民の皆様がこれまで以上に利用

しやすい図書館になっていると考えておりま

す。今後も、図書館協議会などの御意見を伺い

ながら、施設の充実に努めてまいります。 

 博物館では、春夏秋冬、例年４回の特別展覧

会を開催しておりますが、平成２８年度春の特

別展では、京都承天閣美術館の全面的な御協力

をいただき、平成２６年度に大変好評でござい

ました相国寺、金閣、銀閣が所蔵します宝物の

中から、円山応挙とその一門の絵画を紹介いた

します。国指定重要文化財を含み、全国屈指の

水準を誇る本コレクションの公開は、九州では

初めてとなります。 

 また、秋の特別展では、近年全国的に注目を

集めております本市在住の写真家、麦島勝氏の

写真展を開催いたします。戦後復興期から平成

へと続く７０年に及ぶ世相や人々の暮らしの移

り変わりを、麦島氏の解説とともに御紹介いた

します。ふるさと八代の皆様方やゆかりの場所

などが被写体となっております。たくさんの皆

様に御来館いただけるものと考えております。 

 教育部は、幅広い範囲の教育、学習活動を推

進しておりますが、多くの課題も抱えていると

ころでございます。平成２８年度におきまして

も教育部の力を結集いたしまして、一つ一つ課

題を解消しながら、それぞれの施策、事業に取

り組んでまいりたいと考えておりますので、御

理解と御指導をいただきますよう、よろしくお

願いをいたします。 

 私からは以上でございます。 

○教育部総括審議員兼次長（釜 道治君） は

い、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 釜教育部総括審議員

兼次長。 
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○教育部総括審議員兼次長（釜 道治君） は

い。それではお世話になります。よろしくお願

いいたします。説明に当たらせていただきま

す。 

 まず、予算書の８ページをお願いをいたしま

す。 

 まず、経済文化交流部所管分も含めまして、

第９款・教育費について説明いたします。教育

費総額として４３億５５７万円を計上しており

ます。これは、一般会計予算全体に占める割合

としては７.１２％に当たります。 

 項別の内訳としては、項１・教育総務費に５

億８８３１万７０００円、項２・小学校費に６

億５１６３万９０００円、項３・中学校費に６

億５０８２万８０００円、項４・特別支援学校

費に４５７９万４０００円、項５・幼稚園費に

２億２０３６万５０００円、項６・学校給食費

に６億２８８０万円、項７・社会教育費に９億

６２８５万５０００円、項８・社会体育費に５

億５６９７万２０００円をそれぞれ計上してお

ります。 

 次に、１６ページをお願いします。 

 歳出の款９・教育費は、対前年度比較が１２

億４７１７万２０００円の減額となっておりま

す。減額の主な理由は、小学校費の学校建設費

マイナス１１億２８９６万６０００円、中学校

費の学校建設費マイナス３億３８２４万９００

０円です。ともに校舎、体育館等の構造体部分

の耐震改修事業等が完了したことが主な要因で

ございます。 

 特定財源については、多種にわたるため、歳

出予算の目別説明の際に主なものについて説明

をさせていただきます。よろしくお願いしま

す。 

 それでは、歳出について説明いたします。１

０１ページをお願いします。 

 款９・教育費、項１・教育総務費、目１・教

育委員会費です。３３７万１０００円を計上し

ています。教育委員関係事務事業の主なもの

は、教育委員４人分の報酬でございます。 

 目２・事務局費です。４億６１１８万６００

０円を計上しています。対前年度４９２０万６

０００円の減です。その主な理由は、平成２７

年度から図書館に指定管理者制度を導入するに

当たり、現に図書館に勤務していた職員を事務

局費に含め予算組みをする必要があったことか

ら、職員数を本年度より７人多い６０人で予算

措置をしたことに伴う給料、職員手当、共済費

の減が主な理由です。 

 特定財源の国県支出金は、小中一貫教育推進

事業県委託金１４０万円及びいじめ対策等推進

事業に伴う国補助金３２万２０００円で、その

他の主なものは、奨学資金貸付事業に伴う元利

収入９８９万９０００円です。 

 主な事業について説明します。事業について

は説明欄の事業ごとに説明をさせていただきま

す。 

 まず、一番下でございますが、人権教育事業

３８３万３０００円は、各種人権教育研究会に

要する経費です。なお、２８年度は第６８回全

国人権・同和教育研究大会が熊本市で開催され

ますので、その参加費を含んでおります。 

 次ページをお願いします。 

 小中一貫・連携教育推進事業３４４万５００

０円は、義務教育９年間を通して、確かな学

力、豊かな心、健やかな体など、生きる力の育

成を図るための推進体制を整備するものです。

県の小中一貫教育推進事業委託金１４０万円も

活用し、継続的に事業を進めます。 

 次、日本語指導員事業です。１１９万７００

０円については、海外からの転入児童生徒の急

増に対応するため、日本語指導員３人を雇用

し、その対応を図るものです。 

 次に、奨学資金貸付事業１０４４万５０００

円は、経済的な理由で就学が困難な生徒・学生

に対し、奨学資金を貸し付けることで、教育を
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受ける機会を確保し、有用な人材の育成に資す

ることを目的としており、新規貸し付け１４人

分、継続貸し付け１５人分を予定しています。 

 いじめ対策等推進事業１２３万５０００円の

主なものは、弁護士、医師、臨床心理士、精神

保健福祉士で構成する学校支援委員会に要する

経費及び八代市いじめ防止基本方針に基づき、

学校、教育委員会、市長部局、児童相談所、地

方法務局、警察署、学校支援委員会委員が連携

して、いじめに関する問題やその対応状況等に

かかわる情報を共有する八代市いじめ問題対策

連絡協議会の関連経費です。 

 小中学校ＩＣＴ支援員事業６６０万８０００

円は新規事業です。ＩＣＴ機器による指導内容

の視覚的な支援及び拡大画像、動画等による情

報の可視化、いわゆる見える化でございます

が、学習内容をわかりやすくし、意欲喚起によ

る学習への参加を促進すると考えられます。ま

た、同時に基礎、基本の定着場面において指導

の効率化を図り、学力の向上も期待されるとこ

ろです。そこで、２８年度からパソコン教室の

デスクトップパソコンを順次タブレット併用型

パソコンに切りかえるに伴い、支援員による巡

回型の学校支援体制を組み、授業、校務、研修

におけるＩＣＴ支援やメンテナンス支援を行

い、その効果を高めることを目的とするもので

す。 

 次に、目３・教育サポートセンター費です。

３０１３万円を計上しています。対前年度６７

５万３０００円の増です。その主な理由は、職

員１人増と、新たに特別支援教育相談事業を開

始することが主な理由です。主な事業について

説明します。 

 教育サポート事業２４２万４０００円は、教

職経験豊かで実践的指導力が高い２人の退職教

員をサポートセンターに配置し、学力向上、不

登校等の防止・解消に必要な支援や、学校経営

の質の向上のための支援、教職員の指導力向上

に必要な各種研修の実施などを行うものです。

本年度は年間約４００件のサポート業務を行っ

ております。 

 次に、一番下になりますが、特別支援教育相

談事業１０９万８０００円は新規事業です。特

別支援教育の支援体制の充実が重要な課題とな

っています。その一助とするため、本市独自の

施策として、特別支援教育アドバイザー１名を

教育サポートセンターに配置し、アドバイザー

による教育相談支援活動を通して、支援を要す

る児童・生徒のニーズを把握し、必要とする支

援内容と方法を明らかにするため、担任、特別

支援教育コーディネーター、保護者など、児

童・生徒の支援を実施する者の相談を受け、助

言等の支援活動を行い、課題の解決に取り組ん

でいきます。 

 次のページになります目４・特別支援教育推

進費です。１９４万３０００円を計上していま

す。 

 主な事業では、一番上ですが、就学指導適正

化事業１４８万２０００円は、障害児の重度重

複化及び増加に対応するため、就学指導委員会

で専門的な審議を行い、個に応じた特別支援教

育を推進するとともに、特別支援教育関係機

関、団体への助成を通じて、障害のある児童・

生徒の支援を行っています。 

 次に、目５・学校保健費です。９１６８万７

０００円を計上しています。対前年度６６５万

円の増です。その主な理由は、小・中・特・幼

健康診断事業２２７万３０００円及びＡＥＤ本

体の更新を行うＡＥＤ管理事業４８７万１００

０円の増が主な理由です。 

 特定財源の国県支出金は、小・中・特・幼健

康診断事業、保健衛生管理事業に伴う国補助金

で、その他はスポーツ振興センター事業に伴う

保護者負担金です。 

 主な事業として、中ほどにありますが、小・

中・特・幼健康診断事業６４６５万６０００円
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は、学校保健安全法に基づき、学校医、学校歯

科医の指導と協力を得て、児童・生徒・幼児及

び学校職員の健康診断を行うものです。学校

医、学校歯科医の報酬３９２０万１０００円、

医師会への健康診断等の委託料２１８２万６０

００円が主なものです。 

 保健衛生管理事業１１３５万４０００円は、

学校薬剤師等の協力を得て、小中特別支援学

校、幼稚園の飲料水やプール水の水質検査や学

校環境衛生検査を行うとともに、保健関係備品

の整備、保健室の維持管理に努めるもので、学

校薬剤師報酬５１１万１０００円、水質検査等

委託料４１１万２０００円が主なものです。 

 スポーツ振興センター事業９２５万８０００

円は、学校管理下において児童・生徒等がけが

等で負傷した場合に見舞金の給付を受けること

ができるよう、日本スポーツ振興センター災害

共済に加入するもので、児童・生徒・園児約１

万人分の共済掛金です。 

 次のページお願いいたします。 

 項２・小学校費、目１・学校管理費です。４

億９６０万１０００円を計上しています。対前

年度１００１万６０００円の減です。その主な

理由は、小学校施設整備事業の減７４４万円が

主な理由です。 

 特定財源の国県支出金は、小学校通学関係事

業におけるへき地児童・生徒援助費等国補助金

で、地方債は合併特例債で文政小体育館床改修

に伴うもので、その他の主なものは、小学校体

育館使用料２４９万４０００円です。 

 主な事業として、小学校管理運営事業１億９

６５３万７０００円の主なものは、小学校施設

用務員２２人、学校事務員１９人の計４１人分

に係る人件費６０９７万３０００円、電気料等

の光熱水費９２１２万５０００円、警備並びに

浄化槽保守点検等に伴う委託料１７２０万８０

００円、備品購入費１０８６万５０００円など

です。 

 小学校通学関係事業４２２９万９０００円

は、児童の遠距離通学支援のために運行するス

クールバス運行経費です。文政小、八竜小、東

陽小、宮地小で運行しています。 

 小学校施設整備事業７２０５万円の主なもの

は、文政小体育館床改修工事、高田小プールろ

過機更新工事、有佐小・東陽小ごみ焼却炉撤去

工事、鏡小児童用トイレ改修設備工事等の工事

請負費４３５５万円、一般修繕料２８００万円

などでございます。 

 次に、目２・教育振興費です。２億４２０３

万８０００円を計上しています。対前年度２５

７７万５０００円の減です。その主な理由は、

学校教材充実事業において、前年度は４年に１

度の小学校教科書採択が行われたことから、教

師用の教科書及び指導書を配付するための経費

が多額であったことが主な理由でございます。 

 特定財源の国県支出金は、特別支援教育就学

奨励費国補助金３４１万７０００円、理科教育

設備整備費等国補助金１９９万３０００円、水

俣に学ぶ肥後っ子教室県補助金１９０万円が主

なもので、その他の主なものは、水俣に学ぶ肥

後っ子教室実費徴収金１９０万２０００円、ふ

るさと八代元気づくり応援基金繰入金１１５万

２０００円が主なものです。 

 主な事業では、中ほどになりますが、学校支

援職員配置事業４４２７万６０００円です。本

市では、継続して小・中・特別支援学校、幼稚

園に学校支援職員を配置し、個に応じたきめ細

やかな教育を推進し、子供たちの自己実現に向

け、生きる力を育んでいくことを目的に、学校

支援職員配置事業を実施しています。小学校で

は特別支援教育支援員を前年度１人増となる３

５人、学校図書館支援員は前年度同数の１８人

配置予定です。 

 学校教材充実事業１８７０万４０００円は、

教師用教科書及び指導書の購入経費１０００万

５０００円と、知能テスト、標準学力検査のテ
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スト業務委託５９５万３０００円が主なもので

す。 

 次のページの一番上になりますが、要保護・

準要保護就学援助事業３１７０万４０００円

は、経済的な理由により就学困難な児童の保護

者に対して援助を行うもので、要保護３３人、

準要保護９６７人、特別支援２１６人に対し、

学用品費など２１９９万８０００円、医療費２

８７万１０００円、特別支援教育就学奨励費６

８３万５０００円の扶助を行うものです。 

 パソコン教育推進事業９９７９万６０００円

は、パソコンのリース、保守に要する経費でご

ざいます。小学校において、児童にパソコン等

の情報機器に接する機会を提供し、基本的操作

を習得することができるように、各小学校にパ

ソコン教室を整備するとともに、確かな学力を

育成するため、ＩＣＴ活用を推進し、協働型、

双方向型の授業の展開に努めています。なお、

２８年度から、パソコン教室のパソコン更新に

あわせ、デスクトップパソコンをタブレット併

用型パソコンへ順次切りかえてまいります。２

８年度は、校務用パソコンを含め１１５０台を

更新します。 

 児童生徒のスポーツ環境整備事業５７万４０

００円は、２７年３月に県が策定した児童生徒

のための運動部活動及びスポーツ活動の基本方

針を受け、３０年度末までに小学校の運動部活

動を総合型地域スポーツクラブなどを活用した

社会体育へ移行するための事業です。検討会委

員及びコーディネーターへの報償費４８万５０

００円が主なものです。 

 豊かな心を育むための講演会事業１１５万２

０００円は、ふるさと八代元気づくり応援基金

を活用し、代陽小、植柳小、松高小など１２の

小学校で、学校の実態やニーズに応じた講演会

等を実施することで、児童の豊かな心の育成、

人格形成の支援を行うものでございます。 

 次に、項３・中学校費、目１・学校管理費で

す。２億７２７３万６０００円を計上していま

す。対前年度３１６６万７０００円の増です。

その主な理由は、中学校通学関係事業１４４５

万４０００円及び中学校施設整備事業２２５９

万９０００円の増が主な理由です。 

 特定財源の国県支出金は、中学校通学関係事

業及び寄宿舎管理事業に伴うへき地児童生徒援

助費等国補助金で、地方債は過疎債で泉小中ス

クールバス購入に伴うもので、その他の主なも

のは、中学校体育館使用料１６４万２０００円

です。 

 主な事業として、中学校管理運営事業１億１

３３６万１０００円の主なものは、中学校施設

用務員１４人、学校事務員８人の計２２人分に

係る人件費３２８８万４０００円、電気料等の

光熱水費５４０２万６０００円、警備や浄化槽

保守点検等委託料９７０万７０００円、備品購

入費６９６万４０００円です。 

 中学校通学関係事業２８４３万１０００円

は、生徒の遠距離通学支援のために運行するス

クールバス関係経費や通学補助金で、主なもの

は、泉小中学校スクールバス運行経費１０４０

万２０００円、第八中、東陽中の自転車通学、

坂本中のＪＲ、バス、乗合タクシー通学に対す

る補助金計３０４万１０００円、泉小中スクー

ルバス買いかえ１４９８万８０００円です。 

 中学校施設整備事業５１４４万２０００円の

主なものは、日奈久中高圧受変電設備更新工

事、第五中普通・管理教室棟屋根防水改修工

事、千丁中ごみ焼却炉撤去工事、千丁中グラン

ド整備工事などの工事請負費３００４万円、一

般修繕料２０６６万円です。 

 次のページをお願いします。氷川中学校組合

負担金事業５３８万円は、市内生徒の氷川中学

校への通学に伴う一部事務組合負担金で、２８

年度は１０人の生徒が通学する見込みです。 

 寄宿舎管理事業７７２万９０００円は、泉中

学への通学が困難な五家荘地域の生徒の負担を
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軽減するために設置された石楠花寮の管理運営

に要する経費で、２８年度は３人の生徒が寮生

活を送る予定です。舎監、指導員、調理員、運

転手の人件費が主なものでございます。 

 次に、目２・教育振興費２億９２９２万２０

００円を計上しています。対前年度４７２１万

４０００円の増です。その主な理由は、４年に

１度の中学校教科書採択関係経費を含む学校教

材充実事業３２４６万７０００円の増及びパソ

コン教育推進事業１６４５万５０００円の増が

主な理由です。 

 特定財源の国県支出金は、特別支援教育就学

奨励費国補助金１９３万９０００円、理科教育

設備整備費等国補助金１２５万円が主なもの

で、その他の主なものは、英語指導助手ＡＬＴ

宿舎使用料３３６万円、パソコン教育推進事業

及び学校教材充実事業におけるふるさと八代元

気づくり応援基金繰入金１７７９万１０００円

が主なものです。 

 主な事業としまして、学校体育振興事業１８

５６万３０００円の主なものは、中学校体育大

会――中体連の全国大会や九州大会等に出場す

る生徒等の出場補助金１３８４万１０００円、

バスなどの借り上げ料２４５万１０００円など

でございます。 

 学校支援職員配置事業２６３８万６０００円

では、特別支援教育支援員は前年度３人増の１

６人、学校図書館指導員は前年度同数の７人、

生徒指導員も前年度同数の８人を配置する予定

です。 

 学校教材充実事業４１０７万８０００円の主

なものは、４年に１度の中学校教科書採択に伴

う教師用教科書及び指導書の購入費２９６８万

６０００円、知能テスト、標準学力検査に伴う

テスト業務委託５５０万１０００円、ふるさと

八代元気づくり応援基金４６６万６０００円を

活用して、中学１年生に英語ピクチャーカード

及び全学年に理科デジタル教科書を整備しま

す。 

 語学指導外国青年招致事業５０７５万７００

０円は、主に日本人教師との共同授業により、

異国文化の紹介、英語音声面での指導、コミュ

ニケーション能力育成のための活動補助等を行

うことにより、児童生徒の英語指導に従事させ

るものです。英語指導助手ＡＬＴの１０人分の

報酬、共済費及び住宅借り上げ料が主なもので

ございます。 

 不登校児童生徒の適応指導事業８０２万６０

００円は、不登校状態にある児童・生徒に対

し、学校復帰を支援する適応指導教室くま川教

室を開設し、専任の指導員を配置し、専門的な

教育相談や適応指導、自然・体験的活動を実施

し、学校、社会への適応力、自立心を養うこと

に努めています。主なものは指導員８人分の人

件費です。 

 要保護・準要保護就学援助事業３９２６万９

０００円は、要保護３１人、準要保護５９７

人、特別支援７４人に対し、学用品費等３３９

８万８０００円、医療費１４０万３０００円、

特別支援教育就学奨励費３８７万８０００円の

扶助を行うものです。 

 パソコン教育推進事業７９８１万７０００円

は、小学校費と同様に、パソコンのリース・保

守に要する経費及び１４８台の更新経費６６６

９万２０００円と、ふるさと八代元気づくり応

援基金を活用し、全中学校の３年生の教室に電

子黒板３４台を整備する備品購入費１３１２万

５０００円です。 

 目３・学校建設費です。８５１７万円を計上

しています。対前年度３億３８２４万９０００

円の減です。その主な理由は、構造体部分の耐

震改修事業の完了が主な理由でございます。 

 特定財源の地方債は、合併特例債で第六中学

校体育館改築事業に伴うものです。第６中学校

体育館改築事業では、既設体育館等解体工事及

びグラウンド整備等工事を行います。 
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 次に、項４・特別支援学校費、目１・学校管

理費です。３３５１万１０００円を計上してい

ます。対前年度６９７万２０００円の減です。

その主な理由は、特別支援学校施設整備事業４

５０万５０００円の減が主な理由です。 

 事業としましては、中ほどの特別支援学校通

学関係事業１８４３万３０００円は、スクール

バス４台の運行経費でございます。 

 次に、目２・教育振興費です。１２２８万３

０００円を計上しています。対前年度５６万円

の増です。 

 事業としまして、学校支援職員配置事業７３

５万４０００円は、在籍児童・生徒の増加及び

障害の重複化に伴い、より個に応じた教育・医

療的ケアが必要であるため、特別支援教育支援

員及び看護師を配置し、教育活動の充実に努め

ています。２８年度は、特別支援教育支援員を

２７年度より１人増の４人及び看護師を２７年

度同数の４人配置いたします。その配置に伴う

人件費です。 

 次のページお願いします。 

 項５・幼稚園費、目１・幼稚園費です。２億

２０３６万５０００円を計上しています。対前

年度１６３万７０００円の減です。その主な理

由は、職員１人減が主な理由です。 

 特定財源の国県支出金は、幼稚園就園奨励費

国補助金で、その他の主なものは、幼稚園保育

料及び延長保育料の１４５４万７０００円で

す。延長保育については、２８年度より新た

に、子育て支援の充実を図るとともに、今後の

幼稚園教育の施策の推進に資することを目的と

して、幼稚園の通常の教育課程に係る教育時間

が終了した後、引き続き保育を希望する園児を

預かる事業として試行的に実施します。 

 主な事業としまして、幼稚園管理運営事業２

９１８万２０００円の主なものは、幼稚園用務

員６人、欠員補充及び育児休業の代替に伴う臨

時教諭５人、計１１人分の人件費１８９２万３

０００円、電気料等光熱水費３８４万２０００

円などです。 

 中ほどになりますが、幼稚園就園奨励費補助

金事業３０７６万６０００円は、家庭の所得状

況に応じて保護者の経済的負担の軽減を図り、

もって幼稚園教育の振興を図るものでございま

す。私立幼稚園６園２３８人分の補助を見込ん

でいます。 

 幼稚園施設整備事業７５０万円は、麦島幼稚

園照明改修工事及び一般修繕料でございます。 

 学校支援職員配置事業７１７万６０００円

は、幼稚園保育支援員の配置経費で、２７年度

より１人増の８人を配置します。 

 次のページの項６・学校給食費、目１・学校

給食費です。６億２８８０万円を計上していま

す。対前年度８７５万１０００円の減です。そ

の主な理由は、学校給食施設管理運営事業の減

が主な理由です。 

 主な事業としまして、準要保護就学援助事業

７２９１万６０００円は、学校給食費の支払い

が困難な児童・生徒の保護者に対し経済的な支

援を行うもので、小学校１０２８人分、中学校

５８１人分を見込んでいます。 

 学校給食施設管理運営事業単独調理校５４６

３万５０００円は、市内にある単独調理校、―

―代陽小、八竜小、鏡小、鏡西部小、有佐小、

文政小、泉第八小、坂本中、鏡中の給食室の管

理運営に要する経費で、その主なものは、調理

員１５人分の人件費１８５５万６０００円、燃

料費８０８万５０００円、学校給食調理業務委

託１２３６万８０００円、給食用備品購入４９

４万円などです。 

 同じく学校給食施設管理運営事業給食センタ

ー１億３８８１万８０００円は、市内６カ所の

給食センター、――麦島、南部、西部、中部、

千丁、東陽の管理運営に要する経費で、その主

なものは、燃料費２３９０万８０００円、光熱

水費２２７３万５０００円、学校給食調理等業
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務委託２３９０万８０００円、南部センター消

毒保管庫改修工事１４６４万８０００円、中部

センター配送車購入６００万円などでございま

す。 

 次ページをお願いします。 

 公益財団法人学校給食会運営補助金事業３億

４９１万３０００円は、旧八代市内の４センタ

ーと代陽小の学校給食の調理及び配送等を行う

八代市学校給食会への運営補助金で、職員及び

嘱託・臨時職員１０３名、１日約８９００食の

提供を担っています。人件費が２億９２９９万

８０００円、消耗品費ほかが１１９１万５００

０円です。 

 学校給食施設あり方検討会事業２７万４００

０円は新規事業で、学校給食施設、先ほど申し

ました計１５カ所の今後のあり方について、Ｐ

ＴＡや保護者、学識者等に参画いただき、整備

計画立案の参考となる意見を聴取するものでご

ざいます。検討会委員に要する報償費が主なも

のでございます。 

 次に、項７・社会教育費、目１・社会教育総

務費です。１億３２７１万４０００円を計上し

ています。対前年度１０５４万１０００円の増

となっておりますが、その主な理由は、職員１

人増と青少年センター運営事業２５９万円が主

な理由でございます。 

 特定財源の国県支出金は、人権教育事業にお

ける地域人権教育指導員設置費県補助金８４万

円及び学校・家庭・地域の連携協力推進事業県

補助金２０３万８０００円で、その他の主なも

のは、青少年センター使用料１０８万円、八竜

山自然公園使用料２８０万円、教育文化センタ

ー建設基金利子８２万９０００円です。 

 主な事業としまして、人権教育事業６８４万

４０００円の主なものは、地域人権教育指導員

１人分の人件費２０４万７０００円、西宮・上

日置集会所維持管理経費１８３万８０００円な

どです。 

 学校・家庭・地域の連携協力推進事業３５４

万６０００円は、学校、家庭及び地域住民が連

携協力しながら、地域全体で教育に取り組む体

制づくりを目指すものです。事業内訳は、郡築

小・昭和小・泉小における放課後子ども教室事

業経費１４７万８０００円、第四中における学

校支援地域本部事業経費６９万円、二見中、坂

本中における地域未来塾事業１３７万８０００

円です。 

 社会教育事業１０５２万６０００円の主なも

のは、社会教育指導員３人分の人件費４７０万

３０００円、成人式企画運営委託１１０万円、

３つの社会教育団体、――八代市地域婦人会連

絡協議会・八代市子ども会連合会・八代市ＰＴ

Ａ連絡協議会への補助金２９６万８０００円な

どでございます。 

 青少年センター運営事業８１２万円は、さか

もと青少年センターの運営経費で、その主なも

のは、窓口業務委託１３２万６０００円、光熱

水費１５２万３０００円、耐震診断調査業務委

託料２４４万円などでございます。 

 八竜山自然公園管理事業１５９９万５０００

円の主なものは、施設管理運営委託１０４０万

円、光熱水費１５９万３０００円、修繕料２０

７万４０００円です。 

 次ページの一番上、社会教育センター運営事

業８３７万４０００円は、坂本町の７つのセン

ター及び泉町の１センターの維持管理に要する

経費です。 

 次に、目２・公民館費です。２億８６１９万

２０００円を計上しています。対前年度２０９

２万９０００円の増です。その主な理由は、公

民館施設整備事業１０８１万円の増が主な理由

です。 

 特定財源のその他の主なものは、公民館関係

の各種使用料でございます。 

 主な事業としまして、生涯学習講座関連事業

２７２万７０００円では、家庭教育学級、高齢
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者学級、婦人学級、地域公民館講座、市民教育

講座を実施するとともに、まなびフェスタやつ

しろを開催しています。市民のニーズに沿った

多様な学習機会、学習情報の提供を行うととも

に、その学習活動を通じて住民主体の地域活動

や新たな学習の推進に努めています。 

 公民館施設整備事業２６４８万４０００円で

は、まず校区公民館整備分として、修繕料６６

１万５０００円と、千丁公民館の屋根防水改修

工事８９４万３０００円及び校区公民館の備品

購入費１３０万円を予定しています。 

 次に、自治公民館整備費補助として、新築１

件、修繕等２３件で、計９５４万１０００円の

補助を予定しています。 

 次のページをお願いをいたします。 

 文化施設費につきましては、経済文化交流部

ですので、目４・図書館費でございます。１億

３５２３万８０００円を計上しています。対前

年度３０６万１０００円の減です。その主な理

由は、図書館施設整備事業２９６万３０００円

の減が主な理由です。 

 図書館管理運営事業１億３０５０万８０００

円の主なものは、指定管理に伴う委託料１億２

９７５万２０００円でございます。指定管理者

はＴＲＣグループ共同企業体、指定期間は平成

２７年４月１日から平成３２年３月３１日まで

の５年間です。 

 最後に、目５・博物館費です。１億４１０８

万８０００円を計上しています。対前年度４４

６万１０００円の増です。その主な理由は、博

物館施設整備事業６１６万４０００円の増が主

な理由です。 

 特定財源その他の主なものは、博物館使用料

４７２万円、図録販売収入１１２万５０００

円、ふるさと八代元気づくり応援基金繰入金６

２万２０００円です。 

 主な事業としまして、博物館特別展覧会事業

でございますが、春季特別展覧会では、円山応

挙、京都相国寺と金閣・銀閣の名宝展ふたたび

を開催します。京都承天閣美術館の全面的な協

力により、同館が管理する相国寺、鹿苑寺金

閣、慈照寺銀閣所蔵の円山応挙とその一門の絵

画を紹介します。本コレクションの公開は、九

州で初めてです。 

 夏季特別展覧会では、そうだったのか江戸時

代、八代の町とムラを開催します。夏季休暇中

の児童・生徒が、保護者とともに学び楽しんで

もらう機会の提供に重点を置き、開催をいたし

ます。 

 秋季特別展覧会では、写真家麦島勝の世界を

開催します。麦島勝氏がレンズを通して捉え続

けてきた戦後復興期から平成へと続く７０年に

及ぶ世相や人々の暮らしの移り変わりを、作者

の言葉とともに紹介します。 

 次に、麦島勝撮影写真デジタルアーカイブ事

業では、平成２６年度に市に寄贈された氏の作

品を中心とする写真資料約４０００点の永久保

存と活用を図るために、３年間をかけてデジタ

ルアーカイブ化を行うもので、ふるさと八代元

気づくり応援基金を活用して実施をいたしま

す。 

 長時間いただきましたが、以上が２８年度教

育部の予算でございます。よろしくお願いいた

します。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

○委員（島田一已君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 島田委員。 

○委員（島田一已君） はい。学校支援職員配

置事業でございますけども、特別支援教育支援

員ちゅうのはふえていますよね。これ、どうい

った理由で支援の方がふえてるんでしょうか。

ちょっとお聞きをしたいと思います。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。失礼い

たします。お答えいたします。 
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 特別支援教育支援員につきましては、年々増

員をお願いしておるところですけども、一番の

理由は特別支援学級に在籍する子供さん、ある

いは通常学級でも特別な支援配慮を要する子供

さんの増加に対応するためでございます。 

 現在、特別支援学級につきましては、国県の

定数で８名の子供を１人の先生が受け持つとい

うのが基準になっておりますけれども、さまざ

まなニーズ、さまざまな状況に対応するために

特別支援教育支援員を配置して、学校の中で子

供たちを育てていく体制を十分整えていってい

るところでございます。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。小中学校のＩ

ＣＴ支援員事業なんですが、先ほどの説明で２

８年度からタブレット型のパソコンなどを使用

するということで、ちょっとその配置のです

ね、計画であるとか、このそもそもＩＣＴの支

援員という方がですね、どんな資格を持った方

なのかとかというのについて、ちょっと詳細に

教えていただきたいんですが。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。失礼い

たします。 

 まず、ＩＣＴ支援員を導入します目的でござ

いますけども、大きく４点考えております。 

 １つは、いわゆる授業における支援。機器や

ソフトウエアを使うときの支援でございます

が、次には２点目、校務における支援。校務デ

ータの作成などなどでございます。３点目は、

このタブレットを取り扱いますのは教師でござ

いますので、まず教師の研修支援というのが求

められています。さらには、機器ですのでメン

テナンス支援というのが必要になります。こう

いったさまざまな理由で、来年度導入いたしま

す２１校の学校を、今の計画では３人体制で毎

日午前、午後を割り振りまして、月に五、六回

程度は１つの学校に出向いて、さまざまな支援

を行っていただきたいと考えています。 

 その支援員の相手先につきましては、現在Ｎ

ＰＯ法人を考えて、専門家を派遣していただく

ことにしております。 

 以上です。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） ＮＰＯ法人なんです

か。これ委託事業みたいなのですけれども、Ｎ

ＰＯ法人を予定しているという御説明だったで

すかね。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。予定を

しております。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 結局、１回これを導

入すると、ずっとこの事業というのは継続して

行われていくということですよね。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。この事

業は、導入初年度と次年度、２８、２９年度に

集中して行いまして、それ以降は配置を考えて

いません。（委員幸村香代子君「はい、わかり

ました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 ほかにありませんか。 

○委員（太田広則君） はい、関連して。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） はい。タブレットにす

るということで、リースがですね、リースを全

部契約、デスクトップが全部タブレットになる

ちゅうことで、相当なスペースの効果というか

ですね、場所とってますよね、今。デスクトッ

プでかなり。それがタブレットになるというこ



 

－44－ 

とで、自由にこう持ち運びができるということ

で、非常にスペース的な有効利用が各学校に起

きるんじゃないかなと思ってるんですけど、そ

の辺はどうなんでしょうか。 

○教育部長（宮村博幸君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 宮村教育部長。 

○教育部長（宮村博幸君） はい。確かに持ち

運びができますので、教室等でも使えるという

ことになります。ただ、従来のパソコン教室の

デスクの上でその授業をするということもあり

ますので、スペース的には、確かに机の上のス

ペースは少なくなりますが、生徒が入りまして

授業を行うパソコン室自体の広さというのは、

そんなに変わらないのではないかと思います。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） タブレットだから。タ

ブレット式でしょう。 

 そこにわざわざ行かぬでも、その自分たちの

教室に持ってきてというのはできないんです

か。そして、そのためにあれをつける。Ｗｉ-

Ｆｉをつけるんでしょう。違うんですか。 

○委員長（友枝和明君） 宮田教育政策課長。 

○教育政策課長（宮田 径君） はい。教育政

策課宮田です。 

 今回、タブレット併用型のパソコンに交換い

たしますのは、もともとパソコン教室に入って

いましたデスクトップのやつを更新の機会にあ

わせてタブレット併用型にするということでご

ざいまして、基本的にはパソコン教室では、い

わゆるパソコンの扱い方を中心とした授業が行

われる予定でございます。 

 で、今回そのタブレット型にしましたという

のは、本来ならばそれとは別に、タブレットを

別に導入しましてですね、各教室で授業に使え

るように整備するべきではございますが、八代

におきましては、大変学校数、生徒数が多うご

ざいますので、なかなかいっときには進まない

ということで、この更新にあわせて苦肉の策と

いうことで、タブレット併用型にいたしまし

て、今後は一般教科の授業に時々はこのパソコ

ン教室のタブレットをですね、取り外して授業

で使うという、そういった使い方になるかと思

います。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） 将来的にはそういうふ

うな方向に持っていくという。とりあえずの２

年間はじゃあ今あるデスクトップのパソコン教

室にとりあえずタブレットを置いて授業を進め

ていくというふうな捉え方でいいわけ。 

○委員長（友枝和明君） 宮田教育政策課長。 

○教育政策課長（宮田 径君） 先ほど説明い

たしましたように、これまでのいわゆるパソコ

ンの授業につきましては、恐らくパソコン教室

のほうでこれまでの従来どおり行われるかと思

います。 

 それで、今後はですね、一般の、例えば、数

学でありますとか、社会でありますとか、そう

いった授業、各教室で行う授業に今のタブレッ

トが導入というのが進んでおりますので、そう

いった授業に使うときには、そのパソコン教室

のを外してですね、一般教室での授業に活用す

るという、そういう方向で当面考えておりま

す。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） 単純に考えて、将来的

にはそういったスペースとかね、デスクトップ

というのは、物すごく場所とるじゃないです

か。そして、そこで固定でしょう。これが取っ

払われて、タブレット式になったら、自由闊達

にいろんなところに持っていけるし、そして何

もその机に置かぬでもよかわけでしょうが。番

号つけとってからね。使わないときはって。そ

ういうこうスペース的なメリットが非常にある

んじゃないかということを言ってるんだけど、

その辺どうなんでしょう、将来的にもわたって

よ。 
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○委員長（友枝和明君） 宮田教育政策課長。 

○教育政策課長（宮田 径君） はい。結局、

今回の更新といいますのが、各学校に１クラス

だけあります４０台程度のパソコンの更新だも

んですから、それを全校生徒が時々使うという

形になるもんですから、みんなの共有のパソコ

ンになりますですよね。そうやって、各教室に

は持っていくことなく、やはりその置き場所と

しましてはですね、パソコン教室になるのかな

というところでございます。 

 以上です。（委員太田広則君「わかりまし

た」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（島田一已君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 島田委員。 

○委員（島田一已君） はい。不登校児童生徒

の適応指導事業としまして、くま川教室という

のがちょっと上がってまして、くま川教室指導

員の謝礼としまして６７８万５０００円ですか

ね。これ８人分ということで、これを先ほどし

たところですけれども、ここに来られる生徒さ

ん、今大体どのくらいいらっしゃいますかね。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。失礼い

たします。 

 現時点で、平成２８年度の全八代市の小中学

生で不登校、いわゆる３０日以上欠席されてい

る子供さんが１２０名ほどおりますが、このく

ま川教室に毎日通っておりますのは１４名でご

ざいます。 

 以上です。（委員島田一已君「はい。いいで

す」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 太田委員。 

○委員（太田広則君） はい、確認です。ごみ

焼却炉撤去工事、予算とっていただいてありが

とうございます。 

 この３校でもう終わりだったですかね。小学

校、有佐小、東陽小、それから千丁中、この３

校でもう終わりだったでしょうか。 

○委員長（友枝和明君） 有馬教育施設課長。 

○教育施設課長（有馬健一君） はい、教育施

設課、有馬でございます。 

 一応、現在学校として運営してる施設にごみ

焼却炉があるのはこの３施設でございます。

（委員太田広則君「はい、わかりました。あり

がとうございます」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 先ほどの島田委員の

不登校児童生徒の適応指導事業なんですが、く

ま川教室のところのですね、施設の老朽化、ま

た狭隘であるということも含めて、非常に課題

があるということがずっと言われてきたかとい

うふうに思うんですが、そこらあたりの今後の

対応なり方針なりということが検討されていれ

ば教えていただきたいんですが。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。今、御

指摘のとおりでございます。まずは、施設の老

朽化、さらには希望している子供さんの増加に

対応するためには、やはり新たな施設を探すこ

とが重要ではないかなと考えております。 

 現在、課内部内では将来を見通して検討を始

めているところでございます。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 多分そうだろうとい

うふうに思うんですよね。先ほど１４名の方が

今、在籍をされているということだったんです

が、希望をされている子供さんというのが、実

際どうなんですかね。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） 失礼いたしま
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す。恒常的に通級されている方が１４名という

ことですが、体験入学的な形ではかなりの数

が、子供さんが来られております。ですから、

非常にニーズは高まっていると考えておりま

す。（委員幸村香代子君「はい、わかりまし

た」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（太田広則君） はい、確認です。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） 幼稚園施設整備事業

で、麦島幼稚園の照明改修工事が入ってます

が、これは降って湧いたようにちょっと捉えて

るんですが、ＬＥＤ化か何かそれなりの理由が

あるんでしょうか。 

○委員長（友枝和明君） 有馬教育施設課長。 

○教育施設課長（有馬健一君） はい、この麦

島幼稚園の照明改修につきましては、保育室の

ですね３室を予定しております。暗いというこ

とで、幼稚園から要望も上がっていたんですけ

れども、今の蛍光灯をＬＥＤに改修するという

事業内容になってます。（委員太田広則君「Ｌ

ＥＤに変えるんですね。はい、わかりました」

と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） はい。学校給食施設の

あり方検討会事業ということで予算組んである

んですが、今年度は東陽の給食センターも民間

に調理配送されてることで、あり方検討委員会

つくられてということは、何らかの方針を示し

てつくられたと思うんですが、大体どういう方

針でこの事業を進められるのかということと、

メンバーはどういうメンバーを考えておられる

のか、２点を教えてください。 

○委員長（友枝和明君） 宮田教育政策課長。 

○教育政策課長（宮田 径君） はい。あり方

検討会ですけれども、現在市内に１５カ所の給

食施設があるわけですけれども、老朽化が進ん

でいる施設も大変多く、現在の衛生基準にも適

合していないなど、さまざまな課題を抱えてい

る状況でございます。 

 また、児童・生徒数につきましてもですね、

今後も減少していくことが予想されるもんです

から、施設の効率的な運営のために給食施設の

あり方を考える時期に来ているということで、

この検討につきましては、そういった現状を御

説明いたしまして将来的な形についての御意見

を伺うものでございます。 

 委員は、有識者、それからＰＴＡ役員、ある

いは保護者、それと公募による市民の方など、

８名以内で予定をしております。 

 以上でございます。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） このこれ、あれです

か。この有識者８名でこの今１５カ所あるとい

う施設を、全体をどうこれから持っていくかと

いう、そういう検討されるんですか。この８名

で。 

○委員長（友枝和明君） 宮田教育政策課長。 

○教育政策課長（宮田 径君） はい。今回は

いわゆる市民の方、それと有識者の方、そのい

わゆる御意見を伺いたいということで、現状を

ですね、御説明申し上げて、市の財政事情とか

も含めまして御説明申し上げまして、どういっ

た方向がいいのかというのを、自由にといいま

すか、この市民の方々に意見を出していただく

と。それを参考にいたしまして、本格的な計画

といたしましては、市のほうで将来的なあり方

というのを、その意見を参考にしながら今後考

えていくことになるかと思います。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） じゃあ、提言というの

は大体何年をめどに。期間というのは。 
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○委員長（友枝和明君） 宮田教育政策課長。 

○教育政策課長（宮田 径君） はい。このあ

り方検討会の現在の予定といたしましては、２

８年度の１年度限り、１年間と予定をいたして

おります。その間に、事情の説明、状況の説明

でございますとか、現在の施設の視察でありま

すとか、それと先進地の視察あたり、九州内を

予定しておりますが、それを行いまして、意見

を今年度中に取りまとめたいと思っておりま

す。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） この有識者っていうの

が、非常に何といいますか、方向性をこの方に

決められるんかなという、そういう思いがある

のですが、具体的に有識者というのはどういう

方を有識者と捉えておられるんですか。 

○委員長（友枝和明君） 宮田教育政策課長。 

○教育政策課長（宮田 径君） はい。有識者

ということにつきましては、地元の高専の先生

でありますとか、中九州短期大学の先生、地方

自治のほうにいろいろ実績をお持ちの先生方を

考えております。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） 行政の思いとして伝え

るときは、今は結局食育というのが結構クロー

ズアップされてるんですが、子供たちのそうい

うですね、食育というのも１つの大きなやっぱ

り思いの中に、この給食施設のあり方というの

も一部分としてですね、捉えていただきたいと

いう、これは要望としておきます。 

 これで結構です。 

 それと、もう一つよろしいですか。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） 語学指導外国、ＡＬＴ

ですが、今１０名、市内におられるんですね。

これは以前と、合併当時と同じ数なんでしょう

か。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。１０名

のままでございます。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） 以前ＡＬＴの皆さんっ

て、日本の文化に親しみながらこの語学の指導

に当たられるということで、日本に来ていろん

な子供たちとか語学指導されているということ

なんですが、以前はいろんなところにやっぱり

日本の文化を知るためにＡＬＴの方が顔を出し

ておられたんですが、最近全然顔を見ないとい

うことは、何らかの方針が変わってるんかなと

いう、その辺は何もないんですね。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。小学校

におきまして、外国語活動が始まりました。そ

ういう観点から非常に授業時数がですね、小学

校でふえておるということで、小学校を主体と

した今、配置になっております。もちろん中学

校もですけども。さらには、図書館でのＡＬＴ

による読み聞かせや活動、料理教室等、さまざ

まなところでですね、ＡＬＴを活用していただ

いているところです。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） 今の話で、やっぱり以

前と比べて非常に時間的にＡＬＴの方々が余裕

がなくなったという、受けとめたんですが、で

きればですね、やっぱり子供たちの語学の教え

も含めて、今後増員という、そういう検討はな

される考えはないんでしょうか。その辺につい

て。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。ありが

とうございます。平成３０年度には、小学校の

英語教育も始まりますので、英語を補助します

ＡＬＴについては非常にニーズといいますか、

役割が重要になってくると思いますので、今後

検討していきたいと考えます。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 
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○委員（橋本幸一君） これ要望としておきま

す。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。昨年の大型台

風が来たときに、非常に倒木が多かったと、樹

木のですね。ということで、それで学校の先生

方が、やっぱり学校って結構どっちかっていう

と、非常に大型の樹木が多いので、やっぱりそ

のあたりの整備というのがやっぱり必要になっ

てきてくるというふうなお声を聞いたんですけ

れども、そのあたりの対応というのは、今年度

どうなんでしょう。 

○委員長（友枝和明君） 有馬教育施設課長。 

○教育施設課長（有馬健一君） はい。昨年の

台風でですね、かなり学校施設の樹木が倒れた

り、大きな枝が落ちたりということで、かなり

ございました。 

 で、台風の際はですね、補正を組みまして対

応したところですけども、これ２６年度からで

すかね、予算のほう増額しまして、できるだけ

学校のほうともですね、御相談して、木が大き

くなり過ぎて、その例えば台風で倒れやすい状

況だとか、隣近所に葉っぱが落ちて迷惑をかけ

るだとか、そういった状況に応じてですね、そ

の伐採だとか、そういうのもですね、学校と相

談しながら、この予算の範囲内でですね、今対

応をしているところでございます。 

 以上です。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 災害、去年の台風も

そうなんですが、やっぱりこういつ来るかわか

らないとかっていうのもあって、その当時おっ

しゃるように、非常に伸び切っているとかとい

うこともあって、災害もそうですけども、防犯

上も心配しているというようなお声もあったん

です。で、その確かに予算内ということもある

かもしれないけれども、やっぱりそういったと

ころのですね、予算措置というのは、今年度き

ちんとされるべきじゃなかったかなというふう

に思うんですよね。で、そのあたりどんなふう

にお考えですか。 

○委員長（友枝和明君） 有馬教育施設課長。 

○教育施設課長（有馬健一君） はい。予算の

ほうもですね、２６年度から増額、約倍ぐらい

の予算になっております。それと、一部校舎等

の中でも学校施設の整備という観点から、樹木

とあわせてそこらあたりの改修というか、樹木

の伐採等もですね、しておりますので、予算的

には少しふえているのかなというふうに捉えて

おります。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。学校のです

ね、やっぱ現場の要望にですね、きちんと応え

れるように、応えていただきたいなというふう

には思います。 

 １つ、部長にお尋ねをしたいんですが、実は

これまで議会としては、予算に占める教育費の

割合としてやっぱ１０％をぜひ確保していただ

きたいんだというようなですね、御意見をずっ

と申し上げておりました。で、今回、七.何％

ということで、耐震化事業がですね、なくなっ

た分、非常にどうなのかなということがあるん

ですが、そのあたり予算編成の段階、それから

要求の段階でですね、どんなふうに考えられた

のかということと、進捗してきたのかというあ

たりをちょっとお話していただいていいです

か。 

○教育部長（宮村博幸君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 宮村教育部長。 

○教育部長（宮村博幸君） はい。確かに１
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０％というお声をいただいておるということは

承知をしております。 

 教育委員会としましても、それに近づけるよ

うに予算の要求、努力をしているところではご

ざいますが、今回の場合は耐震化の事業が一応

完了したことからの減が大きゅうございます。

ただ、要求をした部分において、お認めいただ

いた部分というのもかなりあったというふうに

思っております。もう少し下がる可能性もあっ

たかなと思うところでございます。 

 ただ、確かに７.１というのが高いのか低い

のかということを考えますと、当然教育を推し

進める上では予算が必要でございますので、今

後とも教育予算の確保に努力はしていかなけれ

ばならないというふうに考えております。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 ほかにありませんか。 

○委員（太田広則君） 済いません。 

○委員長（友枝和明君） はい、太田委員。 

○委員（太田広則君） はい。１点だけちょっ

と。ＡＥＤのことで。 

 ７年間の耐用年数が来たということでです

ね、理解をするんですが、１９年度に入れた２

４台分ということで、この２４台中ですね、７

年間もたなかったというのはあったのかちゅう

のが１つ。それから、本体だけですから、パッ

ド類はたしか、パッド類は消耗品だったと思う

んですが、この辺はこのタイミングになかった

のかということ。それから、２０年度に導入し

ているのが何台あるのか。これは来年また来年

度の当初予算に上がってくるんだから、この３

点ちょっと教えていただきたいんですけども。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。ＡＥＤ

についてお答えいたします。 

 来年度交換予定の２４台でございますけど

も、その間の不具合については報告は受けてお

りません。それから、本年度パッド交換をした

部分につきましては、成人用が１８組、小児用

が７組ございました。２９年度の交換につきま

しては２４台分を計画しております。 

 以上です。 

○委員（太田広則君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） ちゅうことは、今４８

台、ＡＥＤは園と小学校に入ってるというふう

に捉えてよろしいんですか。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。全４８

台でございます。 

○委員（太田広則君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） 基本的には、もうちょ

っとふやしたほうがいいんじゃないかなという

考えがするんですが、どうなんでしょう。もう

これからふやす方向というのは考えていらっし

ゃらないんですか。１校に１台みたいな感じに

なってませんか。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。１校で

複数有している学校が数校ございます。基本的

には学校１台というところで今配置をして、な

るべく有効活用するという方向で考えておりま

す。 

○委員（太田広則君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） やっぱり教室内、校舎

内と、やっぱり校外というですね、グラウンド

が多いと思いますのでね、最低２台はですね、

要望しておきますけれども、どこの学校も必要

ないんじゃないかなという気がします。マンモ

ス校は当然その分の台数が必要だと思います

し、要望しておきます。 

○委員長（友枝和明君） ＡＥＤ及びＡＬＴの

件につきましては、太田委員、先ほどの橋本委

員からも要望が出ておりますので、よろしく捉
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えていただきたいと思います。 

○委員（田方芳信君） それと、１点関連でい

いですか。 

○委員長（友枝和明君） 田方委員。 

○委員（田方芳信君） このＡＥＤなんですけ

ど、これの取り扱い方ですよね。これは学校関

係のほうでは大体年間に何回ぐらい勉強会なん

か指導としてはされてましたか。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。救急救

命等の講習を年１回各学校、あるいは各ＰＴＡ

での計画を立てて行っております。 

○委員長（友枝和明君） 田方委員。 

○委員（田方芳信君） やはりその点はです

ね、機械を新しくかえてもですね、取り扱い方

というのは完璧にやっておかなければ、いざ何

かというときにはですね、使う側がやはり知ら

なければどうもなりませんので、そのあたりは

要望でしっかりとやっとってください。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。先ほど部長の

ほうに１０％のですね、予算のお話を聞かせて

いただいて、ほんとに耐震化の部分が減ったと

いうことと、今年度要望の部分についてね、あ

る程度認められたというふうなお話もございま

したんですけれども、しかし今いろいろお聞き

をしながら、まだまだですね子供たちの教育の

環境を整えなければいけないんじゃないかとい

うような課題もですね、非常に多くあるという

ふうに思います。 

 例えば、先ほどのくま川教室の施設の問題も

そうですし、特別支援をね、必要とする子供た

ちもふえていると。で、ハード面もソフト面も

含めて、そしてずっと耐震化でお金を使ってき

たがために、老朽化に対応できてない、施設の

ですね、老朽化等に対応できてないということ

も、もう明らかになっています。そういったこ

とも含めてですね、非常にこの後、計画的にほ

んとに子供たちの学びの環境をどう整えていく

かということが、八代市の未来を担う子供たち

をですね、どう育てていくかということになる

と思うので、ぜひですね、そのあたりの予算要

求も含めてですね、今後検討いただきたいとい

うふうに思います。 

 以上です。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決をいたします。 

 議案第１０号・平成２８年度八代市一般会計

予算中、当委員会関係分について、原案のとお

り決するに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。 

 執行部入れかえのため、しばらく休憩いたし

ます。時間は３時１５分から再開いたします。 

（午後３時０５分 休憩） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後３時１６分 開議） 

○委員長（友枝和明君） それでは、休憩前に

引き続き文教福祉委員会を再開いたします。 

                              

◎議案第１１号・平成２８年度八代市国民健康

保険特別会計予算 

○委員長（友枝和明君） 議案第１１号・平成

２８年度八代市国民健康保険特別会計予算を議

題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 
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○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。大変お疲れのことでございますが、続

きですね、議案第１１号・平成２８年度八代市

国民健康保険特別会計予算につきまして、小川

課長より説明させる前に、私のほうから今回の

国保の特別会計、そして後期高齢者医療の特別

会計の当初予算について、簡単に説明させてい

ただきます。座って説明させていただきます。 

 まず、国民健康保険特別会計につきまして

は、２１０億８５４９万円を計上しており、２

７年度当初予算と比較いたしまして２.６ポイ

ントのプラスとなっております。これは、後ほ

ど説明があると思いますが、国保税率等改定に

伴う増収を見込んでいること及び保険財政共同

安定化事業において、前年度よりも約３億８０

００万円増額となったことが主な要因でござい

ます。 

 国保税率等改定につきましては、本予算議案

及び条例議案にてお願いしておりますが、医療

費の増加が続く一方で、国保加入者数の減員が

大きく影響し、国保会計の収支バランスが大変

厳しいものとなっております。国保特別会計の

健全な運営を行うためには、こういった対策が

必要となっております。 

 また、国は平成３０年度から、都道府県を財

政運営の責任主体とすることにしたものでござ

いますが、市町村は賦課徴収や特定健診などの

保健事業等を担うことになります。 

 私どもとしましては、収納率向上のほか、自

己負担５００円のワンコイン特定健診を開始す

るなど、特定健診受診率向上を含め、さまざま

な医療費抑制策にこれまで以上に取り組み、健

全な財政運営に努めてまいります。どうぞよろ

しく御理解いただきたいと思います。 

 次に、後期高齢者医療特別会計につきまして

は１６億７４５３万円を計上しており、前年度

とほぼ同額となっております。この後期高齢者

医療は、熊本県後期高齢者医療広域連合で運営

されております。急速な高齢化の進行に伴い、

広域連合への負担金等は増加の傾向をたどって

おりますが、これからは平均寿命だけでなく、

健康寿命を伸ばすことのできるよう、若いとき

から高齢期に至るまで、さまざまな健康づくり

の推進を図ってまいりたいと考えております。 

 それでは、詳細につきまして国保ねんきん課

小川課長より説明させます。どうぞよろしくお

願いいたします。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 小川国保ねんきん課

長。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） 国保ねん

きん課の小川でございます。よろしくお願いい

たします。それでは、座って説明をさせていた

だきます。 

 平成２８年度八代市特別会計予算書の５ペー

ジをお願いいたします。 

 議案第１１号・平成２８年度八代市国民健康

保険特別会計予算でございます。 

 第１条で歳入歳出予算の総額を、歳入歳出そ

れぞれ２１０億８５４９万３０００円といたし

ております。 

 １１ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算事項別明細書でございますが、

歳入歳出合計の比較の欄に示しておりますよう

に、前年度比５億３６２７万８０００円、率に

して約２.６％の増となります。 

 その主なものでございますが、歳入につきま

しては、上段の表、右側の比較の欄で、款１・

国民健康保険税は５億７４１９万円の増、款

３・国庫支出金で２億１４３万８０００円の

減、款５・前期高齢者交付金につきましては１

億３０６８万２０００円の増、款７・共同事業

交付金につきましては３億８３３７万７０００

円の増、款９・繰入金は、２億８９２７万２０

００円の減となっております。 
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 増減の主な理由でございますが、款３・国庫

支出金は、次に御説明いたします前期高齢者交

付金、共同事業交付金の影響による調整交付金

の減額見込が主なものでございます。 

 款５・前期高齢者交付金は、社会保険診療報

酬支払基金からの交付金でございますが、交付

に合わせて精算される前々年度実績の精算分の

影響により、増額を見込んでおります。 

 款７・共同事業交付金は、高額医療費、保険

財政共同安定化の両事業において、対象となる

基準拠出対象額が年々増加していること、加え

て県全体に対する本市の割合――拠出率も上昇

傾向にあるための増額でございます。 

 款９・繰入金は、基金繰入金の減額によるも

のです。 

 次に、歳出でございますが、下段の表、中ほ

どの比較の欄で、款２・保険給付費は１億９９

０４万２０００円の増、款７・共同事業拠出金

で、２億９５６３万円の増となっております。 

 増減の主な理由でございますが、款２・保険

給付費は、一般被保険者療養給付費の増加によ

るもの、款７・共同事業拠出金は、医療費の増

加により、対象となるレセプト件数が増加した

ことによるものでございます。 

 それでは、内容につきまして、歳出から主な

ものについて説明いたします。 

 ２０ページをお願いいたします。 

 まず、款１・総務費でございます。 

 項１・総務管理費、目１・一般管理費では、

２億３２５万円を計上いたしております。職員

１９人分の人件費１億４１９７万円並びに国民

健康保険事務事業として、被保険者証及び納付

書の発行、レセプト点検などに要する費用６１

２８万円を計上しております。前年度と比べ、

６００万円ほどの増額となっておりますのは、

コンビニ収納対応の初期費用及び人件費の増が

主な理由でございます。 

 次に、目２・連合会負担金は、６２４万９０

００円を計上いたしております。これは、国民

健康保険団体連合会の共同事務に対する負担金

でございます。 

 ２１ページの項２、目１・運営協議会費は、

国民健康保険事業の運営に関する重要事項を御

審議いただく国民健康保険運営協議会の委員報

酬など、３４万１０００円を計上いたしており

ます。 

 次に、款２・保険給付費、項１・療養諸費で

ございますが、目１から目４までは一般被保険

者及び退職被保険者、それぞれの医療機関での

受診に係る医療費に対して、保険者が負担する

ものでございまして、目１・一般被保険者療養

給付費１０４億１６９６万４０００円と、目

２・退職被保険者等療養給付費４億４２０２万

７０００円は、医療機関の窓口での自己負担額

を医療費から差し引いた額で、保険者が負担す

べき費用でございます。 

 なお、退職被保険者とは、６５歳未満の国保

加入者で、主に加入期間が２０年以上の老齢厚

生年金等の受給権者及びその家族が対象となり

ます。平成２７年度から一部遡及適用分を除

き、新規適用がなくなったため、対象者数は毎

年減少することとなります。 

 目３・一般被保険者療養費７６６５万２００

０円と、目４・退職被保険者等療養費２９７万

３０００円は、医師の同意を受けた鍼灸施術

や、コルセットなどの治療用装具を購入した際

など、一旦１０割支払った後に、被保険者へ現

金給付するものでございます。 

 目５・審査支払手数料３５６６万７０００円

は、医療機関などからの診療報酬明細書、いわ

ゆるレセプトの審査の支払いに係る手数料で、

約６６万件を見込んでおります。 

 これらを合わせまして、計の欄１０９億７４

２８万３０００円を計上いたしております。 

 被保険者数は減少しておりますものの、高齢

化などにより１人当たりの医療費は増加してい
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るため、前年度比で２億１０２１万５０００円

の増を見込んでおります。 

 ２２ページをお願いいたします。 

 項２・高額療養費、目１・一般被保険者高額

療養費１４億３３１１万１０００円と、目２・

退職被保険者等高額療養費５５６１万円は、自

己負担額が高額となった場合、限度額から超え

た分を支給するものでございます。 

 目３・一般被保険者高額介護合算療養費４８

万円と、目４・退職被保険者等高額介護合算療

養費６万円は、医療保険と介護保険の自己負担

の１年間の合計額が基準額を超える場合、被保

険者の負担を軽減するために支給するものでご

ざいます。 

 ２３ページの項４・出産育児諸費、目１・出

産育児一時金は、出産育児一時金の支給として

７９３８万円を計上いたしております。国保加

入者が出産されたときに、子供１人につき４０

万４０００円、産科医療補償制度加入機関での

出産の場合は４２万円を支給するもので、１８

９件分を予定しております。最近の実績をもと

に前年度比で８件分、３３６万円を増額してお

ります。 

 目２・支払手数料４万円は、国保連合会から

出産一時金を医療機関へ払い込む直接払いに係

る事務手数料でございます。 

 次の項５・葬祭諸費は、葬祭費の支給に関す

る費用として６３３万円を計上いたしておりま

す。国保加入者が亡くなられたときに、その葬

儀を行った方に対して１件当たり３万円を支給

するものでございまして、２１１件分を予定し

ております。 

 次に、款３、項１、目１・後期高齢者支援金

で２０億５８３４万４０００円、また、目２・

後期高齢者関係事務拠出金では１４万６０００

円を計上いたしております。これは、後期高齢

者医療制度に対する保険者負担分と、その事務

費拠出金でございます。 

 この支援金は、社会保険診療報酬支払基金へ

支払うものでございますが、その算定におきま

しては、当該年度の概算額に前々年度実績の精

算分を含めることとされております。平成２８

年度におきましては、概算分は増加するもの

の、前々年度である２６年度実績の精算分の影

響が大きいため、前年度比で４９９１万５００

０円を減額しております。 

 ２４ページをお願いいたします。 

 款４、項１、目１・前期高齢者納付金で９４

万８０００円、また目２・前期高齢者関係事務

拠出金では１４万２０００円を計上いたしてお

ります。６５歳から７４歳までの前期高齢者の

医療費について、各保険者間の医療費負担の不

均衡を調整するため、７５歳未満の加入者数に

応じた保険者負担分と、その事務費拠出金を社

会保険診療報酬支払基金へ支払うものでござい

ます。 

 次の款５、項１・老人保健拠出金、目１・老

人保健事務拠出金８万６０００円は、老人保健

医療の精算に係る事務拠出金でございます。 

 次に、款６、項１、目１・介護納付金９億９

２４４万４０００円は、国保加入の４０歳から

６４歳までの介護保険第２号被保険者に係る納

付金でございまして、社会保険診療報酬支払基

金に概算で納付し、２年後に精算を行うことに

なっております。 

 次に、２５ページの款７、項１・共同事業拠

出金、目１・高額医療費共同事業医療費拠出金

の３億９７１１万８０００円は、高額な医療費

の発生により、国保財政への影響の緩和や保険

者の運営基盤の安定化を図るため、都道府県単

位で費用負担を調整するもので、国保連合会が

実施している事業への拠出金でございます。 

 なお、この事業ではレセプト１件当たり８０

万円を超える医療費を対象としております。 

 また、目２・保険財政共同安定化事業拠出金

４６億９１７９万円も、保険財政の安定化を図
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るもので、対象の医療費が１件当たり８０万円

以下の医療費を対象に拠出するものでございま

す。 

 目３・その他の共同事業費拠出金８１万２０

００円は、国保連合会が事務局となって共同で

行うテレビ・ラジオＣＭ、広報事業などへの拠

出金でございます。 

 次に、款８、項１・保健事業費、目１・疾病

予防費では、４８７６万９０００円を計上いた

しております。 

 内訳でございますが、右側の説明欄で、医療

費適正化推進事業として、不適切な保険請求防

止のためのレセプト点検体制の充実・強化や、

ジェネリック医薬品の使用促進など、国保ねん

きん課分で５７９万３０００円及び特定健診未

受診者対策として看護師２名分に係る経費や重

症化予防講演会の開催など、健康推進課分で５

１５万１０００円、また、国保保健指導事業と

しまして、重複・頻回受診解消のための訪問指

導保健師１名に係る経費等で２３０万１０００

円、疾病予防事業として、疾病傾向の現状把握

と医療給付業務の効率化のため、国保連合会に

よる共同電算処理とレセプトデータの分析委

託、症状の緩和や疾病の早期発見のためのは

り・きゅう等助成、脳ドック助成のほか、適正

受診の推進などを目的とした医療費通知に係る

経費など、３５５２万４０００円を計上いたし

ております。 

 節の区分の主なものとしまして、節１３・委

託料１３８１万５０００円は、疾病予防事業に

おける共同電算処理委託８８２万５０００円の

ほか、レセプトデータの分析委託４９９万円

で、節１９・負担金補助及び交付金２０１０万

円は、疾病予防事業におけるはり・きゅう等助

成９００万円と、脳ドック助成１１１０万円で

ございます。 

 はり・きゅう助成は、被保険者１人当たり年

度内に１５回を上限に、１回につき１０００円

を助成するものでございます。また、脳ドック

助成は、一律１万５０００円を助成するもの

で、５つの医療機関で７４０人分を予定いたし

ております。 

 ２６ページをお願いいたします。 

 項２、目１・特定健康診査等事業費では、１

億１２１９万５０００円を計上いたしておりま

す。 

 事業の内訳は、右側の説明欄にございますよ

うに、特定健診事業で９７８１万１０００円、

特定保健指導事業で１４３８万４０００円でご

ざいます。この特定健診事業は、４０歳以上の

国保加入者を対象に、メタボリックシンドロー

ムに着目した生活習慣病発症のリスクを確認す

るための健康診査で、特定保健指導事業は特定

健診の結果、生活習慣の改善が必要な対象者に

対して自主的な取り組みなどの保健指導を行う

事業でございます。 

 節の区分のうち、主なものといたしまして、

節１３・委託料１億６５万５０００円は、特定

健診事業における健診委託９４５３万円や、特

定保健指導事業における動機づけ支援業務委託

５５８万８０００円などでございます。平成２

８年度の特定健診につきましては、受診者約１

万１０００人、受診率４０％を目標といたして

おります。 

 なお、平成２８年度からの変更点といたしま

して、ワンコイン特定健診を実施予定でござい

ます。これは、特定健診自己負担額を８００円

からワンコインの５００円に減額するととも

に、健診項目に眼底、貧血、心電図検査を追加

し、充実させるものでございます。受診率向

上、さらには重症化予防等医療費適正化につな

げることを目的としております。 

 次の、款９・諸支出金、項１・償還金及び還

付金のうち、目２・一般被保険者還付加算金１

０８７万４０００円及び目３・退職被保険者等

還付加算金３０万７０００円は、一般及び退職
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被保険者のうち、社会保険加入や転出等により

国保の資格が喪失した場合など、国保を再計算

し、納め過ぎの国保税をお返しする還付金と加

算金でございます。 

 次に、２７ページの項２・基金費、目１・財

政調整基金費３０万１０００円は、国民健康保

険財政調整基金の預金利子を積み立てるもので

ございます。前年までに比べ金額が大きく減っ

ているのは、基金の元本の残高減少の結果でご

ざいます。 

 次の項３・繰出金、目１・他会計繰出金２０

８万円は、市立病院において実施します医師・

看護師等の確保対策に要する費用などに対し、

調整交付金等で財源手当されるものについて対

象分を繰り出すものでございます。 

 款１０・予備費では、１０００万円を計上い

たしております。 

 続きまして、歳入でございますが、恐れ入り

ますが予算書の１２ページにお戻りください。 

 款１、項１・国民健康保険税でございます

が、目１・一般被保険者国民健康保険税で、一

般被保険者に係る国保税収入として３６億１１

０６万７０００円を計上いたしております。 

 また、目２・退職被保険者等国民健康保険税

では、退職被保険者に係る国保税収入として１

億５８２８万１０００円を計上いたしておりま

す。それぞれ、節区分の１から３までは現年課

税分、４から６までは滞納繰越分でございま

す。 

 国民健康保険税の合計としましては、計の欄

３７億６９３４万８０００円といたしておりま

す。 

 次の款２・使用料及び手数料、項１・手数

料、目１・督促手数料は、３００万円を予定い

たしております。 

 １４ページをお願いいたします。 

 款３・国庫支出金、項１・国庫負担金でござ

います。目１・療養給付費等負担金では３４億

９２４７万６０００円を計上いたしておりま

す。これは、八代市が負担する医療費等につい

て対象となる額の３２％を国が負担するもので

ございます。 

 内訳といたしましては、説明欄のとおり、医

療費に係る療養給付等負担分が２５億３０５０

万３０００円、介護納付金負担分で３億１７５

８万１０００円、後期高齢者医療費支援金負担

分として６億４４３９万２０００円を見込んで

おります。 

 次の目２・高額医療費共同事業負担金では、

９９２７万９０００円を見込んでおります。こ

れは、歳出予算で御説明いたしました２５ペー

ジの高額医療費共同事業医療費拠出金の４分の

１を国が負担するものでございます。 

 次の目３・特定健康診査等負担金１９５３万

１０００円は、特定健診事業、特定保健指導事

業に係る国の負担分で、負担割合は対象事業基

準額の３分の１となっております。 

 次に、項２・国庫補助金、目１・財政調整交

付金は１８億８７７９万６０００円を計上いた

しております。内容としましては、節１・普通

調整交付金で１４億７０２４万９０００円、節

２・特別調整交付金が４億１７５４万７０００

円でございます。 

 普通調整交付金は、各市町村保険者の財政力

の不均衡を調整するために交付されるもので、

特別調整交付金は、各市町村保険者の特別事情

や、特別の事業の実施に対して交付されるもの

でございます。 

 なお、前年度の比較で１億２０００万円ほど

減少しておりますのは、普通調整交付金の需要

額の算定におきまして、控除すべき前期高齢者

交付金、保険財政共同事業の拠出金の増加見込

みによる影響でございます。 

 １５ページの款４、項１、目１・療養給付費

等交付金６億６１８６万９０００円は、退職被

保険者の医療費に充てるため、社会保険診療報
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酬支払基金から交付されるものでございます。 

 次に、款５、項１、目１・前期高齢者交付金

３６億７２２６万４０００円は、６５歳から７

４歳までの前期高齢者の医療費について、各保

険者間の加入割合に応じて調整を行い、社会保

険診療報酬支払基金から交付されるものでござ

います。 

 なお、前年度との比較で１億３０６８万２０

００円の増となっておりますが、これらの社会

保険診療報酬支払基金からの交付金は、その算

定において、当該年度の概算額に前々年度実績

の精算分を含めて交付されております。２８年

度におきましては、当該年度の概算分は減少す

るものの、前々年度に当たる２６年度実績の精

算分の影響が大きいことにより増額を見込んで

おります。 

 次の款６・県支出金、項１・県負担金、目

１・高額医療費共同事業負担金９９２７万９０

００円は、国の負担金と同様に、高額医療費共

同事業医療費拠出金の４分の１を県が負担する

ものでございます。 

 目２・特定健康診査等負担金１９５３万１０

００円も、国庫負担金と同様、特定健診事業、

特定保健指導事業に係る県の負担金で、負担割

合は３分の１となっております。 

 １６ページをお願いいたします。 

 項２・県補助金、目１・県調整交付金は、８

億１５９６万７０００円を計上いたしておりま

す。このうち、節１・普通調整交付金は、７億

６７９７万７０００円、節２・特別調整交付金

は４７９９万円でございます。県の普通調整交

付金は、県内市町村の財政調整のため県から交

付されるもので、特別調整交付金は、収納率向

上や医療費適正化、保健事業の実施状況などに

応じて交付されるものでございます。 

 次に、款７、項１・共同事業交付金、目１・

高額医療費共同事業交付金は４億２８４２万

円、次の目２・保険財政共同安定化事業交付金

は４６億９１７８万９０００円を見込んでおり

ます。これは、保険財政共同安定化事業の対象

となった医療費の財源として、国保連合会から

交付されるものでございます。いずれも、交付

割合は１００分の５９でございます。 

 １７ページの款８・財産収入、項１・財産運

用収入、目１・利子及び配当金３０万１０００

円は、国民健康保険財政調整基金の積立金利子

でございます。 

 次の款９・繰入金、項１、目１・一般会計繰

入金は、１３億９７６２万円を計上いたしてお

ります。 

 内訳の節のとおり、節１・職員給与費等繰入

金２億３９７万８０００円は、人件費や被保険

者証の発行・郵送等に要する費用として、節

２・出産育児繰入金５２９２万円は、出産育児

一時金の事業費の３分の２相当額として、節

３・保険基盤安定繰入金９億１０６４万４００

０円は、一般被保険者の低所得世帯における保

険税軽減分に係る財源補塡分として、節４・財

政安定化支援事業繰入金２億３００７万８００

０円は、低所得世帯や病床数が多いなど、地域

の特性による国保財政負担の増加に対する支援

分として、それぞれ繰り入れるものでございま

す。 

 なお、計の欄、前年度の比較で８０４２万７

０００円の増でございますが、これは、国の制

度改正に伴う軽減世帯の拡大により基盤安定繰

入金の増加が見込まれるためでございます。 

 １８ページをお願いいたします。 

 項２・基金繰入金、目１・財政調整基金繰入

金は３０万１０００円を計上いたしておりま

す。これは、急な医療費の上昇などに備え、保

険給付費の支払いに支障が生じないように計上

するものでございますが、平成２５年度から続

く厳しい財政状況により基金残高が減少したた

めの減額となっております。 

 次の款１０、項１、目１・繰越金は１０００
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円を計上しております。 

 次の款１１・諸収入、項１・延滞金加算金及

び過料、目１・一般被保険者延滞金２５０万円

及び目２・退職被保険者等延滞金１０００円

は、被保険者の国保税の滞納に対する延滞金で

ございます。 

 １９ページの項３・雑入、目１・一般被保険

者第三者納付金２３７８万５０００円及び目

２・退職被保険者等第三者納付金４３万円は、

国保加入者が交通事故等で、第三者行為の被害

者となられた場合、治療のため一時的に国保を

使用された分について加害者からの徴収額を見

込んでおります。 

 目３・一般被保険者返納金は２０００円と、

目４・退職被保険者等返納金及び目５・雑入は

それぞれ１０００円を計上いたしております。 

 なお、この予算には今回提案しております議

案第６１号の国保税条例改正案を含んでおりま

すので、最後にその点について一部触れさせて

いただきます。 

 恐れ入りますが、１１ページをお開きいただ

きたいと思います。 

 歳入歳出予算事項別明細書の総括表、歳入の

款１・国民健康保険税ですが、本年度予算額が

前年度との比較で約５億７０００万円の増加と

なっております。 

 予測される増減の要素としまして、今回御提

案しております現在の厳しい財政状況を打破す

るための抜本的対策０.５割独自軽減廃止及び

所得割税率引き上げで約３億円の増、さらには

今後予定されております税制改正による限度額

引き上げで約３０００万円の増、軽減拡充によ

る約１０００万円の減がございますが、以上申

し上げた増減だけですと、先日の一般質問答弁

にありましたとおり、なお２億円以上財源に不

足が生じるものと思われます。 

 しかし、医療の給付等の歳出総額から逆算

し、不足する額全てを国保税増税だけで賄うと

した場合、被保険者の負担が過重になる恐れが

あるため、不足する財源を補うためのぎりぎり

の線として、今回平均９.２％の国保税率等引

き上げを御提案させていただいた次第です。 

 なお、不足する財源につきましては、これま

で取り組んできました資格の適用適正化や、収

納確保を強化し、それらをさらに推進していく

ことにより収支がとれるよう、一丸となって努

力していかなければならないと考えているとこ

ろです。 

 以上、議案第１１号・平成２８年度八代市国

民健康保険特別会計予算の説明を終わらせてい

ただきます。御審議のほど、よろしくお願いい

たします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。今、御説明に

あったとおりですね、条例の改正と税率のです

ね、条例改正とあわせての提案だもんですか

ら、非常に悩ましいところがあるんですけれど

も、ちょっと幾つかお尋ねをしたいと思いま

す。 

 今回税制の税率改正によって３億の増という

ことと、それはですよ、対象のその国保の方た

ちの大体１００％、今回の税率の改正でどれぐ

らいの方たちがその保険税を納められるという

ふうな計算に立って予算組みされてますか。 

 ちょっと言い方があれなんですが、平成２６

年度の滞納額が４７２０世帯で３億円あります

よね。今回の税制改正で、この数がどうなるか

なっていうのが１つ思ってるんですよね。とい

うことは、今回のこの予算っていうのは、じゃ

あ、その税率を上げて保険料を上げても、大体

どれぐらいの収納率で試算をされているのかと

いうのをお尋ねをしたいんですが。 

○委員長（友枝和明君） 園部国保ねんきん課
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保険税係長。 

○国保ねんきん課保険税係長（園部慎治君） 

保険税係園部でございます。よろしくお願いい

たします。 

 お尋ねの今回の税率等の改定の試算の段階に

おきまして、約３億円ほどの増というふうに申

し上げておりますこちらは、賦課総額調定額で

の増でございます。 

 で、先ほどの説明にございましたように、今

回の改定におきましても、なお不足が見込まれ

るような状況でございまして、徴収率について

は現在のところ、ここ数年のところ約９３％前

後で昨年度が９２.７６％と少し下がったとこ

ろでございますが、これまでも取り組んでおり

ます資格の適用適正化でありますとか、収納対

策、収納確保の対策をこれまで以上に推進いた

しまして、できるだけ財政の健全化を図ってい

かなければならないところと考えておるところ

でございます。 

 以上でございます。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） ということは、今回

税率を改正して、保険料を上げても、大体９

３％ぐらいの収納率があるだろうということの

予測に立っているというふうに理解していいで

すか。 

○国保ねんきん課保険税係長（園部慎治君） 

はい。 

○委員長（友枝和明君） 園部国保ねんきん課

保険税係長。 

○国保ねんきん課保険税係長（園部慎治君） 

はい。約３億円ほどの増額は調定額でございま

して、実際に収入となりますと、それ掛けるの

収納率ということでございます。 

 できるだけ多くの収納を確保しまして、健全

化に努めてまいりたいと考えておるところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（幸村香代子君） もう一つお尋ねをし

ていいですか。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 例えば今回ですね、

後で多分条例のところでですね、いろんなお話

になるのかなというふうに思うもんですから、

非常に判断、先ほどお話したように難しいとこ

ろではあるんですが、例えばこれの国保の今回

特別会計のそのほかの事業についてはですね、

いいだろうというふうに思ってるんです。国保

全体について。ただし、やはり今回の税率改正

についてはですね、いかがなものかなと思うと

ころがあって、もしそうであれば、今回この特

別会計を認めるということは、その後の条例の

提案も認めるということになるのか、それとも

これは認めても、条例案を否決しても、この国

保のそこの部分については何らかの対応ができ

るというふうに判断をしていいのか、そこらあ

たりはどう判断したらいいですか。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 いいですか。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。今回、税率改正がそのままこの保険税

の歳入のほうに反映されてますので、ですから

それを否決するとなると、条例のほうを否決す

るとなるとこちらのほうが予算が、その分が出

てこないという話になりますね。（委員幸村香

代子君「そうです。はい」と呼ぶ） 

 そういうことになるかと思いますけれども。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） ということは、条例

に反対するんであれば、国保のこの特別会計も

反対しなきゃいけないということですよね。そ



 

－59－ 

して、修正を出さんといかんと。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 こちらのほうから反対するとか言われません

ので、申しわけありません。 

○委員（幸村香代子君） 済いませんね。何か

済いません。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 非常に曖昧、困らせ

るつもりはないんですが、本当に今厳しい市民

のですね、皆さんのこう厳しい状況というのも

よくわかっていて、先ほど生活保護世帯の高齢

者の部分のですね、部分もふえてきているんだ

とかっていうお話もあると。で、この間の部分

からすると、非常に先ほど九十何％という収納

率を見越しての計算なんだということがあった

けれども、本当にそんなふうにですね、支払え

るのかなと、皆さんにですね、御理解いただい

て払っていただけるんだろうか。払えるんだろ

うかというふうなですね、ところをやっぱ思う

んですよ。 

 で、そうであれば、やり方としては、法定

内、法定外も含めてですね、法定外の繰入金で

ですね対応をしながら、もう少し緩和措置を慎

重にとりながらやっていくという方法もあるん

じゃないかというふうに思うもんですから、そ

のあたりの検討というのはどんなですか。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 小川国保ねんきん課

長。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） はい。

今、法定外繰り入れについての話が出たわけな

んですけれども、国保財政が大変厳しい状況に

あるということで、これまで市の財政当局とも

協議を重ねてまいりました。国保財政の収支に

ついては、税収の増加を図るということが、ま

ずは第一義的な解決策であると考え、法定外繰

り入れについても選択肢の一つとして、実施の

是非について協議を行ってまいりました。法定

外繰り入れは一般会計から国保特会へ、法で定

めた内容以外の繰り入れを行うということにな

りまして、国保加入者以外の方にも影響を及ぼ

すため、また今まで不足分を賄えるだけの基金

がございましたので、本市ではこれまで一切こ

の法定外繰り入れを実施することはございませ

んでした。 

 しかし、昨今の国庫財政の厳しい状況は、本

市のみならず、他市の状況を見ても県下１４市

中、９市が平成２６年度の決算におきまして法

定外繰り入れを実施しており、全国の市町村国

保に目を向けてみましても、平成２１年度以降

５年連続で３０００億円を超える赤字を計上す

るということで、その穴埋めとして法定外繰り

入れが実施されております。 

 で、高齢化で医療給付費が増加したことと、

低所得化などで、税収入が低く推移していると

いうことが赤字の原因でありまして、これはも

う八代市のみならず全国の国保の抱える構造問

題であるとは言えます。 

 今回、本市が２８年度予算案において国保税

率等改定のみを計上しまして、法定外繰り入れ

は、これは見送っておりますけれども、これは

本市国保特会が現段階では、まだこの２７年度

の現在でも赤字の見込みというところではござ

いますけれども、実際にまだ赤字が今確定して

いるわけではないと。そういったことで法定外

繰り入れの予算計上が困難であるということが

理由の一つであります。 

 ２８年度に税率等改定を行った場合に、なお

決算で赤字を計上するような状況が生じた場合

は、今後はもう法定外繰り入れというのが現実

的な選択肢の一つになるのではないかというふ

うに考えております。 

○委員（幸村香代子君） はい。 
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○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 今のお話を聞くと、

結局２７年度の決算が赤字になるとは限らない

という話ですよね。 

○委員長（友枝和明君） 小川国保ねんきん課

長。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） 現在私ど

ものほうで出しております見込みでは、赤字に

なる可能性があるというところなんですけれど

も、これがまだ確定するというところではござ

いません。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） で、そんな状況の中

で２８年度については、最大１０％の負担増と

いうことになってるかと思うんですけれども、

それをやっぱりやるんですよね。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。９.２％ということでの税率改定とい

うことですね。あくまでもこれは所得割のとい

うことですので、７割、５割、２割の方々の分

についてはそのままと。今回は０.５割の上乗

せ分を廃止することになるんですけれどもです

ね。今回のあくまでも所得割の分をということ

ですので。ですから、私どものほうが、いや赤

字になるだろうとは、今の時点で予算を組む段

階で言えないものですから、ですからこの歳入

歳出を合わせるという予算をつくってるわけで

すよね。もう赤字が見込めますとはなかなか、

今の私どものほうからは言えない。ただ、決算

時にそういったことになるかもしれません。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） だけんですね、私

ね、税率をですね、改定したらいかぬというふ

うに言っているわけじゃないんですよ。さっき

９.２だったですかね、９.２％と言われてる部

分をね、もう少しどうにかできないかと。抑え

るということも含めてですね、できないかなと

いうふうに思うんですよ。 

 で、そのためには、さっき赤字に、まだ決算

のとこが出てないので、法定外の繰り入れをす

ることについてはできないんだというふうなお

話だったんだけれども、本当にできないんです

かね。 

 私ね、やっぱりそこらあたりというのは、こ

う市民の皆さんの負担軽減ということがやっぱ

一つの政策だというふうに思うんですよね。

で、そうしたときにできるだけそこの幅を、先

ほど言ったように上げたらいかぬと言っている

わけじゃなくて、もう少しその上げ幅をですね

抑えながら、法定外のですね、繰り入れも含め

て少し検討したらどうでしょうと。そんなふう

にされたらいかがですかというお話なんです

よ。 

 で、ほかの特会で言えば、八代市でも農業集

落排水であるとか下水道であるとか、いろいろ

やっぱり法定外繰り入れやってますよね。で、

そんなことからしてもね、そこもね、ある意味

そこの利用者負担が原則だと言いながら、やっ

ぱりそこの全てをそこの利用料金とかで上乗せ

するんではなくて、そこのやっぱり財政負担

を、個人負担をやっぱり軽減しましょうよとい

う意味での法定外繰り入れをやってきてるとい

うふうに思うんですよ。 

 で、そうであれば、今回の国保の件について

も、そういった視点に立って法定外繰り入れや

っていいんじゃないかなというふうに思うんで

すけどね。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） 済いませ

ん。 

○委員長（友枝和明君） 小川国保ねんきん課

長。 
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○国保ねんきん課長（小川正芳君） 今回御提

案しております改定内容なんですけれども、１

つ目が、０.５割八代市独自の軽減世帯への負

担軽減の廃止。それと、総額税率等改定９・

２％の増ということで御提案をしているわけな

んですけれども、法定外繰り入れというのは、

先ほども申し上げましたとおり、一般会計から

の繰り入れということで、国保以外の方の御負

担もお願いするような形になりますので、この

０.５割独自軽減というのは、もう八代市だけ

が法定ではない部分でこういった上乗せをして

いると。そちらのほうは、まずは今までは余裕

があったからというところで実施が可能であっ

たというところだったんですけれども、今まで

はありました基金がもう底をつきまして、これ

までずっと実質単年度収支がずっと赤字が続く

ような状況の中でもう基金が底をついて、そち

らのほうからの繰り入れがもう見込めない状況

の中で、法定外繰り入れを検討するよりもまず

はこの法定で行っている以外のこの０.５割独

自軽減というのはやはり見直しを図るべきでは

ないかというふうな判断にいたりました。 

 それと、今回の税率等改定につきましては、

この０.５割独自軽減の廃止につきましては、

応益分ということで、どちらかというと低所得

者の方にしわ寄せが行くような形のものとなり

ますけれども、それ以外の税率の見直しにつき

ましては、その方たちへの影響が極力ないよう

な形の応能分からの負担をお願いするという形

で、全体としてバランスがとれるような形での

御提案をしているところでございまして、まず

はやはり第一義的には、加入者の方の負担とい

うものを考えるべきではないかということの判

断から、こういったことの御提案をさせていた

だきました。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。今、私どもが御提案申し上げているの

は、この議案で御提案申し上げておりますの

は、この部分で御審議いただけらと思いますけ

ど、よろしくお願いします。 

○委員（橋本幸一君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） 今回のこの改定の分で

もいいんですね。国保の運営協議会の委員の皆

さんのこれ了解といいますか、かなり私は審議

されたと思うんですね。やっぱり料金改定って

いうのは、非常にやっぱりこんなにエネルギー

を使う部分かと思うわけですが、その運営協議

会の皆さんのこの至った経緯というのは、どう

いう状況でこういうふうになったのか、その辺

も私伺いたいです。 

○委員長（友枝和明君） 小川国保ねんきん課

長。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） はい。今

回国保運営協議会のほうから、市長宛てに諮問

をいただいたわけなんですけれども、（｢答

申」と呼ぶ者あり）あ、答申をいただいたわけ

なんですけれども、まずもってはこちら、市の

ほうから諮問を行いまして、それを審議してい

ただいたという形でございます。 

 で、委員の皆様からもかなり意見が出まし

て、やはり例えばなんですけれども、今回の２

８年度からの引き上げであるということでです

ね、急な引き上げではないのかということで、

もっと早目にこういった審議はなされるべきで

はないのかということ、あるいはやはりこの経

済状況の中での引き上げということでですね、

それについてはかなり皆さん方からいろいろ反

響があっているのではないかということでです

ね、そこはきちんと皆様に周知を図るべきでは

ないかといった意見が出ました。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） 結局、最終的に９.
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２％の引き上げ了解とれたっていうのは、いろ

んな調整がついてそこに至ったと思うんです

が、そこの経緯って私聞きたいですが。 

○委員長（友枝和明君） 小川国保ねんきん課

長。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） はい。今

回の引き上げに関しましては、文教福祉委員の

皆様方にも御説明をさせていただいたとおり、

今国保財政の状況が非常に厳しい状況にあると

いうことで、何らかの抜本的な対策を講じなけ

ればならないということで、国保運営協議会の

皆様にもこういったお話をさせていただきまし

た。 

 そして、これはそのままの今の状態でいきま

すと、間違いなく国保財政は大きな赤字になる

ということでですね、何らかの手だてを講じな

ければならない。で、その手だてとしまして

は、税率の改定を行うか、あるいは繰り上げ充

用、次年度からの予算から持ってくるのか、あ

るいは先ほどありました法定外繰り入れを行う

のか、そのいずれかを行うしか手段としてはな

いというふうなお話をさせていただきまして、

今回私どものほうとしましては、まずもっては

加入者の方の保険税等の改定によりまして賄う

方法というのを出させていただきました。 

 そして、その運営協議会の中では、これは全

員了解という形での答申となりました。（｢全

員じゃない」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。国保運営協議会の中ではですね、その

議論がなされて、最終的には過半数、多数で採

決されたと。賛成だったということです。一部

の、お１人がちょっと反対だったということで

すね。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） やはり協議会の中で

も、非常にやっぱり議論が伯仲してこの結果に

至ったということは理解したんですが、やっぱ

り３方法をとってもですね、結局何年か後には

行き詰ってしまう。今言ったように、法定外だ

ったらなおさら今度は見た目じゃないけど累積

というのはかなり積んでくると。それと、結局

繰り上げ充用やったならば、この先食いだから

結構それについても当然しわ寄せが来ると。そ

れについては、もう何年か後には当然今度は最

終的決断というのは引き上げしかないと。 

 今回については、応能ということで、ある程

度所得のある人についての部分にその対象とな

るというような、そこを考えたときにですね、

やはり私はそちらをまずはやって、で、その中

でいかに、その何ていいますか、医療費が上が

らないような手当をしながら解消していく、解

消につながるかどうかわからないですが、これ

からも長いから見ればですね、そこをしなけれ

ばやっぱ税の公平性とか、必ずまた出てくると

思います。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。今、橋本委員さんからもお話がありま

したように、税率を引き上げる一方で、先ほど

も申し上げましたように、特定健診の充実させ

るということで、そういった一方では、やっぱ

りその医療費の適正化、医療費抑制のためにも

ですね、私たちは全員一丸となって努力してい

かなければないと。先ほど私も申し上げました

ように、やっぱ市民の健康づくりというのをで

すね、力を入れていかなければならないと考え

ております。御理解いただきたいと思います。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。軽減割合の分

のですね、０.５割の上乗せの部分を廃止する

と、今回ですね。もうそれについては、やむを
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得ないかなというふうに思う部分はあります。 

 しかしながら、やはりここにある応能分の部

分についてもですね、やっぱり今回それにして

は、そこを上げるにしてはやっぱ上げ幅の部分

がですね、非常にやっぱ大きいだろうと。大き

いというふうに思うんですよね。 

 で、上げることについて、私はね、上げるこ

とについて反対はしてないんですよ。ただ、先

ほどの国保のですね、あれにもあったように、

突然にやっぱこんなふうにね、九.何％を上げ

ていくということについては、非常にやっぱり

負担は大きいだろうなと思うので、やっぱもう

少し慎重にですね、段階的に上げていく方法も

とらんといかんし、税の公平性とかっていうん

であればですよ、今のいろんな特会の部分で、

やっぱり基準を法定外の繰り入れをやっている

部分についてもですね、やっぱりしかりだとい

うふうに思うんです。で、そういった部分も

ね、考慮しながら、で、それってやっぱり市民

の負担をできるだけ軽減していく方策をきちん

ととっていって示していくということだと思い

ます。 

 で、先ほど医療費のね、高騰をやっぱできる

だけ下げていくって、それはね、本気になって

取り組まなんとですよ。健康寿命のね、長くや

るということも含めて、さっき特定健診の４

０％とかって話もあったけど、そんなことでで

すよ、やるという話じゃないわけだから、本当

にその医療費の部分を抑えていこうというふう

に思うんであれば、もっとね、私は職員は頑張

らんといかんというふうに思います。で、その

あたりも含めてですね、やると、２８年度。

で、今回その税率についてはね、もう少し緩和

をしていくというふうにやるべきだと、私は思

います。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、以上で質

疑を終了します。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 採決は挙手により行います。挙手しない者は

反対とみなします。 

 議案第１１号・平成２８年度八代市国民健康

保険特別会計予算については、原案のとおり決

するに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手多数と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第１２号・平成２８年度八代市後期高齢

者医療特別会計予算 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第１２

号・平成２８年度八代市後期高齢者医療特別会

計予算を議題とし、説明を求めます。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 小川国保ねんきん課

長。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） 引き続

き、よろしくお願いいたします。座って説明さ

せていただきます。 

 それでは、平成２８年度八代市特別会計予算

書の３９ページをお願いいたします。 

 議案第１２号・平成２８年度八代市後期高齢

者医療特別会計予算について御説明いたしま

す。 

 後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方と６

５歳から７４歳までの方で一定の障害を持つ方

を対象とした医療制度で、県内全ての市町村が

加入する熊本県後期高齢者医療広域連合が運営

主体となり、制度の運営を行っております。な

お、市町村におきましては、給付申請などの届
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け出窓口となり、保険証の引き渡しや保険料の

徴収業務などを行っております。 

 それでは、まず第１条の歳入歳出予算です

が、総額をそれぞれ１６億７４５３万５０００

円とし、款項の区分及び当該区分ごとの金額

は、４０ページの第１表、歳入歳出予算のとお

りでございます。 

 ４３ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算事項別明細書ですが、歳入歳出

の比較の合計欄に示しておりますように、９０

５万１０００円、率にして０.５％の増額とな

っております。 

 款ごとの増減の主な内容でございますが、上

段の歳入、一番右の列、比較欄をごらんくださ

い。 

 まず、款１・後期高齢者医療保険料ですが、

被保険者数は年々増加しているものの、所得の

減少や保険料の軽減対象者の拡大により１１２

１万円の減額となっております。なお、平成２

７年１２月末現在の被保険者数は２万２２４４

人となっており、後期高齢者医療制度が開始さ

れた平成２０年度と比較しまして、約２５００

人ほど増加しております。 

 次に、１つ飛びまして、款３・繰入金で、２

０３６万６０００円の増額となっております

が、こちらにつきましても、繰入金のうち、主

に保険料を軽減した分を公費で補塡するための

財源である保険基盤安定繰入金が増加したため

でございます。 

 続きまして、歳出では、款１・総務費におい

て２３８万６０００円の増額となっております

が、こちらは職員８名分の人件費や公用車購入

費用の増が主な要因でございます。 

 また、款２・後期高齢者医療広域連合納付金

は、歳入で受け入れた保険料や保険基盤安定繰

入金を広域連合へ支出するもので、保険料負担

金は減額となったものの、保険基盤安定分担金

の増額により７０９万７０００円の増となって

おります。 

 それでは、内容につきまして、主なものを歳

出のほうから御説明いたします。４７ペ－ジを

お願いいたします。 

 上の表、左から２番目、本年度の欄をごらん

ください。 

 款１・総務費、項１・総務管理費、目１・一

般管理費の６７０７万７０００円ですが、こち

らは被保険者の資格に関する届け出の受付や保

険証の交付に要する経費で、主に広域連合への

派遣職員２名を含む職員８名分の人件費や保険

証送付に係る郵便料でございます。 

 次に、下の表、項２、目１・徴収費９１３万

１０００円ですが、こちらは保険料の徴収事務

に要する経費で、主に臨時職員の賃金や納付

書・封筒などの印刷製本費及び郵便料でござい

ます。 

 ４８ページをお願いいたします。 

 まず、款２、項１・後期高齢者医療広域連合

納付金の目１・被保険者保険料納付金ですが、

被保険者から徴収いたしました保険料を広域連

合へ納付するものでございまして、１０億６１

７０万１０００円を計上しております。 

 次に、目２・保険基盤安定分担金５億９４４

万８０００円ですが、こちらは保険料軽減分を

補塡するため、一般会計から繰り入れ、広域連

合へ支出するもので、県が４分の３の３億８２

０８万６０００円、市が４分の１の１億２７３

６万２０００円をそれぞれ負担する予定となっ

ております。 

 次に、款３・保健事業費、項１、目１・健康

保持増進事業費ですが、説明欄の国保ねんきん

課分といたしまして、はり・きゅう等助成事業

に係る経費８８０万６０００円、広域連合の委

託事業として健康推進課が実施します高齢者健

診及び歯科口腔健診経費１５０３万２０００円

をそれぞれ計上しております。歯科口腔健診に

つきましては、平成２８年度からの新規事業と
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して、口腔機能をチェックすることで口腔機能

低下による誤嚥性肺炎や生活習慣病等の重症化

予防を図り、被保険者の健康保持増進につなげ

るものでございます。 

 なお、健診に係る個人負担は、高齢者健診が

８００円、歯科口腔健診が４００円となってお

ります。 

 ４９ページをお願いいたします。 

 款４・諸支出金、項１・償還金及び還付加算

金は、保険料の過誤納に伴います還付金及び還

付加算金で、前年度から９０万円減額の２３４

万円でございます。 

 以上、歳出の説明でございます。 

 続きまして、歳入でございます。恐れ入りま

すが、戻りまして４４ページをお願いいたしま

す。 

 まず、款１、項１・後期高齢者医療保険料で

ございますが、年金からの差し引きにより保険

料を納めていただく特別徴収保険料が７億２１

６０万円、納付書または口座振替により保険料

を納めていただく普通徴収保険料が３億４０１

０万円、合計で１０億６１７０万でございま

す。 

 なお、前年度からの減額理由につきまして

は、先ほど申し上げましたとおり、所得の減少

や保険料の軽減対象者の拡大によるものでござ

います。 

 １つ飛びまして、款３・繰入金、項１・一般

会計繰入金でございますが、まず、目１・事務

費繰入金８２３７万３０００円は、職員の人件

費や保険料の徴収などに係る経費について一般

会計から繰り入れるものでございます。 

 次に、目２・保険基盤安定繰入金５億９４４

万８０００円は、広域連合へ支出する保険基盤

安定分担金について一般会計から繰り入れるも

のでございます。 

 ４５ページは飛ばしまして、４６ページをお

願いいたします。 

 下段の款５・諸収入、項４・受託事業収入、

目１・後期高齢者医療広域連合受託事業収入１

７４６万６０００円ですが、こちらは健康推進

課が実施します高齢者健診や歯科口腔健診に対

する広域連合からの委託料でございます。 

 以上で、平成２８年度八代市後期高齢者医療

特別会計当初予算の説明を終わらせていただき

ます。御審議のほど、よろしくお願いいたしま

す。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。ありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、以上で質

疑を終了します。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第１２号・平成２８年度八代市後期高齢

者医療特別会計予算については、原案のとおり

決するに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第１３号・平成２８年度八代市介護保険

特別会計予算 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第１３

号・平成２８年度八代市介護保険特別会計予算

を議題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。続きまして、お疲れのことと思います

が、議案第１３号・八代市介護保険特別会計予

算につきましても、私のほうから簡単に説明申
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し上げます。座って説明させていただきます。 

 平成２８年度当初予算は１４１億１７０８万

円を計上いたしておりまして、前年度当初と比

較いたしまして５億１４５８万円、率にして

３.７８ポイントの伸びとなっております。前

年度の伸び率が０.２４ポイントでありました

ので、伸び率が大きくなっておりますが、主な

要因は介護サービス利用者の増加でございま

す。 

 また、２８年度には介護予防サービスについ

て、介護保険サービスから順次、市町村が行う

新しい総合事業へ移行し、対象者は要支援１ま

たは２の方に加え、認定を受けてなくてもサー

ビスの利用が必要と認められた方になります。

新しい総合事業では、一人一人の状態に合わせ

た多様なサービスを提供することで、これまで

以上に介護予防及び自立促進を目指してまいり

たいと考えております。 

 それでは、長寿支援課秋田課長より詳細につ

いて説明させますので、よろしく御審議お願い

します。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 秋田長寿支援課長。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） はい。こんに

ちは。（｢こんにちは」と呼ぶ者あり）長寿支

援課、秋田でございます。よろしくお願いしま

す。それでは、座って説明させていただきま

す。 

 平成２８年度八代市特別会計予算書、こちら

の５９ページになります。 

 議案第１３号・平成２８年度八代市介護保険

特別会計予算でございます。 

 第１条で、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出

それぞれ１４１億１７０８万５０００円と定め

ております。 

 次に、第２条で地方自治法第２１４条の規定

により債務負担行為を定めております。その内

容は、６１ページをお願いします。 

 ６１ページの下の表、第２表・債務負担行為

におきまして、介護保険料仮算定納入通知書作

成等業務委託について、平成２８年度から２９

年度の２年間で、限度額５７万８０００円を設

定いたしております。これは、平成２９年４月

に実施予定の平成２９年度仮算定の賦課業務に

つきまして、平成２８年度中に委託先を決定・

契約する必要があることから、債務負担行為を

設定するものでございます。 

 次に、６５ページをお願いします。 

 ６５ページ、歳入歳出予算事項別明細書でご

ざいます。平成２８年度の合計額は、前年度と

比較して５億１５１８万８０００円、率にして

３.７９％の増となっております。その主な要

因は、歳出の第２款・保険給付費で２億４５８

０万円、率にして約１.８８％の増、款３・地

域支援事業費で２億７２８８万６０００円、こ

ちらは率にしますと１３２.６６％の増となっ

たためでございます。 

 それでは、７２ページをお願いします。 

 まず、歳出から御説明いたします。なお、少

額なものにつきましては、一部説明を省略させ

ていただきたいと思います。 

 款１・総務費、項１・総務管理費、目１・一

般管理費で１億９３６５万７０００円を計上し

ております。 

 内容につきましては、右側の説明欄のとお

り、一般職２６人分の人件費１億８５０５万３

０００円と、次からの介護管理一般事務事業４

３万３０００円と介護給付一般事務事業４４１

万７０００円、地域支援一般事務事業３５万３

０００円は、介護保険事業の実施に必要な一般

的な事務経費でございまして、封筒やパンフレ

ットの印刷費、事務用品あるいは事務機器のリ

ース等の経費、介護給付の審査支払いなどを委

託しております国民健康保険団体連合会――国

保連と略しますが、こちらへの共同処理委託料

などでございます。 
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 次の介護保険事業計画策定事業３３９万９０

００円は、平成３０年度からの第７期計画策定

に向けたアンケート調査に要する経費及び介護

保険事業計画等策定・評価審議会の開催に要す

る経費でございます。平成２８年度の審議会

は、２７年度に引き続き、計画策定後の評価の

年となりますので、年１回の開催を予定してお

ります。 

 項の１・総務管理費は、前年度と比較して５

１０万１０００円の増となっております。理由

は、給与改定に伴う人件費が１５９万３０００

円の増となったことや、第７期の介護保険事業

計画策定に向けたアンケート調査費３２５万９

０００円などが主なものでございます。 

 続きまして、項２・徴収費、目１・賦課徴収

費の７５２万円は、介護保険料の賦課及び徴収

に要する経費でございます。主に保険料の本算

定時の納付書やはがきの印刷製本費９７万９０

００円、納付書等の郵便料４４９万１０００円

などでございます。 

 項２・徴収費は、前年度と比較して２５１万

７０００円の減となっています。主な理由は、

仮算定について特別徴収で一定の要件を満たす

場合は通知を省略できることから、特別徴収は

がきの印刷や郵送料など２３２万７０００円減

少したことが主な理由です。 

 ７３ページをお願いします。 

 項３・介護認定費、目１・介護認定審査会費

２５７９万３０００円は、要介護認定申請を行

った方の介護度を審査する介護認定審査会の開

催に要する経費です。平成２８年度は、申請件

数の見込みを１万８００件としており、審査会

は３２０回開催する予定でございます。 

 節別の主なものとして、節１・報酬２３３６

万円は、介護認定審査会の委員９７人分の報酬

で、１人１回当たりの単価は、医師が２万１０

００円、医師以外の方は１万７０００円で、昨

年度と同額でございます。次の節８・報償費７

５万円と節９・旅費４６万５０００円は、介護

認定審査会委員が県主催の現任者研修や新任者

研修に参加したときの謝礼及び旅費でございま

す。節１４・使用料及び賃借料６３万３０００

円は、認定審査会の会場使用料及び空調やコン

セントの利用料でございます。 

 次に、目２・認定調査費１億１１１６万２０

００円は、認定調査員による訪問調査や主治医

意見書の作成依頼、介護認定審査会の資料作成

等に要する経費です。 

 節別の主なものとして、節４・共済費から節

７・賃金までは、介護認定調査員２０人及び事

務補助員３人分の人件費です。節１２・役務費

５０９１万６０００円は、主治医意見書の作成

依頼の発送やその受取人払いの郵便代３１３万

円、主治医意見書の作成手数料４７６０万１０

００円が主なものです。節１３・委託料４６３

万５０００円は、要介護認定調査を市外や市内

の事業者へ委託する経費２３３万円と、介護認

定支援システムの保守委託２３０万５０００円

です。節１４・使用料及び賃借料３５３万２０

００円は、介護認定支援システムのリース料３

４８万２０００円が主なものです。 

 項３・介護認定費は、前年度と比較しますと

６１７万９０００円の減となっております。そ

の理由は、平成２７年度に実施しました介護認

定支援システムの改修が完了したことが主な理

由です。 

 なお、款１・総務費の財源内訳は、事業収入

としての雑入２２万１０００円以外は、全て事

務費に対するルール分として一般会計からの繰

入金となっております。 

 ７４ページをお願いします。 

 款２・保険給付費、項１・保険給付費、目

１・介護サービス給付費で１１９億５１１０万

円を計上いたしております。これは、要介護１

から５までの認定を受けた方の給付費で、内訳

として説明欄にありますように、居宅介護サー
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ビス給付事業４９億６７６０万円、施設介護サ

ービス給付事業４０億１５００万円、地域密着

型サービス給付事業２３億５６００万円、居宅

介護サービス計画給付事業６億１２５０万円を

見込んでおります。 

 次に、目の２・介護予防サービス給付費で４

億８３４０万円を計上いたしております。これ

は、要支援１、２の認定を受けた方の給付費

で、内訳として介護予防サービス給付事業４億

１８６０万円、介護予防地域密着型サービス給

付事業２１６０万円、介護予防サービス計画給

付事業４３２０万円を見込んでおります。 

 次に、目の３・高額介護サービス費の２億８

１００万円は、要介護の方が介護サービスを利

用された際に、その月の自己負担額が一定額を

超えた際、申請により超過分を後日お返しする

ものでございます。 

 １つ飛びまして、目の５・高額医療合算介護

サービス費の３５００万円は、毎年８月１日か

ら翌年７月３１日までの１年間の医療保険と介

護サービスの自己負担の合計額が一定額を超え

た場合に、申請により超過分を後日お返しする

ものです。 

 １つ飛びまして、目７・審査支払手数料の１

５００万円は、各介護事業所が国保連合会へ提

出する介護報酬請求書を国保連合会が審査し、

各事業所に支払ってもらう手数料でして、平成

２８年度は２１万４０００件余りを見込んでお

ります。 

 次に、目８・特定入所者介護サービス費の５

億３２００万円は、介護保険限度額認定のこと

でして、施設サービス利用時の食費や部屋代

は、全額本人負担が原則ですが、低所得で一定

要件を満たす方の施設利用が困難にならないよ

うにするため、本人負担に限度額を設け、それ

を超える部分は介護保険から補足的に給付する

ものでございます。 

 ７５ページをお願いします。 

 款の２・保険給付費、項１・保険給付費の計

は、前年度と比較して２億４５８０万円の増と

なっております。理由は、過去の実績及び最近

の給付費やサービス利用者数の伸びなどを勘案

し、約１.８８％の増と見込んだことによるも

のです。 

 なお、財源内訳として、国庫支出金で、居宅

系サービスは２０％、施設系サービスは１

５％、調整交付金は８.４４％。次に県支出金

で、居宅系サービスが１２.５％、施設系サー

ビスは１７.５％。次に八代市が負担するルー

ル分の一般会計繰入金が１２.５％。事業収入

として４０歳から６４歳の第２号被保険者の保

険料に当たる社会保険診療報酬支払基金交付金

が２８％、残りは６５歳以上の第１号被保険者

保険料を充てて、それぞれ目ごとに計上してお

ります。 

 次に、款３・地域支援事業費について御説明

いたします。 

 この地域支援事業は、６５歳以上の全ての高

齢者を対象に平成１８年度に創設され、介護予

防事業、包括的支援事業、任意事業の３つの事

業を実施してまいりましたが、平成２６年６月

の医療・介護総合確保推進法成立に伴い、介護

保険法が改正されまして、新しい介護予防・日

常生活支援総合事業と、新しい包括的支援事

業・任意事業の２つに再編されております。 

 まず、項１・介護予防・日常生活支援総合事

業費は、高齢者が要介護状態とならないよう、

運動機能や栄養改善指導などを行う事業です。 

 目１・介護予防・生活支援サービス事業費

で、２億６３５９万５０００円を計上いたして

おります。説明欄の訪問型サービス事業５０９

２万９０００円は、これまでの訪問介護いわゆ

るホームヘルプサービスの現行サービス相当分

のほか、本市独自で設定いたします掃除・洗濯

等の生活援助サービス――えぷろんケアサービ

スが主なものです。 
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 次に、通所型サービス事業の１億６９６６万

６０００円は、これまでの通所介護いわゆるデ

イサービスの現行サービス相当分のほか、本市

独自で設定するリハビリ中心のサービス――元

気アップチャレンジ教室やお達者クラブが主な

ものです。 

 次の介護予防支援事業（ケアマネジメント）

の４３００万円は、新しい総合事業においてケ

アマネージャーが介護予防プランを作成した際

の介護予防支援費でございます。 

 節別の主な経費は、節１３・委託料８２３０

万９０００円、これはえぷろんサービス５００

万円、元気アップチャレンジ教室３７００万円

とパトリア千丁で実施中の元気が出る学校が主

なものです。また、節１９・負担金補助及び交

付金は、ホームヘルプサービスの現行サービス

相当分４５００万円や、デイサービスの現行サ

ービス相当分１億６００万円が主なものです。 

 次に、目の２・一般介護予防事業では、３１

５０万７０００円を計上しております。この事

業は、全ての高齢者に対し、できるだけ健康な

状態を維持し、虚弱化や介護を要する状態にな

らないよう、予防的事業を実施するほか、高齢

者の社会参加や生きがいづくりを支援し、介護

予防につなげるものでございます。 

 説明欄の介護予防普及啓発事業１３１万８０

００円は、通いの場を通じた地域づくりを推進

するものです。 

 次の地域介護予防活動支援事業２９５０万６

０００円は、住民主体やボランティア等の人材

の育成を図りつつ、多様な活動の場を設定する

ものでございます。 

 また、節ごとの主なものとして、節１３・委

託料２８６１万６０００円は、各町内の公民館

等において健康づくり、仲間づくり、生きがい

づくりなどを目的に開催しているいきいきサロ

ン事業委託１８０８万１０００円、高齢者の転

倒や閉じこもり予防を目的に、やつしろ元気体

操教室等を開催するやつしろ元気づくり事業委

託４４５万６０００円、高齢者の生きがいの発

見や社会参加を目的に、趣味や文化伝承の講座

を行う社会参加事業２７０万円が主なもので

す。 

 ７６ページをお願いします。 

 項１の計になりますが、前年度と比較いたし

まして２億４８９７万７０００円の増となって

おります。理由は、事業の再編によりまして、

これまで介護予防サービス給付事業であったも

の、あるいは介護予防サービス計画給付事業で

あったものから、本項のほうへ移行したという

ことが主な理由でございます。 

 なお、財源内訳は、国庫補助金２５％、県補

助金１２.５％、市が負担するルール分の一般

会計繰入金１２.５％、事業収入として、第２

号被保険者の保険料に当たる支払基金交付金２

８％、第１号被保険者保険料２２％があってお

ります。 

 次に、下の表ですが、項２・包括的支援事

業・任意事業費の目１・包括的支援事業費で

は、１億４８６０万円を計上しております。 

 説明欄の地域包括支援センター運営委託事業

１億２８０６万８０００円は、市内６カ所に設

置しております地域包括支援センター及び坂本

地区、泉地区に設置しておりますあんしん相談

センターの運営委託が主なものです。 

 この地域包括支援センターでは、保健師、社

会福祉士、主任介護支援専門員を合計４人配置

し、高齢者の介護等の総合相談、高齢者の権利

擁護や虐待防止の相談・支援、要支援認定者の

ケアプラン作成、地域のケアマネジャーからの

相談や助言、医療と介護の連携業務などを行っ

ております。 

 次の認知症施策推進事業７５２万５０００円

は、複数の専門職が認知症の方やその家族に早

くからかかわることで、早期診断・早期対応を

行う認知症初期集中支援チーム設置などでござ
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います。 

 次の生活支援サービス体制整備事業８３６万

円は、地域資源の整理・確認や、地域に不足す

る資源の特定及び開発を行い、高齢者を支える

地域づくりにつなげるもので、生活支援コーデ

ィネーターの設置に係る経費が主なものです。 

 ２つ飛びまして、在宅医療・介護連携推進事

業３７９万５０００円は、地域の医療・介護資

源の把握や医療・介護関係者の研修、地域住民

への普及啓発等について、氷川町と共同で行う

ものです。 

 節別の主なものとしましては、節１３・委託

料１億４１０５万３０００円、これは市内６カ

所の地域包括支援センター委託料、生活支援コ

ーディネーターの委託料が主なものです。 

 次に、目２・任意事業費では３４８８万１０

００円を計上いたしております。 

 説明欄の２つ目、家族介護支援事業６０３万

９０００円は、家族介護者の支援を目的に、介

護知識や介護技術、介護サービスの適切利用等

を習得するための介護技術教室、あるいは家族

介護者の身体的、精神的、経済的負担の軽減を

図るための介護用品の支給、家族介護者の交流

などの事業です。 

 次に、７７ページをお願いします。 

 上段の表の説明欄、生活支援事業２７８３万

１０００円は、高齢者が地域で自立した日常生

活を送れるよう、ひとり暮らしの高齢者に緊急

通報システムを貸与し、急病や災害時の迅速な

対応を行うあんしん相談確保事業や、食事の準

備・調理等が困難な高齢者を対象に、配食サー

ビスを行う食の自立支援事業などでございま

す。 

 節別の主なものとして、節１３・委託料２７

０６万９０００円は、安心相談確保事業委託１

３０７万５０００円、食の自立支援事業委託１

３４３万９０００円が主なものです。 

 また、項２・包括的支援事業・任意事業費の

財源は、国３９％、県１９.５％、一般会計繰

入金１９.５％、第１号被保険者保険料が２

２％になります。 

 次に、７７ページの中段の表、款４・基金積

立金で１７万８０００円を計上しております。

これは、介護給付費準備基金の預金利子を定期

預金に積み立てるものです。 

 次に、下の表、款５・諸支出金、項１・償還

金及び還付加算金で１３９万２０００円を計上

しております。これは、介護保険料の過年度分

の還付を行うものです。 

 続きまして、歳入について御説明いたしま

す。前後いたしますが、６６ページにお戻りく

ださい。 

 款１・保険料、項１・介護保険料、目１・第

１号被保険者保険料では２５億４０４１万６０

００円を計上いたしております。 

 内訳は、節１・現年度分特別徴収保険料２３

億１２０９万５０００円、節２・現年度分普通

徴収保険料２億２０３２万１０００円、節３・

滞納繰越分保険料８００万円です。 

 次に、下の表の款２・分担金及び負担金、項

１・負担金、目１・地域支援事業負担金で６０

万４０００円を計上いたしております。これ

は、歳出で御説明いたしました在宅医療・介護

連携推進事業を氷川町と共同実施することに伴

う氷川町の地域支援事業負担金でございます。 

 ６７ページをごらんください。 

 まず上の表、款３・使用料及び手数料、項

１・手数料では、介護保険料の督促料５０万円

を計上しております。 

 次に、真ん中の表、款４・支払基金交付金、

項１・支払基金交付金、目１・介護給付費交付

金３７億２３６６万４０００円、これは４０歳

から６４歳までの第２号被保険者保険料です。

加入されている各医療保険者から社会保険診療

報酬支払基金に一旦集められ、介護給付額に応

じて交付されるものでして、先ほど御説明いた
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しました歳出の款２・保険給付費１３２億９８

８０万円の２８％を計上しております。 

 目２・地域支援事業支援交付金８２６２万８

０００円は、先ほど御説明いたしました歳出の

款３・地域支援事業費、項１・介護予防・日常

生活支援総合事業費の２億９５１０万２０００

円の２８％でございます。 

 次に、下の表、款５・国庫支出金、項１・国

庫負担金、目１・介護給付費負担金で２４億３

１６１万円を計上しております。国庫負担金

は、保険給付費に対し居宅系サービスは２

０％、施設系サービスは１５％を、それぞれ国

がルール分として負担いたします。 

 ６８ページをお願いします。 

 項２・国庫補助金、目１・調整交付金の１１

億２２４１万６０００円は、保険給付費１３２

億９８８０万円に、見込みの交付率８.４４％

を乗じた額です。 

 目２・地域支援事業交付金（介護予防事業）

７３３７万５０００円は、介護予防・日常生活

支援総合事業費２億９５１０万２０００円の２

５％を計上しております。 

 続きまして、目３・地域支援事業交付金（包

括的支援事業・任意事業）７１５５万７０００

円は、包括的支援事業・任意事業費の３９％を

計上しております。 

 項の２・国庫補助金の合計は１２億６７７４

万８０００円でございます。 

 次に、款６・県支出金、項１・県負担金、目

１・介護給付費負担金は、１８億９０４９万９

０００円です。これは、保険給付費に対し居宅

系サービス１２.５％、施設系サービス１７.

５％を県がそれぞれルール分として負担いたし

ます。 

 ６９ページをお願いします。 

 上の表、項２・県補助金、目１・地域支援事

業交付金（介護予防事業）３６８８万７０００

円は、介護予防・日常生活支援総合事業費の総

額の１２.５％を計上しております。 

 目２・地域支援事業交付金（包括的支援事

業・任意事業）３５７７万８０００円は、包括

的支援事業・任意事業費の１９.５％を計上し

ており、この項２・県補助金の合計は７２６６

万５０００円となります。 

 次に、真ん中の表、款７・財産収入の１７万

８０００円は、介護給付費準備基金の利子でご

ざいます。 

 次に、下の表、款８・繰入金、項１・一般会

計繰入金では２１億５９４万１０００円を計上

しております。内訳として、節の１・介護給付

費繰入金１６億６２３４万９０００円ですが、

これは保険給付費の総額に対します市負担ルー

ル分１２.５％でございます。 

 ７０ページをお願いします。 

 節の２・地域支援事業繰入金（介護予防事

業）３６６８万７０００円は、介護予防・日常

生活支援総合事業の総額の市負担ルール分１

２.５％でございます。節３・地域支援事業繰

入金（包括的支援事業・任意事業）３５７７万

８０００円は、包括的支援事業・任意事業費の

総額の市負担ルール分１９.５％でございま

す。節４・低所得者保険料軽減繰入金３３６８

万１０００円は、低所得者の介護保険料軽減強

化として、第１号被保険者の第１段階の保険料

について、本来料率０.５とすべきところ、０.

０５引き下げて０.４５としたことに伴い、軽

減分を国・県・市で負担するものでございま

す。節５・その他の一般会計繰入金３億３７２

４万６０００円は、歳出の款１・総務費のう

ち、人件費１億８５０５万３０００円及びその

他の事務費１億５３０７万９０００円に係る市

負担ルール分でございます。 

 ７１ページの下の表をお願いします。 

 款１０・諸収入、項３・雑入の目３・雑入で

６２万６０００円を計上しております。内訳と

して、説明欄の雇用保険料２１万１０００円、
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これは要介護認定訪問調査員の雇用保険料の預

かり分でございます。 

 次に、介護報酬返還金１７万１０００円は、

居宅介護支援費返還金で、分割納付誓約書によ

り毎月１万４２８６円が返還されているもので

ございます。 

 その他、介護保険認定情報提供料１１万３０

００円などがあります。 

 以上で、議案第１３号・平成２８年度八代市

介護保険特別会計予算の説明を終わります。御

審議のほど、よろしくお願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

○委員（島田一已君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 島田委員。 

○委員（島田一已君） はい。今回、新規とし

まして認知症初期集中支援チーム委託とありま

すけども、これはどこに委託されて、そしてま

たどのような内容でされるんでしょうか。ちょ

っと御説明お願いしたいと思います。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 吉田長寿支援課副主

幹兼地域支援係長。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） 地域支援係吉田と申します。 

 認知症初期集中支援チームにつきましては、

認知症サポート医の指導、助言をもとに、保健

師、看護師、介護福祉士などが、複数の専門職

が認知症の疑いのある人や認知症の人及びその

家族を個別訪問いたしまして、認知症の専門医

の鑑別診断等を踏まえまして、観察評価を行う

中で、本人や家族支援などを行いまして、初期

の支援を包括的、集中的に行いまして、自立生

活のサポートを行うというものとなっておりま

す。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 ほかにありませんか。 

○委員（橋本幸一君） よろしいですか。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） それに含めてですが、

その地域支援事業費ということで４億７８００

万のも入ってるわけですが、これは事業という

のは、事業主体は、例えばですね、生活支援事

業の中で安心相談確保事業委託とか、食の自立

支援事業委託とあるんですが、どのような形

で、流れで委託されていくんですか。それの流

れをちょっと質問したいと思います。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 吉田長寿支援課副主

幹兼地域支援係長。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） はい、食の自立支援事業の分で申し上げ

ますと、現在八代市の事業所の６カ所に委託契

約を行っております。で、そちらのほうに事業

所の説明会を行いまして、手上げ方式という形

で募集をとりまして、そちらのほうと契約を行

っているということになっております。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） はい。以前やってた配

食サービスみたいなあれですか。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 吉田長寿支援課副主

幹兼地域支援係長。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） はい、そのとおりでございます。配食サ

ービス、弁当の配達になります。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） はい、わかりました。 

 じゃあ、安心相談確保事業というのは、どう

いう。 

○委員長（友枝和明君） 吉田長寿支援課副主

幹兼地域支援係長。 
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○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） はい。こちらにつきましては、おおむね

６５歳以上の独居の高齢者の方の部分に緊急通

報装置というものを貸与いたしまして、警備会

社のほうから定期的に、月に２回ほど安否確認

の連絡とか、または緊急時に民生委員さんであ

るとか、御自分の御家族のところに連絡がいく

体制となっております。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） 安否確認の部分です

ね。はい、わかりました。ありがとうございま

した。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 八代市のですよ、施

設入所希望というのがあると思うんですけれど

も、それの待機とかっていうのは、今どんな状

況なんでしょう。 

○委員長（友枝和明君） 久保長寿支援課副主

幹兼介護給付係長。 

○長寿支援課副主幹兼介護給付係長（久保祝子

君） 介護給付係、久保と申します。よろしく

お願いします。 

 特別養護老人ホームの入居の待機数というこ

となんですけれども、ちょっと前になるんです

けども、２５年度の７月時点で早期な対応が必

要と思われる在宅で要介護３以上の方が９６

名、要介護１、２で認知症高齢者、日常生活自

立度２以上の方が５９名でありました。 

 以上です。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 施設に入所できなけ

れば、在宅というふうなですね、ことになって

いくのかなと思うんですが、今、国が介護離職

者ゼロというような政策を打ち出していますよ

ね。そのあたりというのは、何か地方のところ

にそういった政策の概要というか、そういった

ものっていうのは今もうあるんですかね。ない

ならないでいいです。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 その点に関してのその施策っていうのはやっ

てないんですけど、介護離職ゼロっていうの

は、在宅で家族を見なくちゃいけないから、結

局仕事をやめなくちゃいけないっていう現象な

んですけれどですね。 

 ただ、国はどんどんどんどんお年寄りがふえ

てくる。団塊の世代の方々が後期高齢者になっ

ていくという、１０年後にはそういった時代に

なっていくと。となったときは、もっともっと

介護が必要とする、医療が必要とする人たちが

ふえてくると。となったときに、今の施設だけ

では対応し切れないということで、在宅医療、

在宅介護というのを進めております。 

 ですから、今、盛んに地域包括ケアシステム

の構築ということで言われてますけれども、本

市としてもそれを進めてるんですけど、それ

を、ですから家族だけで、その在宅の介護をす

るというんじゃなくて、やっぱりその社会全体

でいろんなサービス、医療、介護、予防、生活

支援、住まいと、この５つのそれぞれのサービ

スが一体となって、他職種が連携してその介護

を受けてる人を支援していくと。家族も支援し

ていくということです。 

 ですから、家族だけで悩むのじゃなくて、社

会全体で支援していくということが必要になる

かと思います。そのためのシステムをつくり上

げていかなくちゃいけない。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 
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○委員（幸村香代子君） 多分、社会全体でで

すね、それを見ていくということはやっぱり必

要なことなんだろうなというふうに思うんです

が、結局その介護離職者が出てくるっていう背

景には、確かにそういったサービスが充実し

て、そのサービスが利用できれば、金銭的な利

用料なんかも含めてですね、できればいいんだ

けれども、やっぱりそれにかかるお金が払えな

ければ、やっぱり仕事をやめてでも家族が見な

きゃならないというふうなですね、やっぱ状況

に陥るんだろうなっていうふうに思うんです

ね。何かそのあたりもこう現状をよく把握して

みていただきながら、進めていただければなと

いうふうに思います。 

 済いません、意見になりました。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第１３号・平成２８年度八代市介護保険

特別会計予算については、原案のとおり決する

に賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第１８号・平成２８年度八代市診療所特

別会計予算 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第１８

号・平成２８年度八代市診療所特別会計予算を

議題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。引き続き、議案第１８号・平成２８年

度八代市診療所特別会計予算につきましては、

人口減少及び高齢化の進行が著しい泉地区にお

いて、地域住民の必要な医療の確保に向けて、

引き続き努力してまいりたいと考えておりま

す。 

 では、議案第１８号につきまして、健康福祉

政策課、西田課長より説明させます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

○健康福祉政策課長（西田修一君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 西田健康福祉政策課

長。 

○健康福祉政策課長（西田修一君） はい。こ

んにちは。（｢こんにちは」と呼ぶ者あり）健

康福祉政策課の西田でございます。よろしくお

願いいたします。それでは、座って説明させて

いただきます。 

 議案第１８号・平成２８年度八代市診療所特

別会計予算につきまして御説明いたします。 

 予算書の１６９ページをお願いいたします。 

 第１条におきまして、歳入歳出予算の総額

を、それぞれ８３２７万円２０００円といたし

ております。内容につきまして、まず歳出から

御説明をさせていただきます。 

 １７８ページをお願いいたします。 

 款１・総務費、項１・総務管理費、目１、一

般管理費は５６２１万９０００円を計上いたし

ております。その内訳でございますが、右側の

説明欄をごらんください。 

 椎原診療所医師１名分の人件費１６６５万１

０００円、椎原診療所一般管理事業１８１９万

４０００円、下岳診療所一般管理事業１８９０

万４０００円、歯科診療所一般管理事業２４７

万円を計上いたしております。 

 節の主なものを申し上げますと、節７・賃金

７６３万円は、椎原診療所看護師２名、医療事

務員１名、患者送迎車運転手１名に係る賃金で

ございます。節１３・委託料２０８３万７００

０円は、下岳診療所医師等派遣委託１６１５万
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円、歯科診療所医師派遣委託２３４万６０００

円、椎原診療所医療事務業務委託９５万６００

０円、椎原・下岳両診療所の医療事務システム

保守委託料５３万２０００円が主なものでござ

います。節１８・備品購入費３３５万６０００

円は、椎原診療所の自動分割分包機購入費用３

２２万円が主なものでございます。 

 目２・研究研修費８１万９０００円は、椎原

診療所の医師の研究・研修にかかわる旅費でご

ざいます。これは、へき地診療所に勤務する医

師の研修機会を確保し、医療技術の向上を図る

ために、毎週木曜日、熊本大学附属病院等で開

催される研修会への参加に伴う宿泊費、旅費、

日当でございます。 

 目３・医療費でございますが、２５２１万５

０００円を計上いたしております。その内訳で

ございますが、右側の説明欄をごらんくださ

い。 

 椎原診療所医療事業１７０２万円、下岳診療

所医療事業８０４万９０００円、歯科診療所医

療事業１４万６０００円を計上いたしておりま

す。 

 節１１・需用費２４０９万８０００円は、椎

原診療所、下岳診療所及び歯科診療所で使用す

る医薬品２３５１万円、医薬材料費５８万８０

００円でございます。節１３・委託料１１１万

７０００円は、血液検査委託料１０１万７００

０円、歯科技工委託料１０万円でございます。 

 次に、１７９ページをお願いいたします。 

 款２・公債費、項１・公債費、目１・元金９

５万６０００円及び目２・利子６万３０００円

は、医療機器購入時の財源確保といたしまし

て、国から借り入れし、計画的に返済している

事業における長期債にかかわる償還元金及び償

還利子でございます。 

 次に、歳入について御説明いたします。恐れ

入りますが、お戻りいただきまして１７５ペー

ジをお願いいたします。 

 款１・診療所事業収入、項１・診療収入、目

１・保険収入で３５７２万５０００円を見込ん

でおります。これは、節１・保険診療報酬で、

その内訳は椎原診療所２２００万円、下岳診療

所１３６０万円、歯科診療所１２万５０００円

をそれぞれ見込んでおります。 

 目２・一部負担金収入６１２万円は、個人負

担分でございます。 

 次に、１７６ページをお願いいたします。 

 款３・県支出金、項１・県補助金、目１・へ

き地診療所県補助金６８５万１０００円を計上

いたしております。これは、椎原へき地診療所

運営費補助金５３６万１０００円と、先ほど歳

出で御説明いたしました椎原診療所の自動分割

分包機購入にかかわる設備整備補助金１４９万

円でございます。 

 款４・繰入金、項１・一般会計繰入金、目

１・一般会計繰入金３１６４万２０００円の内

訳は、椎原診療所１８７４万８０００円、下岳

診療所１０４２万３０００円、歯科診療所２４

７万１０００円で、これらは各診療所運営にか

かわる不足分を一般会計から繰り入れるもので

ございます。 

 次に、１７７ページをお願いいたします。 

 款７・市債、項１・市債、目１・診療所事業

債１４０万円は、椎原診療所の自動分割分包機

の設備整備に伴うもので、購入費２９８万円か

ら県補助金１４９万円を除いた額の１００％充

当の額でございます。 

 以上で、平成２８年度八代市診療所特別会計

予算の説明を終わります。御審議のほど、よろ

しくお願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。ありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、以上で質

疑を終了します。 

 意見がありましたら、お願いします。 
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（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第１８号・平成２８年度八代市診療所特

別会計予算については、原案のとおり決するに

賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

 それでは、しばらく休憩いたします。５時３

０分から再開いたします。 

（午後５時２０分 休憩） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後５時３０分 開議） 

○委員長（友枝和明君） 休憩前に引き続き、

文教福祉委員会を再開いたします。 

 次に、条例議案の審査に入ります。 

                              

◎議案第５５号・八代市個人番号の利用及び特

定個人情報の提供に関する条例の一部改正につ

いて 

○委員長（友枝和明君） まず、議案第５５

号・八代市個人番号の利用及び特定個人情報の

提供に関する条例の一部改正についてを議題と

し、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。長丁場となっておりますけれども、今

しばらくよろしくお願いいたします。 

 それでは、議案第５５号につきましては、関

連がありますので、まず障がい者支援課の上田

課長、その後に長寿支援課の秋田課長より説明

いたさせます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

○障がい者支援課長兼障がい者虐待防止センタ

ー所長（上田真二君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田障がい者支援課

長。 

○障がい者支援課長兼障がい者虐待防止センタ

ー所長（上田真二君） こんにちは。（｢こん

にちは」と呼ぶ者あり）障がい者支援課、上田

でございます。よろしくお願いいたします。着

座にて説明をさせていただきます。 

 議案第５５号・八代市個人番号の利用及び特

定個人情報の提供に関する条例の一部改正につ

いて、まず私のほうから障がい者支援課が所管

いたします関係部分につきまして説明をいたし

ます。 

 議案書のほうは１２７ページから１２９ペー

ジまでとなります。 

 初めに、本条例が関係しますマイナンバー制

度につきまして、少し説明をさせていただきた

いと思います。 

 事前にお届けしております資料をごらんいた

だきたいと思います。表にですね、ちょっと図

が載っております、右肩に議案第５５号関係資

料と記載しておりますＡ４用紙３枚の資料にな

ります。マイナンバーを活用した特定個人情報

の利用というふうに表題をつけております。 

 マイナンバー制度がことしの１月から始まっ

ておりますけれども、マイナンバーは住民票を

有する全ての方に、１人に１つの番号を付し

て、社会保障や税、災害対策の分野で効率的に

情報を管理し、複数の機関に存在する個人の情

報が同一人の情報であることを確認するために

活用されるものでございます。 

 また、マイナンバーがついた個人情報を特定

個人情報といいます。マイナンバーを活用する

ことによりまして、行政事務が効率化され、そ

れにより個人情報を証明する書類が不要とな

り、手間と費用がかからなくなるなど、国民の

利便性が向上し、また、個人個人の状況が把握

しやすくなりますことから、より公平・公正な
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社会が実現できるようになります。 

 マイナンバーを活用して３つの分野における

特定個人情報を利用できるようにするために

は、国の法律――番号法に定めることとし、地

方公共団体が独自に利用する場合は条例に定め

ることとされております。 

 番号法では、別表第１で、個人番号を利用で

きる者、個人番号を利用できる事務が定めら

れ、別表第２で、特定個人情報の照会者、特定

個人情報の提供を必要とする事務、情報提供

者、特定個人情報が定められています。この別

表第１と別表第２に掲げられていれば、特定個

人情報を利用することができます。 

 この番号法に定められていない事務や特定個

人情報を、地方公共団体が独自に利用したい場

合には、条例で定めることになります。 

 現在、本市の条例では、こども医療費助成や

ひとり親家庭等医療費助成などに関する事務

が、独自利用事務として定められています。 

 資料の次、２ページをお願いいたします。 

 今回、条例の改正を予定しております障がい

者支援課関係の事務は、地域生活支援事業の実

施に関する事務でございます。 

 １・趣旨でございます。 

 障害者総合支援法に基づき実施しております

地域生活支援事業は、行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法

律、いわゆる番号法の別表第１の８４の項に掲

げられております法定事務で個人番号は利用で

きるようになっておりますが、市町村によって

事業の内容や申請手続等が異なりますことか

ら、番号法の別表第２には掲げられなかったた

め、他部署や他機関との特定個人情報の利用の

連携ができない状況となっております。 

 厚生労働省のほうから県を通しまして、地域

生活支援事業の実施に関する事務において特定

個人情報の利用の連携をするためには、条例で

定める必要があるとの通知がありましたことか

ら、今回、所要の改正を行うものでございま

す。 

 次に、２・改正の内容でございます。 

 （１）条例第４条第１項に、別表第２機関の

欄に掲げる機関が行う同表事務の欄に掲げる事

務を挿入いたします。 

 先ほど趣旨説明の中で申し上げましたが、地

域生活支援事業の実施に関する事務は、番号法

の別表第１に掲げられておりますので、条例の

別表第１に掲げる必要はありません。条例の別

表第２だけに掲げるという初めてのケースとな

りますことから、個人番号の利用範囲を定めて

おります第４条の第１項に、今回挿入する必要

が生じたものでございます。 

 次に、（２）条例別表第２の表に７の項とい

たしまして、地域生活支援事業の実施に関する

事務で利用します特定個人情報を掲げます。利

用します特定個人情報は、地方税関係情報や住

民票関係情報など７つの情報で、規定で定める

ものでございます。 

 最後に、３、施行日でございます。この改正

規定の施行は、公布の日からといたします。 

 以上が、障がい者支援課が所管いたします事

務関係分の改正内容でございます。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 秋田長寿支援課長。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） はい。長寿支

援課、秋田でございます。引き続きまして、長

寿支援課関係分について座りまして御説明いた

します。 

 内容につきまして、ただいまの資料の最後の

ベージ、３ページをお開きください。 

 まず、１、改正の趣旨でございます。介護保

険の給付や保険料徴収等の事務につきまして

は、番号法並びに厚生労働省令に規定がありま

すので、条例を定める必要はないところでござ

いますが、介護保険に関連する事務のうち、社

会福祉法人による生計困難者等に対する介護サ
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ービスに係る利用者負担軽減に係る補助金の交

付事務につきましては、厚生労働省から昨年１

２月１５日に出された通知において、市町村の

独自利用に当たるものとして条例で定めること

が求められたところでございます。そこで、そ

の通知の内容に沿って、今回、条例の一部を改

正するものです。 

 次に、２、改正の内容でございます。まず、

（１）の別表第１におきまして、個人番号の利

用する事務の範囲として、機関の欄に９、市長

を追加し、その事務として、社会福祉法人によ

る利用者負担の軽減に係る補助金の交付に関す

る事務であって規則で定めるものと規定を入れ

ております。 

 次の（２）別表第２におきまして、機関の欄

に同様ですが、８、市長を追加し、その事務と

して社会福祉法人による利用者負担の軽減に係

る補助金の交付に関する事務であって規則で定

めるものを規定し、利用する市保有の特定個人

情報としては、地方税関係情報など６つの情報

について、規則で定めるものを加えておりま

す。 

 次に、３、施行の日でございますが、国の通

知に従いまして、平成２８年４月１日といたし

ております。 

 最後に、社会福祉法人による生計困難者等の

この事務の内容につきまして、簡単な説明を記

載いたしております。 

 以上、議案第５５号の説明とさせていただき

ます。御審議のほど、よろしくお願い申し上げ

ます。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） この条例を、この条

例だとその本人の意思に基づかず、マイナンバ

ーで情報のやりとりがあるということなんです

かね。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 秋田長寿支援課長。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） はい。そのと

おりです。 

 もう少しかみ砕きますと、これまでは市の内

部の情報のやりとりにつきましては、個人情報

保護審議会というところでお諮りをして、承認

をとることによりまして各課はそれぞれ住民コ

ードというものを使って、情報の連携は実際と

っておりました。 

 で、この番号法ができましてからは、そうい

う個別の自治体が持っている固有の番号ではな

くて、このマイナンバーを使って連携をとりな

さいという形が少し仕組みが変わりましたの

で、きちっとこうやって条例で連携する情報を

出さなければならなくなったというところでご

ざいます。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） そうであると、この

対象者の方たちというのが、全てそのマイナン

バーを通知をきちんと番号をお知らせしなきゃ

ならないという話になりますよね。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 秋田長寿支援課長。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） マイナンバー

につきましては、郵送で通知が各個人に届いて

いるはずだったんですが、確かに届いてない分

が現在も配付中でございます。 

 で、現状、現場実務といたしましては、窓口

に来られた方がマイナンバーの通知カード、も

しくはプラスチックカードを提示、御本人であ

れば提示していただくんですが、お持ちでない

方というのは多々いらっしゃいます。で、そう

いった場合の事務処理については、介護保険の

関係でいいますと、厚生労働省令が出ておりま

して、住民票において職員が確認をし、書類に
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記載することができるとされておりますので、

そのような事務の取り扱いを行っております。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） ということは、極端

に言うと、マイナンバーがなくてもこれまでの

手続等で、この２つのことについてはできます

よということでよろしいですか。 

○委員長（友枝和明君） 秋田長寿支援課長。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） はい。利用者

の方自身から見ると、マイナンバーがどのよう

に利用されてるかというのが、それだとよくわ

かりませんので、条例で規定して、どのような

情報連携をするのかということを規定しなけれ

ばならなくなったということです。（委員幸村

香代子君「はい、わかりました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 ほかにありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第５５号・八代市個人番号の利用及び特

定個人情報の提供に関する条例の一部改正につ

いては、原案のとおり決するに賛成の方の挙手

を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め――

（｢いいえ、違います」と呼ぶ者あり） 

 挙手多数と認め、本案は原案のとおり可決さ

れました。 

                              

◎議案第５６号・八代市指定地域密着型サービ

スの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例及び八代市指定地域密着型介護予

防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準等

を定める条例の一部改正について 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第５６

号・八代市指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

及び八代市指定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

の一部改正についてを議題とし、説明を求めま

す。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。引き続き、議案第５６号につきまし

て、長寿支援課の秋田課長より説明させますの

で、よろしくお願いいたします。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 秋田長寿支援課長。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） はい。それで

は、引き続きまして、議案第５６号につきまし

て、座りまして御説明申し上げます。 

 議案書の１３１ページからになりますが、内

容につきましては事前にお配りしております資

料に基づきまして御説明させていただきます。 

 まず、１、改正の趣旨でございます。一昨年

に成立いたしました地域医療介護総合確保推進

法の施行に伴い、介護保険法及び厚生労働省令

の改正が行われましたので、その内容に沿っ

て、条例の一部を改正するものでございます。 

 次に、２、改正の概要ですが、この議案の中

では２つの条例について改正を行っておりま

す。 

 まず、（１）八代市指定地域密着型サービス

の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を
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定める条例の一部改正でございます。 

 ここでは、市町村が指定いたします地域密着

型サービス事業に関する基準について、国の基

準に合わせた改正を行っております。対象とな

る介護サービスは、認知症対応型通所介護とな

ります。 

 まず、①では、運営推進会議の設置や開催頻

度、会議の内容等を定めております。 

 次に、②では、運営推進会議の記録の作成及

び公表を義務づけております。 

 次に、③では、事業所と同一建物で居住する

利用者に対してサービスを提供する場合は、そ

の建物に居住する利用者以外の者にも、サービ

スを提供する努力規定を設けてあります。 

 最後に、④ですが、運営推進会議の記録を５

年間保存することを定めております。 

 次に、（２）八代市指定地域密着型介護予防

サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を

定める条例の一部改正でございます。 

 ここでは、要支援の認定を受けた方に対する

地域密着型サービス事業に関する基準につい

て、国の基準に合わせた改正を行っておりま

す。対象となる介護予防サービスは、介護予防

認知症対応型通所介護となります。 

 内容でございますが、①から④まで、先ほど

御説明いたしました（１）と同様となっており

ます。 

 次に、３、施行日は、平成２８年４月１日で

ございます。 

 最後に、裏面になりますが、認知症対応型通

所介護について説明を記載いたしております。 

 以上、議案第５６号の説明とさせていただき

ます。御審議のほど、よろしくお願いいたしま

す。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。ありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第５６号・八代市指定地域密着型サービ

スの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例及び八代市指定地域密着型介護予

防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準等

を定める条例の一部改正については、原案のと

おり決するに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第５７号・八代市地域包括支援センター

の包括的支援事業の実施に係る基準を定める条

例の一部改正について 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第５７

号・八代市地域包括支援センターの包括的支援

事業の実施に係る基準を定める条例の一部改正

についてを議題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 引き続き、議案第５７号につきましても、長

寿支援課、秋田課長より説明させます。よろし

くお願いいたします。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） はい、委員

長。 

○委員長（友枝和明君） 秋田長寿支援課長。 

○長寿支援課長（秋田壮男君） はい。それで
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は、引き続きまして、議案第５７号について、

座りまして御説明をさせていただきます。 

 議案書１３７ページからになりますが、内容

につきましては、事前に資料のほうお配りして

おりますので、お配りしてる資料に基づいて御

説明させていただきます。 

 まず、１、改正の趣旨でございます。 

 主任介護支援専門員の役割がこれまで以上に

大きくなると見込まれることから、介護保険法

施行規則が改正されまして、資格の更新制度が

導入されました。そこで、法施行規則の改正内

容に沿って、条例の一部を改正するものでござ

います。 

 次に、２、改正の概要ですが、地域包括支援

センターに配置すべき主任介護支援専門員につ

いて、５年ごとの更新研修の修了を要件に追加

するものでございます。なお、法施行規則に沿

って経過措置があり、資格取得の時期に応じ

て、平成３１年度末までまたは平成３０年度末

まで、初回の更新研修の修了が猶予されており

ます。 

 裏面のほうをお願いいたします。 

 ３、施行日は、平成２８年４月１日といたし

ております。 

 最後に、主任介護支援専門員についての簡単

な説明も記載いたしております。 

 以上、議案第５７号の説明とさせていただき

ます。御審議のほど、よろしくお願いいたしま

す。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） この更新研修という

のは、どこがされるんですか。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 吉田長寿支援課副主

幹兼地域支援係長。 

○長寿支援課副主幹兼地域支援係長（吉田 浩

君） 地域支援係、吉田です。研修につきまし

ては、国が実施します研修ということになりま

す。実施場所につきましては、まだ詳細のほう

は把握しておりません。大変申しわけございま

せん。（委員幸村香代子君「はい、わかりまし

た」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第５７号・八代市地域包括支援センター

の包括的支援事業の実施に係る基準を定める条

例の一部改正については、原案のとおり決する

に賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第５８号・八代市立へき地保育所条例の

廃止について 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第５８

号・八代市立へき地保育所条例の廃止について

を議題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 引き続き、議案第５８号につきましては、こ

ども未来課、白川課長より説明させます。よろ

しくお願いいたします。 
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○こども未来課長（白川健次君） はい、委員

長。 

○委員長（友枝和明君） 白川こども未来課

長。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。こど

も未来課の白川でございます。よろしくお願い

いたします。座って説明させていただきます。 

 議案第５８号・八代市立へき地保育所条例の

廃止について御説明いたします。 

 議案書は１３９ページからになります。 

 提案理由は、公立のへき地保育所であります

五家荘保育園の廃園に伴いまして、条例を廃止

する必要があるものでございます。 

 公立の五家荘保育園は、五家荘デイサービス

センターふくじゅ草に併設しております熊本県

の認可を受けていない定員が２０人の比較的規

模の小さな施設でございます。平成１８年度か

ら直営といたしまして、２人の職員を配置して

おりました。 

 お配りしております資料、左肩に議案第５８

号とあります資料の上の表、へき地保育所（公

立五家荘保育園）の休園経緯等のところをごら

んください。 

 公立の五家荘保育園の休園までの主な経緯と

その後の状況をまとめてあります。この公立の

五家荘保育園につきましては、平成２４年度の

２月に、保育に従事をしていた者が、年度末を

もって退職を希望されたため、市内や五木村に

職員の募集を行いましたが見つからず、４月か

らの開園が困難な状況となりました。 

 そこで、３月に五家荘地域の保育環境の維

持・継続のために、保護者の皆さんや五家荘地

域振興会との間で、保育事業について検討・協

議をさせていただきました。その結果、五家荘

地域振興会の自主事業として、振興会の職員が

従事者となって保育を実施していただけるとい

うことになりました。 

 そのため、公立の五家荘保育園としては、休

園をいたしますとともに、五家荘地域振興会の

事業に対しましては、市が補助金を交付した

り、遊具等の物品を無償で貸与したり、必要な

アドバイスを行っております。 

 またあわせまして、実施場所も、五家荘デイ

サービスセンターふくじゅ草の併設から旧泉第

七小学校、現在五家荘地域振興会があります振

興センター五家荘内に移転をしたものでござい

ます。 

 なお、五家荘地域振興会が実施いたします五

家荘保育園として、平成２５年度に開始して以

降、約３年になりますが、現在、安定的に運営

を行っていただいております。 

 そのため、下の欄外になりますが、２８年度

以降につきましては、旧園舎つまり五家荘デイ

サービスセンターふくじゅ草に併設した場所で

の保育の再開は見込まれないことから、公立の

五家荘保育園としての廃園の手続を行いまし

て、旧園舎の活用について検討したいと考え、

平成２８年３月３１日をもって廃園することと

し、御提案をするものでございます。 

 なお、本年１月２２日に開催されました泉地

域審議会におきましても、公立の五家荘保育園

の廃園について御審議をいただき、了承をいた

だいております。 

 説明は以上でございます。よろしくお願いし

ます。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 今、子供さんは何人

いらっしゃるんですか。園児が。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 白川こども未来課

長。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。平成

２７年度で対象となっております児童は３人い
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らっしゃいます。（委員幸村香代子君「はい、

わかりました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

 ほかにありませんか。 

 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） 結局は未認可の保育園

という取り扱いで対応されるということです

か。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 白川こども未来課

長。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。平成

２７年度からスタートしました子ども・子育て

支援新制度で、もしも認可保育所よりも小さな

保育所ということで、市が認可します地域型保

育事業というのがございます。ただ、それに移

行していただくにはですね、給食を提供してい

ただくという必要がございまして、そのための

給食室の整備が困難ということがありますの

で、五家荘地域振興会さんとしては、現時点で

はそういう新制度のほうには移行しない形でい

きたいというところでございます。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。

（委員橋本幸一君「微妙なとこですね」と呼

ぶ） 

 ほかにありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） やっぱりへき地の保育

園というのはですね、いろんなやっぱり問題抱

えてると思うんですね。今のように結局微妙な

ところでできないというような部分もあるわけ

ですから、そこはですね、本当に地域に密着し

た手厚い対応をしていただきたい。これは要望

いたしまして、終わります。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第５８号・八代市立へき地保育所条例の

廃止については、原案のとおり決するに賛成の

方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第５９号・八代市立保育園の設置及び管

理に関する条例の一部改正について 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第５９

号・八代市立保育園の設置及び管理に関する条

例の一部改正についてを議題とし、説明を求め

ます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。議案第５９号につきまして、引き続き

こども未来課、白川課長より説明させます。よ

ろしくお願いいたします。 

○こども未来課長（白川健次君） はい、委員

長。 

○委員長（友枝和明君） 白川こども未来課

長。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。引き

続き、議案第５９号について御説明いたしま

す。座って説明させていただきます。 

 議案第５９号・八代市立保育園の設置及び管

理に関する条例の一部改正についてでございま

す。 

 議案書は１４１ページからになります。 

 提案理由は、栗木保育園の廃園に伴いまし
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て、所要の改正を行う必要があるものでござい

ます。 

 お配りしております資料の上のほうにありま

す新旧対照表をごらんください。 

 改正内容は、本市が設置しております公立保

育園１２園の名称と位置を記載しております別

表から、八代市立栗木保育園を削るものでござ

います。平成２８年４月１日から施行すること

としております。 

 資料の中ほどの表、栗木保育園の休園経緯等

をごらんください。 

 栗木保育園は、昭和５６年２月に建設され、

ことしで３５年を経過いたします、定員２５人

の認可保育園でございますが、その休園までの

主な経緯とその後の状況をまとめてあります。 

 この栗木保育園につきましては、平成２５年

６月から、中山間地の状況を考え、できる限り

近くに保育園を存続させるため、下岳保育園の

分園とする方向で、保護者の皆さんと話し合い

を行っておりました。 

 しかし、９月に翌年度の在園児の保護者の皆

さんに通園希望先を確認しましたところ、皆さ

んが下岳保育園や他の保育園を希望され、この

ままでは翌年度の栗木保育園の入園予定者がい

ないことがわかりました。 

 そこで、１０月に保護者説明会を改めて開催

し、協議させていただいた結果、全ての在園児

の保護者の皆さんが、平成２５年度をもって休

園することに同意されたものでございます。 

 なお、休園を決めました後の栗木保育園につ

きましても、他の保育園同様に平成２６年度と

２７年度の園児募集を行いましたが、入園の希

望はありませんでした。また、２８年度の募集

も行っておりますが、ここには２月末現在とし

ておりますが、昨日までに入園希望はございま

せん。 

 そのため、一番下の欄外になりますが、休園

が施設や設備に与える影響を考慮すれば、これ

以上長期にわたることは好ましくないことか

ら、廃園の手続を行いまして、その後の跡地活

用について検討したいと考え、平成２８年３月

３１日をもって廃園することとし、御提案をす

るものでございます。 

 なお、こちらも１月２２日に開催されました

泉地域審議会におきまして御審議をいただき、

了承をいただいております。 

 説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

○委員（島田一已君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 島田委員。 

○委員（島田一已君） はい。廃園後の跡地活

用ちゅうのは何か御予定ございますでしょう

か。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 白川こども未来課

長。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。現時

点ではですね、具体的な活用策というのは決ま

ってはいない状況でございます。 

 ただ、先ほども言いましたように、１月２２

日に開催をされました泉地域審議会、そちらで

は消防団の詰所として利用をさせていただきた

いと、強く要望をされています。そういったこ

とも踏まえまして、今後地域や関係部署と協議

をしていきたいと考えております。（委員島田

一已君「はい、ありがとうございます」と呼

ぶ） 

○委員長（友枝和明君） 太田委員。 

○委員（太田広則君） はい。下岳保育園には

今、園児は何人いらっしゃるんですか。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 白川こども未来課

長。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。２８
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年３月１日現在の数字で答えますが、下岳保育

園は定員４５人に対して入所児童数は２６名で

ございます。（委員太田広則君「はい、わかり

ました」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 ほかにありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第５９号・八代市立保育園の設置及び管

理に関する条例の一部改正については、原案の

とおり決するに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第６０号・八代市こども医療費の助成に

関する条例の一部改正について 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第６０

号・八代市こども医療費の助成に関する条例の

一部改正についてを議題とし、説明を求めま

す。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 議案第６０号につきましても、引き続きこど

も未来課、白川課長より説明させます。よろし

くお願いいたします。 

○こども未来課長（白川健次君） はい、委員

長。 

○委員長（友枝和明君） 白川こども未来課

長。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。引き

続きましてよろしくお願いいたします。座って

説明させていただきます。 

 議案第６０号・八代市こども医療費の助成に

関する条例の一部改正について御説明をいたし

ます。 

 議案書は１４３ページからになります。 

 提案の理由でございますが、医療費助成の対

象である子供の年齢を引き上げることに伴いま

して、所要の改正を行う必要があるものでござ

います。 

 お配りしております資料の新旧対照表をごら

んください。 

 改正内容は、第２条第１号の子供の定義にお

きまして、これまで満１２歳到達後、最初の３

月３１日までの間にある子供としていたもの

を、満１５歳到達後、最初の３月３１日までの

間にある子供に、つまり医療費助成の対象とす

る子供を、これまでの小学校６年生から中学校

３年生まで引き上げるというものでございま

す。 

 なお、施行日は４月診療分から実施するた

め、平成２８年４月１日としております。 

 また、附則で経過措置としまして、医療費に

つきましては、請求できる期間が受診の翌月か

ら１年間ありますことから、施行日より前の診

療分につきましては、従前のとおり取り扱うこ

とと定めたところでございます。 

 説明は以上です。よろしくお願いいたしま

す。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより
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採決いたします。 

 議案第６０号・八代市こども医療費の助成に

関する条例の一部改正については、原案のとお

り決するに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第６６号・八代市家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正について 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第６６

号・八代市家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部改正についてを

議題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。引き続き議案第６６号につきまして、

こども未来課、白川課長より説明させます。よ

ろしくお願いいたします。 

○こども未来課長（白川健次君） はい、委員

長。 

○委員長（友枝和明君） 白川こども未来課

長。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。引き

続きよろしくお願いいたします。座って説明さ

せていただきます。 

 続きまして、追加提案をさせていただいてお

ります議案第６６号・八代市家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正について御説明をいたします。議案書は

別冊となっております八代市議会３月定例会議

案その２になります。 

 この条例は、認可保育所よりも規模の小さな

家庭的保育事業等について、市が認可をいたし

ます場合の基準を定めたものでございます。 

 厚生労働省令であります家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準を踏まえまして制定

しているものでございまして、提案理由は、今

回この厚生労働省令が改正されたことに伴いま

して、設備の基準、それから保育士の数等の配

置要件を変更するに当たり条例を改正する必要

があるというものでございます。 

 お配りしております新旧対照表をごらんいた

だきたいと思います。 

 まず、第２８条と第４３条の改正でございま

す。 

 第２８条は、家庭的保育事業等のうち、利用

定員が１９人から６人までの小規模保育事業所

Ａ型の設備の基準を、また第４３条は、利用定

員が２０人以上の保育所型事業所内保育事業所

の設備の基準を定めたものでございますが、ど

ちらも、同じ内容の改正ということになりま

す。 

 その内容は、建築基準法施行令の第１２３条

第３項第１号が改正されまして、特別避難階段

に係る規制が合理化されますとともに、当該規

定が第１号から分かれて第２号として追加さ

れ、それ以降の号が繰り下げられております。

そのことから、この規定を引用しております第

２８条と第４３条のうち、保育室等が４階以上

に設けられている場合の基準につきまして、厚

生労働省令と同様に、その規定の方法や引用し

ております号の改正を行うというものでござい

ます。 

 この部分につきましては、建築基準法施行令

の改正が施行されます平成２８年６月１日を施

行日といたしております。 

 また、資料の２ページ、お配りしております

資料の２ページの中ほどからになります附則の

第６条から第９条を追加する改正は、同じく小

規模保育事業所Ａ型と保育所型事業所内保育事

業所の２つの事業所につきまして、職員配置要



 

－87－ 

件の弾力化が行われるというものでございま

す。 

 附則の第６条は、２つの事業所につきまして

は、入所児童数から算定されます保育士の数が

１人の場合であっても、本来は保育士を２人以

上配置するようになっておりますが、当分の間

は、１人以上とすることができるというもので

ございます。 

 ただし、保育士の数が１人となるときには、

保育士に加えまして、保育士と同等の知識・経

験を有すると認める者を置かなければならない

ということになっております。 

 また、附則の第７条は、２つの事業所におけ

ます保育士の数の算定については、当分の間は

幼稚園教諭等の普通免許を有する者を保育士と

みなすことができるというものでございます。 

 また、附則の第８条は、２つの事業所が１日

の原則的な保育時間であります８時間を超えて

開所する場合で、保育士の労働時間を８時間と

していることなどによりまして、追加して保育

士を確保する必要があるときは、当分の間は保

育士と同等の知識・経験を有すると認める者

を、追加して配置する保育士の人数の範囲内

で、保育士とみなすことがきるというものでご

ざいます。 

 また、附則の第９条は、前２条、つまり附則

の第７条と第８条の規定を適用するそのとき

は、保育士の資格を有する者を３分の２以上置

かなければならない。言いかえますと、幼稚園

教諭等の普通免許を有する者や保育士と同等の

知識・経験を有すると認める者を保育士とみな

す場合には、その数は３分の１を超えてはなら

ないということでございます。 

 なお、これらにつきましては、厚生労働省令

のうち、市町村が条例を定めるに当たって必ず

適合しなければならない従うべき基準となって

おりますこと、また、認可保育所に関します基

準条例を定めております熊本県においても、同

様の改正を予定されておりますことから、必要

な改正を行うものでございます。 

 これらの附則に４条を追加します改正規定の

施行日は、厚生労働省令の改正が施行されます

平成２８年４月１日としているところでござい

ます。 

 説明は以上です。御審議のほど、どうぞよろ

しくお願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

○委員（島田一已君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 島田委員。 

○委員（島田一已君） はい。今回の改正でで

すね、保育士と同等の知識・経験とか、幼稚園

の教諭などを保育士とみなすなどいうことにな

っていますけども、保育の質とかですね、安全

面を考えればですよ、もちろん資格を持つ者が

いいんじゃないかと思いますけれども、いかが

でしょうか。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 白川こども未来課

長。 

○こども未来課長（白川健次君） はい。保育

に従事をされたことのない幼稚園の先生ですと

か小学校教諭、養護教諭の方が、保育所での事

務に当たり不安を感じることがないようにです

ね、必要な研修の受講を促していくなどの対応

を行っていきたいというふうに考えておりま

す。 

 また、保育士と同等の知識・経験を有すると

認められる者につきましては、保育所で保育業

務に従事した期間が十分にある者ですとか、家

庭的保育者等適切な対応が可能な者ということ

で、想定がされているというところでございま

す。 

 また、保育士とともに保育に当たりまして、

１人を超えた配置に配慮しながら実施するとい

うことになっておりますことから、保育の質や
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安全面の確保は可能であるというふうに考えて

おります。ただ、この場合でも保育士の資格取

得を促していくという必要はあると考えており

ます。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 ほかにありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたら、お願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第６６号・八代市家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正については、原案のとおり決するに賛成の方

の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢ありが

とうございました」と呼ぶ者あり） 

                              

◎議案第６１号・八代市国民健康保険税条例の

一部改正について 

○委員長（友枝和明君） 次に、議案第６１

号・八代市国民健康保険税条例の一部改正につ

いてを議題とし、説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。最後でございます。議案第６１号につ

きまして、国保ねんきん課、小川課長より説明

させます。よろしくお願いいたします。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 小川国保ねんきん課

長。 

○国保ねんきん課長（小川正芳君） 国保ねん

きん課の小川でございます。よろしくお願いい

たします。それでは、座って説明のほうさせて

いただきます。 

 議案第６１号・八代市国民健康保険税条例の

一部改正について説明させていただきます。 

 議案書１４５ページをお願いいたします。 

 改正の内容につきましては、お手元の配付資

料のうち、議案第６１号資料に沿って御説明い

たします。 

 まず、１、改正概要について御説明いたしま

す。 

 （１）改正理由でございますが、医療の給付

等の財源となる税収を確保し、本市国保財政の

健全化を図るための改正案でございます。 

 （２）改正内容は２点ございます。 

 まず１点目、国保税の減額の対象となる低所

得世帯の応益分、――平等割、均等割の軽減に

ついて、本市では平成２５年度から独自に０.

５割の上乗せを行い、７.５割、５.５割、２.

５割の軽減割合で実施しておりましたが、これ

を廃止し、法定の軽減割合である７割、５割、

２割に戻すものでございます。 

 ２点目は、国保税率の改定でございまして、

国保税を構成いたします医療分、後期高齢者支

援分、介護納付金分のそれぞれの応能分、つま

り所得割の税率の引き上げを行うものです。こ

のうち、医療分は９.５％から９.６％へプラス

０.１ポイント、後期高齢者支援分は２.４％か

ら３.９％へプラス１.５ポイント、介護納付金

分は１.９％から２.９％へプラス１.０ポイン

ト、それぞれ引き上げるものです。 

 （３）期日でございますが、平成２８年４月

１日施行予定でございます。 

 次に、２、改正による影響等でございます。

今回の改正の２点、独自軽減の廃止と所得税率

引き上げによる財政的な効果としましては、課

税総額・調定額で約３億円の増を見込んでおり
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ます。 

 一方、被保険者への影響としまして、１世帯

当たり約１万４０００円、被保険者１人当たり

で約７８００円、率にして約９.２％の増額と

なる見込みです。 

 なお、国民健康保険税は、世帯単位で前年所

得で計算しますが、軽減の有無や世帯構成等に

も影響されますので、全世帯一律の増加とはな

らないものでございます。資料に試算例をお示

ししておりますとおり、８％増の世帯もあれ

ば、１４％増の世帯も存在し、全体での平均増

加割合が約９.２％になるものでございます。 

 なお、２枚目以降は、条例改正案の新旧対照

表でございまして、下線部が改正箇所となって

おりますが、こちらの資料につきましては説明

を省略させていただきます。 

 以上、議案第６１号・八代市国民健康保険税

条例の一部改正について御説明させていただき

ました。御審議のほど、よろしくお願いいたし

ます。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

○委員（庄野末藏君） いいですか。 

○委員長（友枝和明君） 庄野委員。 

○委員（庄野末藏君） はい。これだけの少額

かもしれぬけど、今の年金ちゅうか、その基礎

年金もらう３万から４万ぐらいのもらう人たち

なんかじゃ、当然その介護保険料も加算される

と思っとるですよね。その場合にどのくらいぐ

らいの差額が出るのか。今、介護保険負担ちゅ

うのは。かなり負担率ちゅうのは出てくると思

っとるですよね。今からこの高齢化社会の中で

は、介護保険のその負担率ちゅうのは年々上げ

ていかないかぬだろうし、その中でやっぱその

低所得者というか、基礎年金をもらう人たちな

んか、やかましく何か言わっとこもあってです

ね。あと、私も３万ぐらいもらうから、介護保

険ば物すごい払わにゃいかぬけどというふうな

感じをですね。 

 これ以上に、またこれは上がった場合は、そ

の負担率ちゅうのは、結構やっぱりまだ高くな

るとですね。それはどのくらいの負担率ちゅう

か、何ぐらいになるのか、それがわかれば教え

てほしか。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 今の御質問、介護保険料の負担金ということ

じゃなくて、含めてからということですかね。

（委員庄野末藏君「うん、結局基礎年金は３万

か４万ぐらいの人が、もらうような人が多かで

すよね。その人たちが今払いよるその介護保険

料ちゅうのは、かなり払いよっとですね。だけ

ん、その場合に今度これが上がった場合に改正

された場合は、どのくらい負担率が上がるのか

で。それはわからぬなら、わからぬですかね。

何％ぐらい、やっぱり同じぐらいのスライドで

上がっていくのか」と呼ぶ） 

 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 もともと介護保険料につきましても、低所得

者の場合には軽減率が掛けてあります。当然そ

の国保についても軽減率が掛けてありますの

で、国保が上がったから介護保険料が上がると

いうことではないです。ただし、その分は、介

護保険は国民健康保険税が少し上がれば、その

分は当然年金の手取り分には少しは影響してく

ると思いますけれども、ただ、先ほどからお話

してるように、低所得者のその７割、例えば７

割軽減の方々はほとんどこの影響は受けないと

いうことです。（｢委員長、介護保険料のとこ

ろちょっと今整理してください」と呼ぶ者あ

り）（委員庄野末藏君「いや、要は一般のその

そういう低所得者ちゅうか、その基礎年金もら
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う人は心配するわけだな。値上げ、上がれば当

然そっちのほうに一緒に上がらせぬだろうかと

いうその不安感を持ってます。そこら辺の」と

呼ぶ） 

○委員（橋本幸一君） よろしいですか。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員。 

○委員（橋本幸一君） 私は今、庄野委員が言

われたその辺の低所得者に対しては、それなり

の対応をしてますよっていうことは、やっぱり

十分この件については周知してですね、できる

だけやっぱ不安といいますか、はっきりわかる

ような説明ばやっぱりしていかんといかんと思

うんです。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 庄野委員。 

○委員（庄野末藏君） はい。やっぱりそうい

う基礎年金もらう人ちゅうのは、かなりの今こ

の高齢者社会の中ではでしょうが、数が多くな

ると思うとですよね。今からどんどんどんどん

まだ、後期高齢の迎えるころには、もう相当数

がおると思っとるですよ。 

 その中で、やっぱり一番そのそういう問題が

心配されるし、なるだけそういう説明ちゅう

か、しっかりやっぱ高齢者ちゅうか、そういう

人たちに、弱者に対しての説明ちゅうのは、過

剰になるぐらい周知徹底して知らせてほしかで

すね。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 周知、啓発についてはしっかりと取り組んで

いきたいと思います。それとあわせてですね、

もう社会保障制度自体が非常に今、過渡期にか

かってきてるのも問題あるかと思います。こう

いった介護保険にしても国民皆保険とか、そう

いったものに、介護保険料、年金含めてです

ね、そういったものにつきましてやっぱり国県

等に対してですね、要望してまいりたいと思い

ます。 

○委員長（友枝和明君） 橋本委員からも庄野

委員からもあったし、啓発、市民の方々に説明

をですね、お願いしときます。 

 ほかにありませんか。 

○委員（幸村香代子君） 済いません、意見

が。意見まだだったですよね。 

○委員長（友枝和明君） あ、意見がありまし

たら、お願いします。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。先ほどもう特

別会計でですね、この特別会計でもう言ったの

で、あえて質問はしなかったんですけれども、

今回のこの議案については反対です。 

 で、あわせて追加して言わせていただくなら

ば、今回の税率改正、所得の８５０万以上の世

帯が八代市で４７４世帯ありますよね。だけ

ど、それについては今回の税制改正の影響は受

けないということがあります。８５万円で頭打

ちだという。私はそのあたりもですね、あわせ

て今回改正すべきだったというふうに思います

ので、そういう御意見を添えさせていただい

て、反対をいたします。 

○委員長（友枝和明君） はい、わかりまし

た。 

 ほかにありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。採決は挙手により行います。

挙手しない者は反対とみなします。 

 議案第６１号・八代市国民健康保険税条例の

一部改正については、原案のとおり決するに賛

成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手多数と認め、本

案は原案のとおり可決されました。（｢はい、
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ありがとうございました」と呼ぶ者あり） 

 執行部入れかえのため小会します。 

（午後６時２６分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後６時２７分 本会） 

○委員長（友枝和明君） 本会に戻します。 

                              

◎議案第６２号・八代市報酬及び費用弁償条例

の一部改正について 

○委員長（友枝和明君） 次に議案第６２号・

八代市報酬及び費用弁償条例の一部改正につい

てを議題とし、説明を求めます。 

○教育部長（宮村博幸君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 宮村教育部長。 

○教育部長（宮村博幸君） はい。大変お疲れ

さまでございます。 

 それでは、議案第６２号・八代市報酬及び費

用弁償条例の一部改正につきまして、渡邊学校

教育課長が説明をいたしますので、よろしくお

願いをいたします。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。学校教

育課の渡邊でございます。よろしくお願いいた

します。座って説明させていただきます。 

 議案第６２号・八代市報酬及び費用弁償条例

の一部改正について説明をさせていただきま

す。 

 議案書は１４７から１４８ページをお願いい

たします。 

 提案理由でございますが、八代市立学校の学

校医及び学校歯科医の報酬につきましては、こ

れまで年額２１万９０００円以内で設定をして

おりました。しかし、小児科医等の減少によ

り、複数の学校を兼任することで、訪問回数が

ふえたり、近年はアレルギー食対応の判定会議

などの臨時的業務がふえたりしてきておりま

す。 

 条例が制定されました平成１７年当時とは状

況が変わってきており、年額２１万９０００円

を超える場合も生じてきたため、条例を改正す

る必要に迫られております。 

 兼任する学校数やアレルギー食対応の対象と

なる児童生徒数の変動によって、実働回数が増

減するために年額をあらかじめ定めることが難

しくなります。そこで、八代市報酬及び費用弁

償条例の別表第１、学校医・学校歯科医の報酬

額を予算の範囲内で必要な定める額としたいと

考えております。御審議のほど、よろしくお願

いいたします。 

○委員長（友枝和明君） 以上の部分について

質疑を行います。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 予算の範囲内で必要

な定める額というのは幾らなんですか。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） 各、例えば定

期健診については幾ら、就学時健診には幾ら、

アレルギー対応食には幾らということで、単価

設定をしておりますので、その中で積み上げて

いく予定でございます。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） ということは、今ま

で年額２１万だったということを、さっき説明

があったそれぞれの学校医さん、学校歯科医さ

んの勤務というか、動きによって加算していく

ということになるんですかね。 

○委員長（友枝和明君） 渡邊学校教育課長。 

○学校教育課長（渡邊裕一君） はい。加算と

いいますか、近年ですね、やはりアレルギー対

応の業務がふえておりますので、その部分で超

える場合が出てくるということになります。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 



 

－92－ 

○委員（幸村香代子君） 超える部分、何かよ

くわからぬのですが、予算の範囲内でという、

予算の範囲というのは何なんですかね。 

○教育部総括審議員兼次長（釜 道治君） は

い。 

○委員長（友枝和明君） 釜教育部総括審議員

兼次長。 

○教育部総括審議員兼次長（釜 道治君） は

い。次長、釜です。 

 これまで年額２１万９０００円以内という形

でお願いを、条例上お願いをしておりました。

ですから、今後もベースはこの２１万９０００

円ということになりますが、先ほど申しました

ように、学校小児科医が非常に減ってきたとい

うようなこととか、突発的に、最初から回数が

想定できないアレルギー食対応のためのいろん

な審査会等が想定されます。よって、この２１

万９０００円を超えるような場合も生じてまい

りますので、そういう意味で、要するに臨時的

なことが２回、３回というふうに、例えばその

学校医にお願いをせざるを得ない場合は、その

金額が当初で幾ら以内ということがなかなか設

定が難しくなりましたので、そういう意味から

予算の範囲内というふうにさせていただいてお

ります。 

 ただ、予算を、予算枠を計算するときについ

ては、当然年間これぐらい必要だというような

ことで、それをもって予算の総額はつくらせて

いただくと、そのようなことでございます。 

 要は、最近の子供たちのいろんな状況が変わ

ってきたことに対して、随時適応せんといかん

という状況が最近強まってきたということか

ら、条例の改正をお願いしておるということで

す。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） そのあたりはです

ね、理解をするんです。今、お話があったよう

に、２８年度の当初の予算も計上してあるわけ

ですから、ある程度の今、釜次長がおっしゃっ

たように、年間の総額も決めていらっしゃるん

でしょう。それはお幾らですか。どれくらいで

想定をされているんですかということなんで

す。 

○教育部総括審議員兼次長（釜 道治君） は

い。 

○委員長（友枝和明君） 釜次長。 

○教育部総括審議員兼次長（釜 道治君） は

い。予算の事業説明のときに申しましたが、学

校医、学校歯科医の報酬総額として３９２０万

１０００円を予算を組んでおります。 

○委員長（友枝和明君） ようございますか。 

 はい。ほかにありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で質疑を終了し

ます。 

 意見がありましたらお願いします。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、これより

採決いたします。 

 議案第６２号・八代市報酬及び費用弁償条例

の一部改正については、原案のとおり決するに

賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者 挙手） 

○委員長（友枝和明君） 挙手全員と認め、本

案は原案のとおり可決されました。 

 次に、本委員会に付託となっております請

願・陳情はありませんが、郵送にて届いており

ます要望書につきまして、写しをお手元に配付

しておりますので、御一読いただければと存じ

ます。 

 以上で、付託されました案件の審査は全部終

了いたしました。 

 お諮りいたします。 

 委員会報告書及び委員長報告の作成について

は委員長に御一任願いたいと思いますが、これ
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に御異議ありませんか。 

（｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 御異議なしと認め、

そのように決しました。 

                              

◎所管事務調査 

・教育に関する諸問題の調査 

・保健・福祉に関する諸問題の調査 

○委員長（友枝和明君） 次に、当委員会の所

管事務調査２件を一括議題とし、調査を進めま

す。 

 当委員会の所管事務調査は、教育に関する諸

問題の調査、保健・福祉に関する諸問題の調

査、以上の２件です。 

 当委員会の所管事務調査について何かありま

せんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） なければ、以上で所

管事務調査２件についての調査を終了します。 

 次に、閉会中の継続審査及び調査の件につい

て、お諮りいたします。 

 所管事務調査２件については、なお調査を要

すると思いますので、引き続き閉会中の継続調

査の申し出をしたいと思いますが、これに御異

議ありませんか。 

（｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 御異議なしと認め、

そのように決しました。 

 以上で、本日の委員会の日程は全部終了いた

しました。これをもって、文教福祉委員会を散

会いたします。 

（午後６時３６分 閉会） 
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